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電子商取引推進協議会

(ECOM)発 足

電子商取引の普及と拡大に伴い,従 来か ら

言 われていた ような 「企業間」「企業一消費

者間」 といった枠を越えた課題が増大 し,わ

が国のみな らず世界に対する電子商取引関係

情報の一大発信基地としての役割を果たすた

めには,こ れ までの複数の組織 における研究

成果を結集し,引 き続 き産業界の創意工夫 を

もって,新 たな課題に取 り組んでい く必要が

出てきております。

このような考えのもと,電 子商取引実証推

進協 議会(ECOM),産 業情報化推進 セ ンタ

ー(CII)お よび企業 間電子商取引推進機構

(JECALS)の3団 体 が統 合 し,新 しい電子 商

取 引 の推 進 団体 で ある 「電子 商取引推 進協 議

会(ECOM)」 が 平 成12年4月1日 に発足 しま

した。新ECOMの 事 務局 は当協 会 の電 子 商取

引推進 セ ンター(平 成12年4月1日 発足)に 置

かれ てお ります 。

新組織 で は,今 まで実証実験 の段 階 だ った

電 子 商取 引 が実 装 段 階 に入 っ た の に合 わせ

て,広 義の ルー ル作 り(各 種標 準約 款,ガ イ

ドライ ン,運 用 手順 の作 成 な ど)を 主 た る業

務 として,標 準 化 の提 案,普 及促進,国 際活

動等 を行 ってい くことにな って お ります 。

組織図

以下 に,本 年 度予定 してい る活動 内容 につ

いて ご紹 介 します。

1.WG活 動

1.1消 費 者WG

1.1.1消 費 者 保 護SWG

(1)目的
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EC市 場の さらなる規模拡大 を目指 し,消

費者が安心 して利用で きるECの 環境整備 の

徹底 を図 ります。

(2)本年度の実施内容

ECビ ジネスの普及 ・拡大 に向け,消 費者

のECへ の信頼 を確立す る為の具体的施策 に

ついて検討 ・追及します。具体的には以下の

活動を行います。

①本年3月 に策定 した 「ECOM消 費者取引 ガ

イ ドライン」 を もとに した,ECに 係 る消費

者保護のJIS規 格化の推進,消 費者ECを 業 と

する事業者向け行動規範の普及 ・促進,更 に,

国際標準化機構 にISO化 への提案の実施

② オンラインマーク制度の本格稼動へ向けた

普及 ・促進並びに国際連携体制の確立への検

討

③消費者からの苦情相談を効率的に処理する

為の 「裁判外紛争処理(ADR)」 についての

検討

④具体的なビジネス構築 ・コンテンツ記述の

際に用いる技術的な標準について,消 費者取

引 ガイ ドラインとの関連 における,そ の実効

性 についての検証,普 及提言

1.1.2個 人 情 報保 護SWG

(1)目的

昨今のマスコミ紙上等に,よ く取 り上げら

れ,報 道 される個人情報漏洩事件 については

その解決策として企業内部の体制を含む情報

保護環境の整備が急務であり,特 にECに お

いては普及阻害要因の トップに,こ の個人情

報漏洩への不安が上げられています。このよ

うな現状に対 して,現 在行政側で進め られて

いる法規制の内容や各企業における自主規制

の取組みを検証 し,よ り良い個人情報保護環

境作 りのための施策を検討 します。

、・s.φ?一..i;

(2)本年度の実施内容

①民間個人情報保護の法制度への継続提言

②企業側に対するネット環境整備の為の自主

的取組み

③消費者側へのリテラシーの取組み

④苦情処理等,プ ライバシー保護に関する諸

課題への取組み

1.1.3決 済 関連 問 題検 討SWG

(1)目的

当SWGは,電 子商取 引の健全 な発展 を支

援す るために,BtoCtoC電 子商取引市場に

おける決済プロセスを視点として,中 立公平

な立場か ら一連の取引プロセスにおける取引

参加者それぞれの責任範囲や主張可能な権利

を明確にして 「消費者が安心 して利用できる

環境の整備」を目指 します。

(2)本年度の実施内容

①基本的電子商取引ビジネスプロセスの検討

(視点は決済手段)

②具体的 トラブルや クレーム事例の検討 と整

理(単 位 は個々のプロセス)

③決済関連 プロセスの抽出 と関連性の整理

④各プロセスにおける取引参加者の責任範囲

の検討(法 的視点… 消費者契約法,EU指 令

等海外事例,実 運用視点 … 既存慣習)

⑤各プロセスにおける取引参加者のリスクと

対応策(す るべ き事柄)の 検討 とその評価(法

律 と保険等制度視点,技 術視点,実 運用視点)

⑥各プロセスにおける取引参加者の責任を明

確化 した標準的な基本ルールの検討と作成

1.2認 証 ・公証WG

(1)目的

電子文書の真正な成立に対する推定と,認

証機関に対する任意な認定制を設けた電子署

一 一2-一 一



名法の成立に伴い,電 子商取引への安心感を

与 える土壌が形成されつつありますが,よ り

信頼性が高 く,導 入 し易 く,相 互運用性が高

い電子認証 システムを構築 してい くために

は,電 子署名法 を補完 もしくはそれ と協調 し

て作用する基盤整備が必要であり,こ れ らの

整備 について活動 を行います。

(2)本年度の実施内容

①電子認証 システム仕様の指針作成

利用者が使用する認証システムを以下のコ

ンポーネントに分割 し,各 コンポーネン トに

必要なセキュリティ要件を纏めることによっ

て,製 品提供者に対す る安全 な利用者 システ

ム開発の指針 とします。

・鍵管理システム…利用者が管理する秘密鍵

の媒体,保 存,利 用等の要件の整備

・署名生成システム…電子文書に署名するプ

ロセスにおけるセキュリティ要件の整備

・署名検証システム…電子署名の検証及び認

証書の有効性確認に関する要件の整備

・認証書プロファイル…日本語表記を含めた

認証書のフォーマット要件の整備

②電子認証システム利用の指針作成

電子商取引において認証システムを利用す

る場合,取 り決めが必要な事項 について,以

下のテーマについて検討 を行いガイ ドライン

として纏めます。

・電子認証システム利用モデル約款…利用す

る認証機関 ・システム,運 用方法,ト ラブ

ル対応方法等 に関 して事前 に当事者間で決

めるべき事項の整備

・認証書利用形態ガイ ド…ID認 証書 と属性

認証の関連の検討 と効率的認証書利用の提

言

・法人代表者認証書利用ガイド…上記に関連

した法人代表者認証書の利用方法の提言

電子商取81推進協議会(E¢OM)発 足

③電子署名文書長期保存の指針作成

認証 ・公証に係る技術は発展途上にあり,

IETF等 の国際的 な標準検討機 関での新たな

提案や実用化検討の進展,暗 号解読技術 の進

展 といった状況を踏まえ,下 記テーマを設定

し技術面のみならず運用等の環境的側面を含

め検討を行います。

・電子文書保存システム…タイムスタンプ
,

アーカイビングシステム等 とそれらの運用

方法の検討と電子文書の長期保存の提言

・新たな電子認証技術…バイオの電子署名へ

の適用,AES等 の新 たな暗号技術 を利用 し

た電子署名の検討

1.3セ キ ュ リテ ィWG

1.3.1セ キ ュ リ テ ィ マ ー ク 制 度 評

価SWG

(1)目的

実運用 の 開始 に向 けて準備 中のセ キュ リテ

ィマ ーク制度 につい て,消 費者,シ ョップ事

業者,モ ー ル等バ ーチ ャル シ ョップ対応 シス

テムサ ー ビス事業者 の立 場 で,制 度 の評価 な

らび に提言 を行 い,権 威 があ る と ともに市 場

に受 け入 れ られ る制 度 と しての仕 上 げに貢 献

します。

(2)本年度 の実施 内容'

① セ キュ リテ ィマ ー ク制度 の推 進

② バ ーチ ャルシ ョップサ イ ト向けセ キュ リテ

ィガ イ ドライ ンの 開発(本 年 度 の実 施事 項)

③ セキ ュ リテ ィマ ー ク制度 にお ける審査 基準

の評価

④ セ キュ リテ ィマー クの 申請 か ら付与 までの

手続 きの評価

⑤ 制 度 に関す る啓 蒙資料 の評価

⑥ 別 途 開発 す るバ ーチ ャル シ ョップサ イ ト向

けセキ ュ リテ ィガ イ ドえイ ンの評価

一3一
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1.3.2セ キ ュ リ テ ィ ガ イ ドラ イ ン

開 発TF

(1)目的

バ ーチ ャル シ ョップサ イ トが実 施すべ きセ

キュ リテ ィ対 策 につい ての基準 を纏 め,関 係

事 業 者 に セ キ ュ リテ ィ対 策 実 施 の 指針 を与

え,こ の こ とに よ り,バ ーチ ャル シ ョップ対

応 システ ムのセキ ュ リテ ィ対 策 レベル の向上

を図 る と ともに,セ キュ リテ ィマー ク制 度の

定着 の側面支援 を行 い ます。

(2)本年度 の実施 内容

① バ ーチ ャル シ ョップサ イ ト向 けセキ ュ リテ

ィガイ ドライ ン第1版 の開発

② セキ ュ リテ ィマ ー ク制度 にお けるセ キュ リ

テ ィ審 査基準へ の反 映

③ セ ミナー等 に よるバ ーチ ャル シ ョップサ イ

ト向 けセキ ュ リテ ィガイ ドライ ンの啓 蒙

1.3.3新 しい 課 題 と新 技 術 の 研 究

SWG

(1)目的

ECの 進展や技術 の進歩 に伴 う新 しいセキ

ュリティリスクや,そ れ らへの対応技術 につ

いて調査 ・分析を行い,電 子商取引 における

セキュ リティに関する課題と対応の方向を探

ります。

(2)本年度の実施内容

①電子商取引におけるセキュリティに関する

課題マップの作成

②セキュリティ対策レベル向上のための新 し

い課題の抽出と対応の方向についての整理

③今後の取 り組みについての提言

1.4ビ ジネ ス モデ ルWG

1.4.1WWWサ イ トモ デルSWG

(1)目的

本WGは,現 在 のECブ ー ム の 中 に あ っ て

ECの 本 当 に 「で きる こ と/で き ない こ と,

或 い は,す べ きで ない こ と」 を,安 定 的 な実

ビジ ネス モ デ ルの発 見 とECノ ウハ ウの精査

を通 じて見極 め,21世 紀 の情 報 ネ ッ トワー ク

社 会 にお け る ビジ ネス と生活 の実 像 を探 り,

ブームや構 造変動 の後 の ビジネス世界 で生 き

残 るた めの必須 ア イテム を抽 出す る こ とを 目

的 と します。

(2)本年 度 の実 施内容

EC事 業 者 動 向 の トー タル な把 握 と先 端 モ

デ ル の開発 を同 時 に行 う。 以下 の3つ の テ ー

マ/レ ベ ル を想定 してい ます 。

① 先 端 ビジネス プロセス/組 織 モ デル(最 先

端企 業分析):先 端 開発

②ECビ ジ ネス ノ ウハ ウ集(個 別 手法 の分析

とノ ウハ ウ整理):実 務 ノウハ ウ整理

③EC参 入 ・活 用 ガ イ ド(参 入 プ ロセ ス ガ イ

ド/シ ナ リオ):参 入 ・活用 ガイ ド

1.4.2SCMモ デ ルSWG

(1)目的

本SWGで は,SCMを 構築 ・運用する上で,

参考 となるビジネスモデルや先進企業の事例

を整理するとともに,SCM導 入マニ ュアル

を作成することを目的とします。

(2)本年度の実施内容

日本の社会風土,商 習慣,産 業構造を念頭

に した 「日本型SCMの 構 築」 を最終 目標 と

します。特に,日 本の産業界が今 まで機能 し

て きた 「良い面」を活か した 「日本型SCM

ビジネスモデル」 を構築 してい きます。

①企業間の情報共有をスムーズに展開するた

めのSCMビ ジネスモデルの検討

②SCMを 構築 ・運用す るために必要 なSCM

－4一



導入マニュアルの整備

③SCMに 関 わる情報化投資 に対 する効果指

標の定量化

④パー トナー企業間の合意書(案)の 検討

1.5普 及促 進WG

1.5.1XML/EDISWG

(1)目的

国内ユーザ企業および情報産業が,XML/

EDIに 関する標準化 の国際情勢 を正 しく認識

し,わ が国の企業が次世代 の情報化 において

遅れをとらないよう,ま た積極的に世界の標

準開発に貢献することを促進 します。

(2)本年度の実施内容

①標準XML/EDI動 向調査

②標準XML/EDI普 及促進

③ebXML東 京会議

④関連団体間の連携

1.5.2STEPSWG

(1)目的

製品情報の交換,共 有,流 通について具体

的な場 を設定 し,業 務 プロセス,IT実 装の各

レベルにおける製品データ交換 ・共有の役割

と課題を明らかにし,IT活 用方法 を検討 しま

す。

また,代 表的な製品データ交換 ・共有規格

であるSTEPの 規格化状況お よび国内外 の適

用状況やツール等に関する情報の共有を行

い,会 員企業への普及 を図ることを目的とし

ます。

(2)本年度の実施内容

①設計情報の生産準備業務への活用検討

②設計 ・生産現場における加工情報の共有の

実装検討

ミ、,竜 子鰍 剥蹴 歳嚢,.工 発 禁.

2.標 準 グ ル ー プ

2.1EDIグ ル ー プ

今後 は,開 放型 ネ ッ トワー ク上 での標準 電

子取 引環 境 の整 備 が不 可 欠 で あ り,次 世代

EDIの イ ン フ ラ と して 注 目 を あ び て い る

XML(eXtensibleMarkupLanguage)を 中核 と し

た標 準 化 活 動 が世 界 的規 模 で始 まっ てい ま

す。

本 グルー プで は,電 子商取 引推進 セ ンター

が 中心 となって実施す る事業(従 来 型 の標準

EDIの 保 守 ・普 及 お よ びEDI推 進 協 議 会

(JEDIC)関 連活 動)と の密 接 連携 の下,国

際標準 化活動 との連携 を保 ちつ つ,新 しい技

術 イ ンフ ラに基 づ くXML/EDI標 準 の開発 ・

普及 お よび従 来型EDIか らの移 行方 法 を検 討

します。

2.1.1次 世 代EDIの 調 査

(1)目的

次世代EDIの 標準電子取引環境の整備 を目

的に進められている世界規模の標準化技術研

究に参画 し,次 世代EDI候 補技術の取 りまと

め,お よびわが国産業界への当該技術の導入

方策について検討します。

(2)本年度の実施内容

情報技術の有識者等で構成される 「次世代

EDI技 術調査委員会」 を設置.し,調 査研 究の

進め方お よび具体的な技術的分析を行い,対

応する国際会議への提言 を検討します。
し

①オブジェク ト指向EDIの 調査

②次世代EDI導 入に関する調査

2.1.2XML/EDIの 標 準 化

(1)目的

次 世代EDIの 技術 イ ンフ ラ となるXML技 術

の電 子商取 引 の実 装 につ き,世 界規模 で行 わ
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れている標準化活動に積極的に参画 し,ユ ー

ザニーズの標準への反映,わ が国情報産業界

への世界標準 レベルの技術導入を図るための

検討を行います。

(2)本年度の実施内容

ユーザ業界お よび情報技術の有識者等で構

成される 「XML/EDI標 準化調査委員会」 を

設置 し,調 査研究の進め方お よび具体的な技

術的分析 を行いebXMLイ ニ シャチブへの提

言,ま た国際標 準 に準拠 した国内向 け標準

XML/EDI実 装ガイ ドの検討 を行います。

①ebXMLイ ニ シャチブへの参加

②標準XML/EDI実 装 ガイ ドの検討

2.2STEPグ ル ー プ

(1)目的

国 際標 準 で あ るSTEPの 規 格 開発,導 入 お

よび実装支援,ま た それ らに関す る情 報提供

を行 ってい きます。

(2)本年度 の実施 内容

A.国 際標 準STEPの 規格 開発

1)ISOTC184/SC4国 内対 策委員会 関連事 業

① 国内審議 団体 として のISOTC184/SC4国

内対 策委 員会 の運営

② 日本 か らの規格 提案 を含 めた標 準化 案 の

審議,日 本 と しての意見 の反映

③ISOTC184/SC4国 際会議へ の代 表者 派遣

2)日 本か らの規 格提 案

① プ ラ ン トソフ トウェアの標 準化 に関す る

調査研 究

②新 規産業 支援型 国際標 準 開発事 業

③ 規格 開発 活動へ の貢 献

3)JIS原 案作 成事 業

①Part34(AbstracttestmethodsforPart21

implementation)のJIS原 案の作成

②JISと して発行 済 み のB3700に つい てISO

改訂を反映させるための原案作成

B.国 際標準STEPの 導入及 び実装 支援

1)企 業 にお けるSTEP実 利 用調査

① 情報交換 会 の開催

② ラ ウ ン ドテー ブルの 開催

2)PDM(ProductDataManagement)分 野 に

お け るSTEP規 格 の実用 性 に関す る評価(含

む実証 実験)

① 日本 と してPDM-IF(PDMImplementors

Forum)活 動 へ の早期 参加

② ソ リュー シ ョンを提 供す るための実装技

術 の蓄積,PDMSchemaの 実用 性評価

3)STEPト ラ ンス レー タの認 証 に関す る調

査研 究

① 認 証 に必 要 とな る組 織 ツー ルお よび,

各 国の対応 状況 の調査

② 日本 と して の対応 策 の検討

4)各 国STEPセ ンタ・一ー一との連携

① 日本 のSTEPセ ンター と してISCを 通 じて

国 際連携活動 へ の積 極 的参 加

②ISCと 連 …携 した実 用 化 促 進施 策 の検 討,

推 進

5)3次 元CAD情 報 の生 産準 備 業務 で の有

効活 用 の実証

6)運 転,保 守 サー ビスのモデ ル検討 へ の参

加

①PLCS,Inc.の プロ ジェ ク トにSTEPセ ンタ

ー と して参加

② 日本産業界 の要望 の規格 開発 へ の反 映及

びその有効性 の評価

C.国 際標準STEPに 関す る情…報提供

1)STEP関 連情報の蓄積 と提供

①各種技術セミナーの開催

②ホームページを通 した情報発信
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③ 常 設 デモセ ンターの運営 管理

2)STEP規 格 の紹 介 セ ミナー

3.普 及広 報 グル ー プ

(1)目的

本 グループは各WG,各 グループお よび電

子 商取 引推 進 セ ンター,EDI推 進協 議会

(JEDIC)と 連携 しつつECOMの 活動状 況,

成果,EC動 向等 を内外 に広 く情報発信 して

い くことを目的とします。

(2)本年度の実施内容

①機 関誌の発行

年 間2回 の定期発行 を行 う予定 で,各WG

の活動紹介やECの 最新動 向について報告す

る資料 を発行します。

②ニュースレターの発行

ECOMで 行 っている活動 をタイム リーに紹

介する会員への活動状況の報告の位置付けで

発行 します。

③ECOMセ ミナーの実施

動 きの激 しいECの さまざまな話題 をセ ミ

ナー形式 で取 り上げ,参 加者 にECの 発展拡

大 に活用 していただける情報を提供 します。

④WWWに よる情報発信

紙媒体の情報発信以外に,各 種の行事予定

やEC関 連情報の提供 な ど,WWWの 特徴 を

生か した情報提供 を行っていきます。

⑤シンポジウムの開催および展示会への参加

ECOMで 主催す るシンポジウムや,ビ ジネ

スシ ョウを始め とした各種のイベントに参加

し,ECの 普及 ・拡大 を目指 します。

⑥EC体 験 キャンペーン

ECの 裾野拡大 を目的 に,一 般消費者 に身

近 に感 じられるECを 体験 してもらうために,

街頭でのEC体 験講座,地 方での講演 などの

活動 を行います。

蟻ぽ抱 £涯 織臓 聴 、

4.国 際連 携 グル ー プ

(1旧 的

WWWに よる海外への積極 的な情報発信,

海外 のEC動 向調査,日 韓EC推 進協議会等 と

のECに 関する国際提携,UN/CEFACT等 へ

の参加 ・協力,消 費者WGの 国際連携支援等

を通 じ,多 くの海外EC関 連機関 との密接 な

連携 を推進 してい くことを目的とします。

(2)本年度の実施内容

①Webに よる海外への積極的な情報発信

今後,ECOMか ら海外への情報発信は,Web

(英語版)を 通 じたものに重点をお くこととし,

ECOMの 活動状況,成 果,わ が国のEC実 用化

動向,ECの 一般向け解説等 をタイムリーに海

外に発信するとともにECOMか らの一方通行の

情報提供だけでなく,海 外のEC関 係者 と双方

向で情報交換できる場の検討も行います。

②海外のEC動 向調査

今年度は海外の調査会社およびWeb情 報 を

活用 して効率的に情報 を収集 し,ニ ュースレ

ター形式で,定 期的に最新情報 を提供 し,会

員企業における経営企画部門,シ ステム関連

部門,Web関 連部 門等での ビジネス戦略 に役

立つ情報提供を行います。

③ECに 関す る国際連携

日本発のルールや標準の普及をも視野に入

れ,こ れ らの諸機 関との情報交換を緊密に行

うことにより,実 ビジネスのニーズ と実態に

即 した国際ECの 検討を行い ます。

④消費者WGの 国際連携支援

ECに おける消費者保護 に関す る国際 間連

携を図ります。具体的には下記の内容を行い

ます。

・国内オンラインマーク制度および海外にお

ける同等なマーク制度に関する国際交渉支援

および情報収集` 、
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・複 数 の国 に またが る,消 費 者ECに お け る

トラ ブ ル に関 す る裁 判 外 紛 争 処 理(ADR)

の遂行 に関す る国際交 渉支援 お よび 情報収 集

・ECに お け る個 人情 報 の保 護 に関 して の情

報交換,連 携 活動 の支援

⑤EC市 場 規模 の算 出 と市 場動 向調査

平 成11年 度 のECの 市 場 実態 調査 に引 き続

き,わ が 国 にお け るECの 市場 につ い て実 態

調 査 を行 い,11年 度 に推 計 したECの 市 場 が

どの ように展 開 して い るか を推 計す る ととも

に,ECの 動 向 を分 析 し,企 業,消 費者 に対

しECの 発展 経緯 を示 します。

5.企 画 部 会

5.1モ バ イ ルEC委 員 会

(1)目的

携帯 電話 に よるイ ン ター ネ ッ トサ ー ビス市

場 が急 拡 大 し,ECビ ジネス モ デ ル と して注

目され てお り,更 に,デ ジ タルTVや ゲ ー ム

機,車 載端 末 な どPC以 外 の様 々 な端 末 で場

所 を問わず イ ンターネ ッ トに接 続 で きる よう

にな って きます。 この ような状況 の 中で利 用

者,事 業者 の双方 が安心 して快適 に電子 商取

引 を行 うため の環境 整備 や新 た なサ ー ビス を

検討 します。

(2)今年度 の実 施 内容

委 員 会 活 動 は プ レWG活 動 と位 置 付 け,

WG活 動 の ため の テーマ,ニ ーズ な どを調 査

しCビ ジ ョン と課題,ア クシ ョンプラ ン とし

て整理 し,WG活 動計 画 と して立 案 します。

具体 的 な検討 範囲 と しては,下 記 の切 りロが

挙 げ られ ます。

① サ ー ビスチ ャ ンネル(携 帯 電話,デ ジ タル

放送,ゲ ー ム機,車 載端 末 な ど)

② 分野(要 素技術,製 品,サ ー ビス,ビ ジネ

スプ ロセ ス,ビ ジネス モデル,運 用,制 度等)

③ 方法(例:モ バ イルECvs従 来型 のECの メ

リ ッ ト ・デ メ リ ッ ト比 較,海 外 動 向 な ど)

5.2電 子 政府 委 員会

(1)目的

「行政情報化推進基本計画」による推進施

策は,「 官民接 点の情報化」,「行政組織 内部

の情報化」,お よび これ らの施策 を推進する

にあたって必要な 「情報化の基盤整備」に大

別できます。行政の情報化が早期に進展 し,

その恩恵 を多 くの個 人や企業が享受するに

は,利 便性のある利用形態で提供 されること

が前提であり,民 間の電子商取引(BtoB,B

toC,CtoC)の 普及 を促進す る行政の情報化

実現への取組みに,個 人 ・企業ユ「ザ として

どう対応すべきかを,ど の ように利用するか

ではな く,ど のように提供 してもらうかの視

点で検討 します。

(2)本年度の実施内容

①情報提供,申 請 ・届 出,調 達などオンライ

ン行 政サ ー ビスの利用手続 き・手順などを,

ネ ッ トワー ク活用 に よる利便性 の実現 度,ユ

ーザ ・ウィンドウなど利用者の視点で検討し

ます。

②個人 ・企業の情報化を促進するために,イ

ンターネット利用における民間の情報装備や

電子商取引実施環境と行政情報化 との相互運

用性を確保 します。

③ 「行政情報化推進基本計画」に基づいて進

められている行政サービスおよび平成10年 度

補正事業の行政 とインターフェース関連事業

を検討範囲とします。

6.STEP部 会

(1)目的

STEPに 関 連す る全 体 の 方針,事 業 計 画 を
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策定 します 。政策面,ビ ジネス化 の視点 か ら

も検 討 します。 また標準 グル ー プのSTEPグ

ル ー プ,普 及促 進WGのSTEPSWGと も連携

を取 った活動 を行 い ます。

(2)本年 度 の実 施内容

i端

部会 内 に実 用化 に関す る検 討 を行 うWGと

して,下 記 のWGを 設置 し活 動 します。

①STEP実 利 用調査WG

②PDMSchema実 用性 評価WG

③STEPト ラ ンス レー タ認証検討WG
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情報処理技術者試験制度の

改定について
情報処理技術者試験センター

近年における情報技術の革新的な進展の中

で,通 商産業省の産業構造審議会情報産業部

会情報化人材対策小委員会において,「 戦略

的情報化投資による経済再生を支える人材育

成」に関する検討がなされ,そ の結果が平成

11年6月 に公表 され ました。 この中で,情 報

処理技術者試験制度の改革の方向性が提言さ

れ,こ れを受け同省 と情報処理技術者試験セ

ンターでは 「新たな試験制度」について検討

を重ねて参 りました。

ここに,制 度改定 による 「新たな情報処理

技術者試験」の骨子がまとまりましたので,

ご紹介 させ ていただ きます。今 回の改定では,

各試験の位置づけの明確化,市 場ニーズの反

映のため試験 区分 の改組 ・整理を行 ったほ

か,受 験者の利便性向上のための実施方法の

見直しなどを進めております。

新試験制度の概要

1.制 度 改 定 の要 旨

1.1情 報処 理 技 術 者試 験 改定 の趣 旨

情報技術(IT)革 命の急速 な進展 に伴い,

情報化投資 は単なる企業活動における合理化

の域を越え,各 企業 にとっての戦略その もの

となりつつある。しか しながら,我 が国では,

① 情報化投資の価値や リスクを客観的に評価

するための人材や市場が未成熟であること

②情報化投資を担う人材の育成自体が必ず し

も情報技術の急速な変化に追いついていない

ことなどから,情報化投資が各企業の競争力,

ひいては我が国全体の産業競争力の強化に結

びついていないとの指摘がある。

また,情 報処理技術者試験 については,次 の

意見が出されていた。

①試験区分が細分化されす ぎていて,人 材育

成を行 う企業にとっても,受 験する個人にと

っても,ど のようなステ ップを踏みなが ら向

上していけばよいのかわかりづらい

②試験 としての中立性を目指したことが,結

果 として急速な技術変化や現実のビジネスと

の間に乖離を生 じさせている

③一度試験に合格するとその後の再認定制が

導入されていないことから,能 力認定の物差

しとしての価値が時間の経過とともに減少し

てい くことに対応していない

④試験の実施会場,実 施 回数な どに関 して,

受験者 の利便性 に対す る配慮が十分には行わ

れていない

こうした状況を踏まえ,通 商産業省の産業

構造審議会情報産業部会情報化人材対策小委

員会では,平 成10年11月 か ら審議 を開始 し,

平成11年6月 に情報処理技術者試験の改善の

方向などに関して中間報告をとりまとめた。

情報処理技術者試験センター(以 下 「試験

センター」 とい う)で は,同 中間報告の提言

に沿って,産 業構造審議会 に代 わ り試験制度

のあり方に関して,よ り柔軟に発議 を行 うた

めの有識者からなる評議委員会を設置し,平

成12年1月 に第1回評議委員会 を開催 して,試

験制度改革 を実現するための諸方策について

具体的な検討を行った。また,そ の発議事項
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に基づ いてパ ブ リックコメ ン トを収 集 し,そ

の結 果 を踏 まえて再 度,平 成12年5月 に開 催

した第2回 評議 委 員会 で検 討 した うえで,現

時 点で実 施 し得 る試験 制度改革 につ いて以 下

の とお りとりまとめ を行 った。

1.2情 報 化 人材 像 の見 直 し

これ まで情報処理技術者試験では,産 業構

造審議会で提示 された情報化人材像を基に中

央情報教育研究所が標準カリキュラムを策定

し,こ の標準 カリキュラムに準拠 した形で試

験の出題を行ってきた。 しか しながら,こ の

体制では情報技術 と市場の変化の加速化等に

柔軟に対応 した出題内容の変更が難 しいとの

判断から,今 後同審議会 による情報化人材像

の策定及び標準カリキュラムに準拠 した出題

という体制はとりやめることとした。

他方,情 報処理技術者試験の受験者層が,

情報 システム開発者側か ら情報システム利用

者側など様々な立場の者に広が りつつあるこ

と,情 報システム開発 に携わるか否かに拘 ら

ず,情 報技術 に関する知見 を有 した人材を広

く育成することが更に重要になっていること

から,同 審議会が提示する情報化人材像では

なく,情 報 システムにどのような立場か ら関

わるかの定義を基にして,既 存の試験 区分 を

次の五つの類型に改組 ・整理することとした。

・情報システム開発の基本的な流れに沿って

主体的役割を果たすための知識 ・技能

・情報システム開発の中で求められる特定の

情報技術分野に係る専門的知識 ・技能

・情報システムの利用者側にあって情報技術

の有効活用を図るための知識 ・技能

・第三者の立場から情報システムの評価を行

うための知識 ・技能

・情報技術に関する基礎的な知識 ・技能

今後は,今 回各試験 区分で定義 された情報

システムへの関わり方を基本的な枠組みとし

て,試 験 センター評議委員会での発議,こ れ

に係るパブリックコメン ト,中 央情報教育研

究所 による試験制度へのニーズ調査などを基

に,随 時出題内容 を変更 してい くこととし,

各試験区分に係る出題範囲及びスキル標準を

基に試験問題を出題することとした。

1.3新 しい 試 験 区 分 の 考 え 方

1.1で 指摘 され た問題 点 を念 頭 に置 きつ つ

検 討 を行 っ た結 果,従 来,情 報 シス テ ム 開

発 ・運用 側 の専 門能力 を問 うた め に設定 され

てい た試験 区分 を,次 に示す1,Eの 類型 に

改 組 ・整 理 し,人 材育 成の ため の道標 とす る

こ とと した。 この整理 は,情 報 システ ム を構

築 す るベ ンダ側 企業 だ けで な く自社 内の情報

シス テム開発 を担 う者 に も同様 に適用 させ る

こ とが可 能 であ る。

さ らに,情 報 システム 開発 の専 門能力 を問

う試 験 以 外 につ い て は,皿 ～Vの とお り改

組 ・整理 を行 うこ とと した。

なお,こ れ まで実施 して きた プロ ダクシ ョ

ンエ ンジニ ア試験 につ いて は,情 報 シス テム

との関 わ り方 におい て,そ の出題範 囲が他 の

試験 区分 と重複 してい るこ とか ら,当 該 出題

範 囲 を見 直 し整理 し,ア プ リケ ーシ ョンエ ン

ジニ ア試験 とソフ トウェア開発技 術者 試験 に

お いて 出題 す る こ とと し,試 験 区分 と しては
ト

と りやめ る こ とと した。

1情 報 システム開発の基本的な流 れに

沿 って主体的役割 を果 たすための知

識 ・技能を問 う試験

(1)システムアナリスト試験

経営戦略の一環と.しての情報化戦略に基づ
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くシス テム化 プ ランを描 くこ とがで きる者

を対 象 と し,従 来の システ ムアナ リス ト試

験 と同等 な内容 の試験 とす る。

(2)プロジ ェク トマ ネージ ャ試験

シス テム化 プラ ンを具体 化す るた めの開発

プロジ ェク トを組織,指 揮,監 督 す るこ と

が で きる者 を対象 と し,従 来の プ ロジ ェク

トマ ネー ジ ャ試験 と同等 な内容 の試験 とす

る。

(3)アプ リケ ーシ ョンエ ンジニア試験

プ ロジ ェク トマ ネー ジ ャの指揮 の もと,シ

ス テムの基本 的 なアーキ テ クチ ャ を設 計 し

つ つ,ソ フ トウェア開発技術 者 を指揮 して

シス テムの構 築 に携 われ る ような者 を対 象

と し,従 来 のプ ロ ダクシ ョンエ ンジニ ア試

験 で問 うてい たシス テム開発 にお ける工 程

の一部 も包含 し,業 務要 件分析 か らシス テ

ム設計,プ ログラム開発,テ ス トまで の一

連の業 務 を担 当す るため に必要 な知識 ・技

能 を問 う試験 とす る。

(4)ソフ トウ ェア開発 技術者試 験

ソフ トウェア開発 において 内部設計 か らテ

ス トまで の業 務 を担 当 で きる者 を対 象 と

し,従 来 の第一種情 報処理技 術者 試験 と同

様 な情報技 術 の知識 ・技 能 に加 え,プ ロダ

ク シ ョンエ ンジニア試 験 で問 うてい たシス

テ ム開発 にお ける プロ グラム作成 な どに必

要 な知識 ・技能 を問 う試 験 とす る。

皿情 報 システ ム開発 の 中で求 め られ る

特定 の情報技術 分野 に係 る専門 的知

識 ・技能を問 う試験

(5)テクニカルエンジニア試験(ネ ッ トワーク)

従来のネッ トワークスペシャリス ト試験と

同等な内容の試験 とする。

(6)テクニカルエンジニア試験(データベース)

従 来の デー タベ ー ススペ シ ャリス ト試 験 と

同等 な内容 の試 験 とす る。

(7)テクニカルエンジニア試験(システム管理)

オ ープ ン系 システ ム も広 く普 及 し,シ ス テ

ムの運用 だけで な く,シ ステ ム資源 全体 の

管理 に関す る技 術 的知識 ・能力 が要求 され

る。 この観 点か ら従来 の システ ム運用管 理

エ ンジニ ア試験 の内容 を見 直 した試験 とす

る。

(8)テクニ カルエ ンジニア試 験(エ ンベデ ッ ド

シ ステ ム)

モバ イル情報機 器,ロ ボ ッ トを利 用 した工

作機械 な ど広範 囲 にわた る応用 システム に

おい て,マ イ クロプロセ ッサ が その一部 と

して組 み込 まれ る形 で利用 され る形態 に広

が って きてい る。 この ためマ イ クロプ ロセ

ッサ,メ モ リ,コ ン トロー ラな どの コ ンポ

ー ネ ン トを応 用 シス テ ム ご とに組 み合 わ

せ,調 製す る技術 とい う観 点 に基 づ き,従

来 のマ イ コン応 用 システ ムエ ンジニア試験

を見直 した試験 とす る。

皿情報 システ ムの利用者側 にあ って情

報 技 術 の 有 効 活 用 を 図 る た めの 知

識 ・技能 を問 う試験

(9)情報セキュリティアドミニストレータ試験

情報システムのオープン化,ネ ットワーク

化の進展 に伴 い,情 報セキュリティ対策が

近年ますます重要な課題 となりつつあるこ

とから,セ キュリティポ リシを策定 し,そ

の実施,分 析,見 直 しを的確 に行 う者 を対

象 とし,そ の技術的知識 ・能力を問う試験

を創設する。

⑩上級システムアドミニストレータ試験

企業の情報システム部門に属する情報技

術者向けというよりも,む しろ,企 業の事
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業部門,企 画部門等に属 して情報化 リーダ

として業務改革 ・改善を推進する者を対象

とし,全 社的な業務管理 を行 っているよう

な者が情報技術をどのように活用すべきか

について判断するために必要な知識 ・技能

を問う試験 とする。なお,大 企業ばか りで

な く中堅 ・中小企業からも受験者が出るこ

とを想定 した試験内容となるよう特に留意

することとする。

(11)初級システムア ドミニス トレータ試験

エンドユーザ向け利用技術に重点を置いた

従来の初級システムア ドミニス トレータ試

験と同等な内容の試験とする。

】V第三者 の立場 か ら情報 シ ステ ムの評価

を行 うための知識 ・技能を問 う試験

(i2)システム監査技術者試験

第三者 としての立場から情報システムの評

価を行うことができる者を対象 とし,従 来

独立

のシステム監査技術者試験 と同等な内容の

試験 とする。

V情 報 技 術 に関 す る基 礎 的 な知 識 ・技

能を問 う試験

⑬基本情報技術者試験

情報システム開発 ・運用や利用などの広範

な活動領域における人材に対 し,そ の基礎

レベルともい うべ き基本的,共 通的な情報

技術の修得状況 を評価する試験 とする。

なお,情 報化の浸透 によって第二種情報

処理技術者試験への受験者がシステム開発

者だけでなく一般学生等に広がりを見せて

いることから,第 一種情報処理技術者試験

の改称 ・整理とあわせて第二種情報処理技

術者試験を改称する。従来の第二種情報処

理技術者試験と同等な内容の試験とする。

このような検討の結果,整 理 された試験

区分 を図1に示す。

情報システム開発 ・運用側 情報システム利用側
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ー
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験

ソフトウェア開発技術者試験一 初級システム

アドミニストレータ試験

図表1情 報処理技術者試験の試験区分

なお,今 般の試験 区分の改組 ・整理 は,

より時代のニーズに合わせた能力開発の指

標 を新たに提供するために行 うものであ

り,過 去の試験 区分 に基づ き認定された情

報技術に関する能力が否定されるわけでは

ないことに留意きれたい。
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1.4技 術 変化 へ の対 応

(1)出題範囲及びスキル標準

試験セ ンターは,各 試験区分に係る出題範

囲 を策定 し,公 表する。 また,中 央情報教育

研究所 は,こ れに対応 したスキル標準 を策定

し,公 表す る。

今後,こ れ らの出題範囲及びスキル標準に

ついては,情 報技術 の進歩 に柔軟 に対応 して

見直しを行い,出 題内容 を漸次改訂 してい く

こととする。

(2)プログラム言語

Java言 語については,言 語仕様の標準化動

向,社 会への浸透などを鑑み,採 用する方向

で検討 を続けることとする。

(3)試験合格者の能力 レベルの維持

新制度のもとでの試験は情報技術の進歩に

伴い出題内容が漸次改訂 されていくことか

ら,直 近の試験 を合格 したの と同等の能力認

定 につ いて は,当 該 区分 の試験 全体 を受験 し

直 さな くて も,よ り簡便 に行 える方 法 につい

て,別 途検 討 を続 ける こ ととす る。

1.5今 後 の試 験 制 度 の改 善 ・充 実

情報技術の変化や市場のニーズを踏まえ

て,本 試験 のあ り方等 について評議委員会で

引き続き発議 し,試 験委員会による検討 を経

て,今 後 とも試験制度の改善 ・充実 を図るこ

ととする。

1.6人 材 育 成 の観 点 か らみ た試験 の

キ ャリアパスの例 示

能力開発の 目標 を設定するという観点か

ら,各 試験区分の関係及 びキャリアパスの例

を図2に 示す。 ただ し,矢 印の順及 び各試験

区分の上下関係は必ず しも難易度を表すもの

ではないことに留意されたい。

図2試 験が想定するキャリアパスの例
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2.試 験 実 施 上 の 変更 点

(1)年齢制限の廃止

受験資格 としての年齢制限は廃止する。

(2)午前試験の出題範囲 ・レベルの明確化

午前の試験においては,受 験者が学習 目標

を立てやすいように,出 題分野 と技術 レベル

を出題範囲に明示するとともに,出 題数 を減

らす方向で見直 した。 また,シ ステムアナリ

ス ト試験,プ ロジェク トマネージャ試験及び

アプ リケーションエンジニア試験の3区 分 に

ついては,問 題 を共通化する。

(3)新たな免除制度の導入

受験者が習得すべ き知識が過重とならない

よう学習負荷の軽減を図るとともに,合 格者

がさらに別の試験 を受験することへの奨励な

どを考慮 し,試 験の一部 について免除制度 を

導入する。

① ソフ トウェア開発技術者試験合格者が,

合格後2年 以内 にシステムアナ リス ト試験,

プロジェク トマネージャ試験及びアプリケー

ションエンジニア試験のいずれかの試験区分

を受験する場合は,そ れらの午前試験 を免除

する。

② システムアナリス ト試験,プ ロジェク ト

マネージャ試験及びアプリケーションエンジ

ニア試験のいずれかの合格者が,合 格後1年

以内にこれ らの他の試験区分 を受験する場合

は,午 前試験 を免除する。

③ 上記①,② の免除制度 は,新 試験制度の

合格者か ら適用する。

④ 従来,通 商産業大 臣認定研修機 関の研修

を修了した受験者に適用 していた第一種情報

処理技術者試験における一部免除制度はこれ

を廃止することとする。ただし,平 成12年 度

までに当該研修機関で実施 された研修 を修了

した受験者については,経 過措置 としてソフ

トウェア開発技術者試験のもとで一部免除制

度を適用するが,当 該経過措置を利用 してソ

フ トウェア開発技術者試験に合格 した者につ

いては,上 記① の免除制度は適用 しない。

また,通 商産業大臣の認定を受けている専

修学校において,授 業 を適正 に修了 した受験

者に適用されてきた第二種情報処理技術者試

験における一部免除制度は,こ れを廃止する

こととする。ただし,か かる通商産業大臣の

認定制度 を廃止 したことに伴う経過措置期間

内に引き続 き認定を受けている専修学校にお

いて授業を適正に修了 した受験者 について

は,経 過措置 として基本情報技術者試験のも

とで一部免除制度を適用する。

(4)合格年月の明確化

情報技術 の急速 な進歩及び多様化 を考慮

し,第 三者で も合格年月が明確 にわかるよう

合格証書番号の記載方法を変更する。

(5)業務経歴書の廃止

論述式(小 論文)に おいて提出を求めてい

た業務経歴書は廃止する。出題上の工夫によ

って対応することとする。

(6)プログラム言語の見直 し

基本情報技術者試験で出題するプログラム

言語については,C,COBOL及 びアセ ンブ

ラ言語の3言 語 とする。従来⑳ 第:種 情報処

理技術者試験で出題 していたFo就ran言語 につ

いては,教 育機関等 における指導言語 として

の利用が減少 していること,本 試験において

受験者の選択率が極端に低いことなどから廃

止する。また,ア センブラ言語 については,

プログラムコー ドの読みやすさ,教 育上の効

果 などに鑑み,別 添"ア センブラ言語の仕様"

のとお り変更する。

Java言語 は,採 用 に向けての検討が まとめ

られた段階でその仕様を公表することとする。
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(7)使用可能な電卓

試験 で使 用可 能な電卓の機能を,基 本的

(四則演算,～「演算,%計 算程度)な ものに

限定する。

3.実 施 される情報処理技術者試験の

詳細

3.1試 験 区分 の概 要 と試 験 の実 施 時 期

平成13年 度 か ら次 に示 す試験 区分 を春

期 ・秋期の2回 に分けて実施す る。

なお,基 本情報技術者試験及び初級システ

ムア ドミニス トレータ試験は春期 ・秋期の年

2回実施 し,他 の試験は年1回 実施する。

試験区分 対象者像 実施時期

システムアナリスト試験

経営戦略に基づ く情報戦略の立案,シ ステム化全体計画及び

個別システム化計画の策定を行うとともに,計 画立案者の立

場から情報システム開発プロジェクトを支援 し,そ の結果 を

評価する者

秋期

プロジェクトマネージャ試験

情報 システム開発 プロジェク トの責任者 として,プ ロジェク

ト計画 の作 成,要 員な どプロジェク ト遂行 に必要 な資源の調

達,プ ロジェク ト体制の確立及 び予算 ・納期 ・品質 な どの管

理 を行い,プ ロジェク トを円滑 に運営す る者

秋期

アプリケーションエンジニア試験

情報 システム開発 プロジェク トにおいて,プ ロジェク ト計 画

に基づ いて,業 務要件分析 か らシステム設計,プ ログラム開

発,テ ス トまでの一連の プロセス を担 当す る者

秋期

ソフトウェア開発技術者試験

情報 システム開発 プロジェク トにおいて,内 部設計書 ・プロ

グラム設計書 を作成 し,効 果的 なプログラムの開発 を行い,

単体 テス ト ・結合テス トまでの一連の プロセス を担当す る者

春期

;
エニ
ンカジル

ラ
試験

ネットワーク 情報 システム基盤(業 務 システム共有の シス テム資源)の 構
築 ・運用 において中心的役割 を果 たす とともに,個 別 の情報

システム開発 プロジェク トにおいて,固 有技術 の専 門家 とし
て開発 ・導入 を支援す る者 。具体 的には,ネ ッ トワー ク,デ
ー タベース ,シ ステム管理 な どを固有技術 とす る。 また,マ
イクロプロセ ッサや システムLSIな どを組 み込 んだエ ンベデ

ッ ドシステム については,情 報 システム を構 成す る専 門性 を

もった技術 要素 として含む もの とす る。

秋期

春期データベース
'

春期システム管理
'

春期エンベデッドシステム

情報セキュリティアドミニ

ストレータ試験

情報セキュリティに関する基本的な知識をもち,情 報システ
ムのセキュリティポリシの策定及びその実施 分析,見 直 し

を行 う者

秋期

上級システムアドミニスト

レータ試験

ユーザ企業において,業 務の申でどのように情報技術を活用

すべ きかについて判断ずるために必要な知識 ・技能をもち,

情報化 リーダとして業務改革 ・改善を推進する者

秋期

初級システムアドミニスト

レータ試験

ユーザ企業において,情 報技術に関する一定の知識 ・技能を

もち,部 門内又はグループ内の情報化をエ ンドユーザの立場

から推進する者

春 ・秋期

システム監査技術者試験

被監査部門から独立 した立場で,ト ップマネジメントの視点

㌶ 嬬4梁 麟こ麟甚擢鑑4縫 濁㌶
など幅広い側面から総合的に調査 し,あ るべ き姿 を描 くこと
によって自ら形成 した判断基準に照らして評価 し,問 題点に
ついて説得力のある改善勧告を行う者

春期

基本情報技術者試験

情報技術全般に関する基本的な知識 ・技能をもつ者(情 報シ
ステム開発プロジェクトにおいて,プ ログラム設計書 を作成

し,プ ログラムの開発 を行い,単 体テス トまでの一連のプロ
セスを担当する者を含む)

春・秋期

"寧'1港 一
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4.試 験 の 内容

(i)試験の方法

①筆記試験 によって,技術 ・能力を評価する。

午前の試験 では,受 験者の能力が当該試験 区

分 における"期 待する技術水準"に 達 してい

るか どうかを,知 識を問うことによって評価

りいて

する。午後の試験では,受 験者の能力が当該

試験 区分 における"期 待する技術水準"に 達

しているか どうかを,技 術 の応用能力及び実

務能力を問うことによって評価する。

②出題範囲

別途"出 題範囲"に よる。

②出題形式と試験時間

試験区分 午前 午後1 午後H
10:30～12:00(90分) 13:00～14:30(90分) 14:50～16:50分(120分)

システムアナ リス ト試験

多肢選択式(四 肢択一)

50問 出題 して50問 解答

(共通問題)

記述式
4問出題 して3問解答

論述式(小 論文)

3問 出題 して1問 解答

プロジェク トマネージャ試験 記述式

4問 出題 して3問 解答
論述式(小 論文)

3問 出題 して1問 解答

アプリケーションエンジニア試験 記述式
4問出題 して3問解答

論述式(小 論文)

3問 出題 して1問 解答

テ
ク
エニ
ンカ
ジル

;
試
験

ネ ッ トワ ーク
多肢選択式(四 肢択一)

50問 出題 して50問 解答
記述式

4問出題 して3問解答
論述式(事 例解析)

2問 出題 して1問 解答

デ ー タベ ー ス
多肢選択式(四 肢択一)

50問 出題 して50問 解答
記述式

4問出題 して3問解答
論述式(事 例解析)

2問 出題 して1問 解答

システム管理 多肢選択式(四 肢択一)

50問 出題 して50問 解答
記述式

4問 出題 して3問 解答
論述式(小 論文)

3問 出題 して1問 解答

エンベデッドシステム 多肢選択式(四 肢択一)

50問 出題 して50問 解答
記述式

4問出題 して3問解答
論述式(事 例解析)

2問 出題 して1問解答

上級システムアドミニストレータ試験 多肢選択式(四 肢択一)

50問 出題 して50問 解答
記述式

4問出題 して3問解答
論述式(小 論文)

3問 出題 して1問 解答

システム監査技術者試験 多肢選択式(四 肢択一)

50問 出題 して50問 解答
記述式

4問出題 して3問解答
論述式(小 論文)

3問 出題 して1問 解答

試験区分 午前 午後1 午後∬
9:30～12:00(150分) 13:00～15:00(120分) 15:30～16:30分(60分)

ソフトウェア開発技術者試験 多肢選択式(四 肢択一)

80問 出題 して80問 解答
記述式

6問出題 して6問解答
論述式く小論文)

1問 出題 して1問 解答

午前 午後1試験区分
9:30～12:00(150分) 13:00～15:30(150分)

上級システムアドミニストレータ試験 多肢選択式(四 肢択一)

80問 出題 して80問 解答
記述式

7問 出題 して7問解答

基本情報技術者試験 多肢選択式(四 肢択一)

80問 出題 して80問 解答
記述式

11問 出題 して7問 解答

、

*情 報セキュ リテ ィア ドミニス トレータ試験 の出題形式及び試験 時間の割 り振 りについては
,今後検討 を行

い,別 途公表す ることとする。
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5.試 験 の 運用

(1)試験地

試 験 地 管轄支部

札幌 帯広 旭川 函館 北海道

青森 盛岡 仙台 秋田 山形 都山 東 北

水戸 宇都宮 前橋 埼玉 千葉 柏 東京 八王子
関 東

横浜・川崎 藤沢 厚木 新潟 長岡 長野 甲府 静岡

岐阜 名古屋 豊橋 四 日市 富山 金沢 中 部

福井 滋賀 京都 大阪 奈良 神戸 姫路 和歌山 近 畿

松江 ※ 米子 ※ 岡山 福山 広島 山口 中 国

徳島 高松 松山 新居浜 高知 四 国

福岡 北九州 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 九 州

那覇 沖 縄

※ 松江 は春期試験 だけ、米子は秋期試験 だけの実施 とす る。

(2)試験の手続の日程

試験実施時期 春 期 秋 期

試験実施日 4月 第3日 曜 日 10月 第3日 曜 日

実施試験区分 ・テクニカルエンジニア試験(デ ータベース)

・テクニカルエンジニア試験(システム管理)

・テクニカルエンジニア試験

(エンベデッドシステム)
・ソフ トウェア開発技術者試験

・初級システムア ドミニス トレータ試験

・システム監査技術者試験

・基本情報技術者試験

・システムアナ リス ト試験

・プロジェク トマ ネージャ試験

・アプリケー ションエ ンジニ ア試 験

・テクニカルエンジニア試 験(ネ ットワーク)

・情 報 セキュリティア ドミニス トレー タ試験

・上級 システムア ドミニス トレー タ試験

・初級 システムア ドミニス トレー タ試験

・基 本 情報 技術 者 試験

試験実施の

官報公示
12月 中旬(予 定) 6月 中旬(予 定)

受験願書受付
'

1月上旬～2月 上旬 7月上旬 ～8月 上旬

(3)受付方法

・願書 の受付 は,個 人受付又 は団体受付 と

する。

・団体受付は,受 験者が10人 以上 まとまって

受験の申込みを行 う場合に,希 望により取

り扱 う。

その場合は,案 内書 ・願書の受取 り,受 験願

書の申込み,受 験手数料の納付,受 験票 ・合

格証書の受取 りなどを一括 して取 り扱 うこと

ができる。

①個人受付

a.郵 便局での受付(現 行 どお り)

・案内書 ・願書は,試 験センター各支部で配

布す る。

・願書に必要事項を記入のうえ
,受 験 手数

料を添 えて郵便局 に提出する。
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b.イ ンター ネ ッ トによる受付

・ホ ー ム ペ ー ジ上 で願 書 情 報 を入 力 し
,送

信 す る こ とに よって受 け付 け る。

・案 内書 は
,必 要 に応 じて ダウ ン ロー ドし,

印刷 す る ことが で きる。

・受験 手 数料 の払 込み は
,当 面 ク レジ ッ トカ

ー ド決済 方式 とす る
。

② 団体 受付

a.書 面 による願 書 での受付(現 行 どお り)

b.電 子媒 体 での受付

・書 面 に よ る願 書 に代 え て
,別 途 定 め られ

た形 式 の電 子 媒 体 で の 願 書 で も受 け付 け

る。

(4)受験 手数料

受験 手数料 につ いては,法 令 で定め る金額

(5,100円)と す る。

(5)合格 発表

情剰処 理技術者試験制度の改定について

① 合格発 表方 法

合格 者 の受験 番号 を次 に掲 示す る。

・官報

・試験 セ ンターの ホー ムペ ー ジ

・試験 セ ン ター本部 及び各支部

② 発 表時期

合格 発表 は,発 表 日を事 前 に試験 セ ンター

のホ ームペ ー ジに掲載 す る と ともに,発 表 時

期 を従来 よ り早 め る。

(6)その他

身体障 害者 の対応 につ いては,現 行 どお りと

す る。 なお,視 覚 障害 者 に対 す る点 字化 した

試験 問題 は,次 の試験 区分で用 意す る。

春期:ソ フ トウェア開発技術 者試験 ,基 本情

報技 術者 試験,初 級 シス テム ア ドミニ

ス トレー タ試験(新 規対応)

秋 期:基 本情 報技術 者試験,初 級 システ ムア

ドミニ ス トレー タ試験
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REPORT 情報化白書2000年 版の概要

一21世 紀情報化の展望 と課題 一

調査部

「情報化白書2000年 版」 を6月 上旬に発表

しました。本白書 は,わ が国の情報化の動向

等 を総合的に紹介した白書として通算34冊 目

の刊行になります(1967年 に 「コンピュータ

白書」 として創刊 され,1987年 版 より 「情報

化 白書」 と改名)。

本白書の構成は,① 毎年新規テーマを設定

して まとめている総論,② 情報化編,情 報産

業編,環 境 ・基盤整備編,国 際線の4本 の柱

で構成 され,各 分野の最新動向を解説する各

論,③ 最新統計,情 報化年表 などの基礎デー

タを網羅 したデータ編,か らなってい ます。

編集にあたっては,石 井威望氏(東 京大学名

誉教授)を 委員長 とす る 「情報化白書編集委

員会」において基本的な方針等を審議し,そ

の具体的な対応 は廣松毅氏(東 京大学大学院

教授)を 主査 とする 「情報化 白書編集専門委

員会」において検討を行ったほか,多 数の執

筆者の方々にもご協力いただきました。

以下,「 情報化 白書2000年 版」 の概要 をご

紹介 します。

「情報化 白書2000年 版」総論の要旨

1.2000年 版 の テ ー マ=「21世 紀 情 報

化 の展 望 と課題 」

今回白書の総論は,2000年 という節 目の時

期 にあた り,21世 紀初頭の情報化社会 を展望

して課題 をまとめた。情報技術(IT)の 革新

と社会変化のス ピー ドが急激 な現況を,電 子

商取引(EC)の 本格展 開やモバ イルインタ

ーネットの普及などの事象からとらえ,2005

年 を想定 した情報化社会像 を,経 済…デジタ

ルエコノ ミーの進展,社 会…少子高齢社会 を

迎えて重要性を増す行政,教 育,NPO活 動に

おける情報化,生 活…離陸す る家庭の情報化

の3つ の観点か ら検討 した。 さらに,21世 紀

の望 ましい情報化社会 に向けて,大 きな変化

の潮流 の中か ら進展方向と可能性を検討 し,

前向 きな未来像の提示 を可能 とする情報化の

役割をまとめている。

2.2000年 版 総 論 の ポ イ ン ト=近 未 来

の 情 報 化 社 会 像 を 探 る

<21世 紀 に本格 化す るIT革 命>

IT革 命 とは,ご く近 年 に起 こって きた イ ン

ターネ ッ トを中心 とす るITの 革新が社会 の各

層 に及 ぼす変 化 の諸 相 と捉 える。 その始 ま り

は1995年,そ してITに よる変化 の具体 的 な姿

が 経 済 活 動 や社 会生 活 に現 われ て きた の が

1gg9年 であ り,こ の流 れは21世 紀 に本格化 する。

21世 紀 の ビジネスモデ ルや ライフス タイルは

IT革 命 の 中で形 成 され よう。

〈ビジネスの主流 になるECと イ ンターネ ッ ト〉

イ ンターネ ッ トは ビジネスの既 成概 念 を変

え,産 業構造 の変化 を もた らそ うと してい る。

ECと イ ンタv・・一ネ ッ トビジ ネス は1999年 に実

ビジネス と して離 陸 した。 ベ ンチ ャーの立 ち

上 り,既 存 の大手企業 の参入,業 種 ・業界 ・

国境 を越 えた協業 も続 々 と登場 してい る。 こ
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の 流 れ は加 速 され ,市 場 は 拡 大 を続 け て,

2005年 には ビジ ネス の主流 にな ってい よ う。

<い つで も,ど こで も,誰 で も… ツール はモ

バ イル,拠 点 は コ ンビニや駅 〉

携 帯電話 をは じめ簡便 なモバ イル情報端 末

が イン ター ネ ッ トに接 続 して個 人の情 報 ツー

ル とな り,コ ンビニや駅 が 情報拠 点 となって
,

いつで も,ど こで も,誰 で ものユ ニバ ーサ ル

な情 報 環境 が 拡大 す る。 さ ら に,電 子 政 府,

高度 道路 交 通 シス テ ム(ITS)な ど,社 会 イ

ンフラの情報化 が進行 し,情 報 関連 の法 制度

や ル ールづ く りな どの環境 も整 備 され て高度

情報 通信社会 の実現 に近づ く。 しか し,そ の

ため には克服 すべ き課 題 も多 い。経 済 産業 の

活性 化,労 働 ・雇 用問題 等 の社 会 的 な課題 へ

の対応 もさるこ となが ら,通 信料 金 の低 廉化

とセキ ュ リテ ィ対策 が喫 緊の課題 で ある
。

<21世 紀の経済環境…デジタルエコノミーの進展>

21世 紀 の経済環境 は,情 報化 の影響 を強 く

受 け た 「デ ジ タルエ コノ ミー」 が牽 引 す る。

そ こでデ ジ タルエ コノ ミー を 「情報 化 による

生 産性 の向上」と 「情 報 関連 ビジ ネス の拡大」

の2つ の要 因 か ら分析 し,企 業 活 動へ の影響

と課題 事項 を取 り上 げ て,そ の行 方 を2005年

まで の近未来 につ いて検 討 した。

〈21世紀の家庭の情報環境…デモ.ネ技術が牽引>

90年 代 の助 走期 を経 て,家 庭 の情報化 は21

世 紀 と ともに離陸 す る。 その進展 方向 は,少

子 高齢化,国 際化,ソ フ ト化 とい った社 会 変

化 と,こ れ に伴 う生 活の環境 変化 に関連す る。

これ らの変化 に潜 むニーズ に呼応 した技術 が

利 用者 に受 け入 れ られ,近 未来 の家庭 の情報

環境 を形 成す る。 それ は,デ ジタル化,モ バ

イル化,ネ ッ トワー ク化 の潮流 の 中か ら支流

とな って現 わ れ よ う。 デ.モ.ネ(デ ジ タル,

モバ イル,ネ ッ トワー ク)技 術が家庭 の情報

情報化白書2000年版の概要→21世紀傭靴 の麗罐と欄間ト

化 を牽 引す る。

3.総 論 の 構 成 内 容=

(1)情報 新世紀 への始動

新 ミレニ アム(千 年紀)を 機 に,IT革 命 に

よる変化 の兆 しが現 われ,新 しい発展 を望 む

機 運 が 出て きた。今 後 を予 見す る動 きと して

は,ECや イ ンターネ ッ トビジネスの本格 化
,

コ ン ビニや駅 の情 報拠 点化 に よる消 費生活 に

密着 したサー ビス展 開 に加 えてモバ イル イ ン

ター ネ ッ トの発展が 注 目され る。携 帯電 話 に

よる イ ンターネ ッ ト接 続 サ ー ビス 「iモー ド」

の爆 発的 な普及 は,イ ン ター ネ ッ トへ の ア ク

セ ス手段 をパ ソ コン以外 に拡大 し,今 後 もゲ
ー ム機 や情報 家電 との接続

,次 世代 携帯 電話

に よるサ ー ビス内容 の高度化 な どが期 待 され

る。世 界 に先 駆 けて 開拓 したモバ イル イ ンタ

ー ネ ッ トは 日本 型 の情 報環境 といえ
,携 帯 電

話,ゲ ーム機,情 報家電 はわが国 が強 い技術

力 を有 す る こ とか ら,勢 いが生 まれてい る。

(2)デジ タルエ コノ ミーの進 展 と課題

情報化 が生 産性 の向上 に寄 与す るか否 かの

議論 は結 論 を得 て いないが,情 報化 の効果 を

計測 す る取 り組 み はな され てい る。80年 代 後

半 に紹 介 され,わ が国企業 の情報 化投資 の削

減 に影 響 した 「生 産性 のパ ラ ドックス」 と,

90年 代 後半 にア メ リカで展 開 され た 「ニ ュー

エ コノ ミー論」 は
,そ の まま今 日の 日米 の経

済状 況 の格 差 にあ て は まる もの で はない が ,

情報化 に対 す る 日米 企業 の姿勢 の違 いは指摘

で きる。情 報化投 資 のみ な らず重要 なのは活

用手 法 であ り,90年 代 アメ リカの産業 競争 力

の 向上 は,ITに よる業 務改 革や雇 用 の シフ ト

な どで企 業体 質が 強化 され た こ とが大 きい。

これ はわが国 の企業経 営 のあ り方 に対 す る課

題 であ り,デ ジ タルエ コノ ミー を実 現す るた
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めには不可避である。

情報関連 ビジネス,な かでもインターネ ッ

トビジネスは,ア メリカ経済の牽引役 として

大 きな影響力をみせるとともに,世 界的にも

インターネッ ト関連の主要なITは米企業の独

占状況にある。こうしたことからインターネ

ットビジネスへの期待が高まり,立 ち上 り段

階にあるわが国で も,小 規模のベ ンチャー企

業への注 目が高い株価水準となって現われ過

熱感が指摘 されている。しかし収益を上げビ

ジネスとして成功するまでには,ま だ拡大 と

収敏のプロセスを要 し,外 資系 も含めた厳 し

い競争環境 の中で企業の選別が進むであろ

う。わが国のインターネットビジネスは2005

年 までの間に大 きな転機 を迎えよう。

デジタルエコノミーは企業間の新たな連

携,合 併,買 収 を促進 し,新 たな形態の企業

が産み出される。また,グ ローバルな企業間

競争で優勝劣敗が明確になり,特 定市場にお

いては寡 占化 も進む一方で,参 入機会の増加

によるビジネスチャンスも拡大する。グロー

バルな規模でオープンな市場ができると企業

規模の大小に関わらず販路開拓の可能性が広

が り,得 意分野 を持つ中小企業はIT活用で活

躍の好機 を迎えている。

ECの 拡大,新 たな雇用 の創 出,経 営最適

化 などデジタルエコノ ミーに対する期待は大

きいものの実現するためには多くの課題があ

る。ECの 促進 には企業間取引の システムの

標準化やさらなる通信料金の低廉化,家 庭へ

のインターネッ トの普及が必要であり,誰 も

が利用 しやすいシステム環境 といった技術的

課題や安心 して利用できるための制度的環境

整備 も不可欠である。デジタルエコノミーの

実現で雇用の拡大が予想されるが,一 方で失

われる雇用 もある。雇用の流動化を前提に労

働者の再教育の機会と支援のシステム作 りを

具体化 し,給 与体系や制度の見直 しを図ると

ともに,個 々人の意識改革 も求め られる。企

業経営の最適化は,組 織構造や業務 フローな

どの抜本的な再構築なくしては実現 しないで

あろう。

(3)社会の情報化一少子高齢社会を迎えて

すでに少子高齢社会を迎えているわが国の

社会の情報インフラを,今 後5年 間で大 きな

進展が予想 される電子政府,教 育,NPO活 動

の3つ の側面から検討 した。

政府 ミレニアムプロジェクトの一環として

2003年 の実現 を目指 す電子政府の取 り組み

は,行 政手続 きをインターネッ ト経由で行う

べ くシステム構築と制度的環境整備が急がれ

ている。国税の電子申告,申 請 ・届出の電子

化,国 と地方 自治体 のLAN接 続 などが推進

され,電 子投票の実験 も行 われている。社会

基盤である行政の電子化による波及効果は大

きく,社 会変化をもたらすであろう。

今後の情報化社会を担う人材の育成も重点

課題であ り,諸 国で情報化教育が推進 されて

いる。わが国も教育課程への盛 り込み,パ ソ

コンの導入 とインターネ ットへの接続,指 導

教員の養成な どインフラ整備と利活用のため

の支援策が図られているが,達 成時期 を早め

るなどさらなる強化が望まれる。社会人の専

門教育に対するニーズの高まりを背景に,ネ

ットワークを活用 した大学通信講座や大学院

教育 も注 目される。

NPO(民 間非営利団体)の 地域活動 を支援

するインターネットの役割も大きい。NPOの

持つ情報 は専門性が高 く,オ リジナ リティが

あ り,非営利がゆえの高い中立性が指摘され,

マスメデ ィアに対するカウンターメディアと

して機能する。ITの 活用でNPOの 活躍の場が

－z2-一 一
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広 が る と ともに,情 報 を資源 としたNPOの 役

割 は少子 高齢社 会 においてい っそ う高 まろ う。

(4)家庭 の情報 化

21世 紀 と と もに家庭 の情 報化 の幕 が 開 く。

パ ソ コ ン世 帯 普 及率29 .5%,世 帯 ネ ッ ト率

11.0%,ネ ッ ト人 口1830万 人 ,主 要CATV加

入794万 世 帯,携 帯 電 話 加 入 数4847万 台 ,

PHS563万 台 とい う数字が それ を告 げてい る
。

近未 来 の家庭 の情報 環境 は ,デ ジ タル化,

モ バ イル化,ネ ッ トワー ク化 の3つ の潮流 の

中 か ら現 われ る。 この デ.モ.ネ 技 術 に牽引 さ

れた高度 に情報化 が進 んだ未来 の家庭 像 か ら

は,情 報化 が さ まざまな課題 を抱 えなが らも

家庭 に浸 透 し,不 可欠 な もの と して定着 して

い く姿が想 定 で きる。 ここで重 要 なの は
,従

来技術 に比 べ てITは,強 大 で主体 的 な情 報発

信 力 を個人 に与 える もので あ り,イ ンター ネ

ッ トを基 盤 と した ネ ッ ト ・エ ンパ ワー メ ン ト

の舞 台が21世 紀 の人々 に用 意 され てい る とい

うこ とで ある。それ を享 受す る も傍観 す る も,

その選択権 は個 人の側 にあ り,21世 紀 の家庭

生活 の設計 は個 々人の手 にゆだね られ てい る。

(5)21世 紀 の望 ま しい情報化社 会 のため に

情報化 が もた らす イ ンパ ク トは社会 の あ ら

ゆ る領域 に及 び,情 報 化 を支 えるITの 変革 ス

ピー ドか ら して も,現 在 の情 報 トレン ドの延

長線上 で21世 紀 の情 報化社会 を予測 す る こ と

はで きない。 しか し,現 在 の注 目すべ き動 向

か ら21世 紀 に起 こる と思 われ る大 きな変化 を

見 る こ とはで きる。 そのい くつ か を課題事項

を含 めて例示 す れば,次 の とお りであ る。

①業 界 の劇 的再編

情 報 ネ ッ トワー クは壁 の ない(ノ ー ウォー

ル),境 界 の ない(ボ ー ダ レス) ,継 ぎ目の な

い(シ ーム レス)業 界 へ と向か わせ
,業 界 間

の垣 根 も溶解 して ワ ンス トップ化 してい く。

近 年 の銀行 ビ ッグバ ン,通 信 と放送 の融 合
,

流通 と金融 との融合 は,こ の統合 に向 か う始

ま りに過 ぎない。

② グローバ ルス タ ンダー ドの形 成 とロー カル

ルー ルの確 立

情 報 の大 量発 信 ・大 量 受信 の情 報 経済 時代

に突入 し増 大す る情報量 へ の対 応力 が問 われ

る とと もに,そ こに新 しい ビジネス モデルの

ヒ ン トも潜 んでい る。 グローバ ルス タ ンダー

ドの もとで,日 本 の文 化や伝統 を背景 に した

ロー カルル ールの確 立 も考慮 され よ う
。

③ あ らゆる ヒ ト,モ ノのネ ッ トワー ク接続

ヒ トと ヒ トとは多様 な通信 手段 でつ なが っ

た。今後 は,無 線 技術 を中心 にあ らゆ る ヒ ト

とモ ノが ネ ッ トワー クに接 続 されてい く。今

後 の商 品やサ ー ビス企 画 におい ては,こ う し

たあ らゆる ヒ トとモ ノの ネ ッ ト接 続 を前提 と

した発 想や創 造が必 要 とな る。

④ デジ タルデバ イ ドか らデ ジタルオ ポチ ュニ

テ イへ

IT革 命 は経 済効 果 を もた らす一方 でITを 持

つ もの と持 た ざる もの との間 に格 差 を発生 さ

せ,拡 大 させ つつ あ る。 グ ローバ ル には国の

国際競 争 力 に影響 す る情 報 南北 問題 であ り,

ロー カルに は個 人の情報機 会 や対応 能力 によ

りメ リ ッ トに差 が生 ず る情 報 弱 者 問題 で あ

る。こうした格差の広がりを解消するために

米政府はデジタルオポチュニティ(機会創出)

の政策 を打 ち出 している。'また,情 報化の進

展に伴 う人間のメンタル面のケアも軽視でき

ない課題となってこよう。

⑤情報化社会の脆弱性

情報インフラがライフラインになるにつれ

て,そ の依存性 の高さは問題発生時の重大な

影響につながる。未然に防止できない予測し

得ない事態 もあることふら情報化社会の脆弱

き
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性への対応が重要 となる。

「情報化白書2000年 版」各論の概要

1情 報 化 編

1部 産 業 に お け る情 報 化

イ ンター ネ ッ トを核 と した高速 ・大容 量 の

情報 イ ンフラは21世 紀 の ビジネス イ ンフラ と

目され,こ れ までの産業構 造 を大 胆 に変革 ・

再編 す るIT革 命が進 行 して いる。IT革 命 の イ

ンパ ク トは,産 業 ・業態 を流動化 させ,飛 躍

的 な生産性 の向上 とい う超 効率化 を図 り,消

費者 主導 の産業構 造 を実 現す る。製 造,物 流,

小 売,金 融 な どあ らゆ る産業 にお いて は,こ

のIT革 命 を軸 とした事業 再構築 や新規 ビジネ

ス に取 り組 むe-Businessへ の 展 開 に余念 が な

い。SCM,BTO,CRM,ナ レ ッジマ ネ ジメ

ン ト,ITガ バ ナ ンス な ど,さ まざ まなIT経 営

手法 を駆使 し,企 業 はい ま大 き く変 わろ う と

してい る。一 方,こ れ まで遅れが ちで あ った

中小 企業 の情 報化 にお いて も,ネ ッ トワー ク

を活 用 した ビジネスチ ャンスの拡 大 に取 り組

む ところが増 えた ほか,ASPサ ー ビス とい っ

た 中小企業 の情報化 環境 を大 き く変 える動 き

も注 目されてい る。

2部 電 子 商取 引 の 動 向

ここ数年のECビ ジネスの展 開は 目覚 しい

ものがあ り,昨 今 の経済 ・社会の動 きはEC

を抜 きにしては語れな くなっている。企業間

ECに おいては,ネ ッ ト調達 などの電子取引

市場 が活発化 しているほか,企 業間ECを 後

押 しす るXML/EDIやEAIと いった新 たな技

術 ・サービス も登場 している。企業 ・消費者

間ECに おいて も,さ まざまなビジネスモデ

ルが誕生 し,と りわけ携帯電話 を利用 したモ

バ イルECや コ ンビニ を活用 したECな ど,日

本 型ECと も呼べ る ビジ ネスモ デ ルが 注 目さ

れて いる。 また,電 子 決済 ・電子 マ ネーの分

野 にお いて は,そ の形 態 に よ りサ ー ビスに移

行 してい る ものや実験段 階 にあ る もの な どさ

まざまであ るが,標 準 化 に向 けた取 り組 み も

出始 め るな ど徐 々 に普 及 に向 けた環境 整備 が

活発化 しよ うと してい る。

3部 個 人 ・生 活 に お け る情 報 化

パ ー ソナ ル ツー ル と して99年 に最 も進化 し

た のが携 帯 電 話 で あ る。iモ ー ドに代 表 され

る イ ン ター ネ ッ ト接 続機 能付 き携 帯電 話 は,

そのユ ーザ ー数 を爆発 的 に増 加 させ,モ バ イ

ル イ ン ター ネ ッ トの 本 命 に な ろ う と して い

る。 また,こ れ まで個 人 ・生 活 の情報 化 の普

及 を阻害 して きた高 い通信 料金 もADSLな ど

さまざ まな技術 ・サ ー ビスが立 ち上 が ろ うと

してお り,低廉 化へ の期待 が高 ま りは じめた。

21世 紀 の有 望産業 と して の情 報家電 も標 準化

を中心 にベ ンダー の取 り組 みが活発化 して お

り,今 後 の進展 が期 待 され てい る。 さ らに,

AIBOの よう なパ ー ソナル ロ ボ ッ トが 誕生 し

た こ とも,こ れ までの生 活の情報化 には ない,

情 報化 が人 間の感性 に訴 える とい う近未 来的

な兆 しと とらえる ことが で きるだ ろ う。

4部 地 域 にお け る情報 化

地域情報ハイウェイを整備し地域情報化を

活性化する取 り組みは,そ の先駆け となった

岡山県や高知県以外にも広が りをみせてい

る。一方で,情 報産業誘致を進めることで地

域振興と地域情報化を進める動きも活発であ

り,マ ルチメディア産業 を核 とした岐阜県や

ITSを 核 とした愛知県 など,そ の取 り組 みも

さまざまである。
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また,伝 統工芸 とデジタル技術 を融合 させた

デジタルアーカイブにより地域を活性化させ

ようという動きも高まってきた。企業や行政

とは別の新 しい活動主体として注 目されてい

るNPOに おいて も,情 報化により活動の質を

高める動 きや地域情報化の先導役 としての役

割が期待 されてお り,さ らにエ コマネーなど

の電子的な地域独 自通貨の試みなどとの相乗

効果でその活動がより活発化することが望ま

れる。

5部 公 的分 野 にお け る情 報化

政府の ミレニアム ・プロジェクトにおいて

電子政府や教育の情報化が重点施策として掲

げられるなど,公 的分野 における情報化 も弾

みがつ きはじめた。行政の情報化では,電 子

政府プロジェク トのほか住民基本台帳ネット

ワークや総合行政ネットワークなど国や地方

の行政情報ネットワークの整備が活発になっ

てきた。教育分野においては,初 等中等教育

において情報インフラ整備が積極的に進めら

れ,高 等教育では遠隔教育 などの魅力ある教

育に力を注いでいる。研究分野でも,研 究情

報 インフラが研究開発の質を左右する基盤と

なってお り,そ の整備 が急が れている。保

健 ・医療 ・福祉分野では,電 子 カルテや病院

情報ネッ トワークなどが徐々に広が りつつあ

るほか,公 的介護保険制度の導入 を契機 とし

て介護サービス支援情報システムの開発,導

入が盛んになってきた。社会的システム分野

でも,金 融情報 システムやITSな どにおいて

著 しい進展がみ られる。

6部 コンピュータ西暦2000年 問題 と そ

の教 訓

世界規模 での対応がなされた2000年 問題

曇轄繊 鮪 節糠 鱒 養遮 翻繍 陪蜘 繍醐 麟 識

は,金 融,エ ネルギーなど重要分野 をはじめ

とする社会インフラにおいて大きな問題 ・混

乱は発生せず,大 禍 なく乗 りきることができ

た。2000年 問題への対応 を通 じてわれわれが

教訓 として得たものは何か。技術的側面から

みれば,技 術的な裏づけのない極端 な言論が

広 く流布 し,い たず らに心理的不安 を煽った

点が少なからずあり,そ うした誤解 を是正す

る説明が不充分であったことは今後の教訓と

して残った。一方で,不 測の事態に備 えるた

め,年 末年始には官民 をあげた厳重な危機管

理体制が敷かれたが,こ れについては十分機

能 した ものと考えられ,今 回の対応 を契機 と

して平時 よりこうした危機管理体制を継続 し

て維持 していくことが重要である。

∬情報産業編

1部 コ ン ピ ュー タ産 業

近年のコンピュータ産業においては,ネ ッ

トワーク化の進展 に照準 を合わせたビジネス

展開が大きな潮流 となっている。とりわけ,

産業界 のEC導 入 に向けた動 きが活発化 して

いることから,コ ンピュータベ ンダーにおい

てはそれに対応する事業展開に積極的であ

る。99年 においては,金 融,小 売 など多 くの

産業分野 における巨大ネットワーク網整備の

需要を見越 した次世代機の開発,新 たな収益

ビジネス として脚光 を浴びるASPサ ー ビスへ

の参入,ア ウ トソーシング事業 に対応 した巨

大データセンターの構築に向けた基盤づ くり

などが展開された。一方で,パ ソコンのネ ッ

ト販売 など既存販売網を経由しない直販事業

が一部のベンダーで始まったほか,環 境対策

への取 り組み として,リ サイクル対応への動

きや環境会計への取 り組みも本格化している。
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2部 情 報 サ ー ビ ス 産 業

情報 サ ー ビス産業 の市場規模 は アウ トソー

シ ングサ ー ビスやSIサ ー ビスが牽引役 とな り

拡大 基調 を維 持 し,と りわ け99年 はア ウ トソ

ー シ ング分野 でASPサ ー ビスが新 た な収益 事

業 と して脚 光 を浴 び た。新 た な動 きと しては,

企業 経営 戦略 とITを トー タルに コーデ ィネー

トす るITコ ンサ ルテ ィングへ の関心 が高 まっ

て い るほ か,EC時 代 の コ ン ピュー タ情 報取

引 の基 本 法 と もい え るUCITA(Uniform

ComputerInformationTransactionsAct)が ア

メ リカで策定 され,今 後 の趨 勢 が注 目されて

い る。 一方,コ ンテ ンツ ビジネスで は,放 送

の デ ジタル化 とい う世界 的潮流 の 中で本格 的

なデ ジ タル多チ ャ ンネル時代 を見据 えた コ ン

テ ンツ制作,番 組 づ くりが試行 され始 めてい

る。 また,イ ンターネ ッ トに よる本格 的 な音

楽配 信 ビジネス も始 ま り,デ ジ タル コンテ ン

ツのネ ッ トワーク流通 も本格展開をみせている。

3部 電 子 ネ ッ トワ ー ク産 業

電子 ネッ トワーク産業においては,NTT

再編成のスター トと新DDIグ ループへの大同

団結 に加 え,海 外 メガキ ャリアによる国内通

信事業者への資本参加や買収が展開されるな

ど,国 際 ・長距離 ・地域 ・移動体通信市場で

業界大再編の動きが加速 している。また,イ

ンターネット接続機能付 き携帯電話サービス

の登場や定額制インターネット常時接続サー

ビスの開始など,携 帯電話やインターネッ ト

を核 とした事業展開も活発であった。一方,

ネットワーク関連ビジネスでは,イ ンターネ

ッ ト広告あ るいはEC仲 介手数料 を原資 に無

料でパソコンを配布 ・貸与するインターネッ

ト無料接続サービスが世界的に広が り話題を

呼んだ。また,ポ ータルサイ トでは業種 ごと

に特化 したバ ーテ イカル ・ポ日 夕ル(ボ ー タ

ル)の 立 ち上が りが注 目されてい る。

4部 情 報 通 信 関 連 技 術

情 報化 を支 え る技術 は 日進 月歩 の勢 いで進

んで いる。要素技 術 と しては,イ ンターネ ッ

ト/イ ン トラネ ッ ト技術,Webコ ンピューテ

ィ ング技術,分 散処理技 術,モ バ イル コンピ

ューテ ィング技 術 な どにおい て着 実 に技術 開

発が進 展 してい る。また,応 用技 術 と しては,

放送 の デジ タル化 でEPG(電 子番組 表)や デ

ジ タル コ ンテ ンツの配信 が可能 となるデ ジ タ

ル放 送技 術,CRMや デ ー タマ イニ ング とい

った効果 的 なIT経 営 を実現 す る情 報分析 活用

技術,電 子 申請 や電子調 達 の導 入 を促 進 させ

る行 政サ ー ビス支援技術,新 た なワー クス タ

イ ル と して注 目され るSOHOな どを支援 す る

テ レワ ー ク技 術,地 理 情報 シス テ ム(GIS)

やGPSを 活 用 した防災/危 機管 理 システ ム技

術,な どが進 め られて いる。

皿環境 ・基盤整備編

1部 標 準化

技術進歩の著 しいIT分 野においては,国 際

的な標準化機関が開発 ・制定するデジュレ標

準がその変化に対応できていないことが問題

視され,こ こ数年,迅 速な標準化活動を展開

するための組織再編成等への取 り組みが急が

れている。デファクト標準の優位性が高まる

中,デ ジュ レ標準機関ではこれらデファクト

標準をデジュレ標準化する試みも積極的に展

開されている。一方,デ ファク ト標準 におい

ても,各 技術領域 ごとにさまざまな形態の標

準化組織が存在 し,多 様なアプローチによる

標準化が進められている。最近では,電 子署

名 ・認証 システムの基盤 となるPKI,HTML
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の後継技術であるWeb記 述言語のXMLの 標

準化が活発に行 われている。

2部 情 報 ネ ッ トワ ー ク社 会 の 課 題 と

対応

インターネットの普及に伴いネットワーク

社会の影の部分 も拡大 し,コ ンピュータウイ

ルスや不正 アクセス,プ ライバシー侵害,詐

欺 ・ねずみ講,非 合法薬物取引,わ いせつ画

像の流布 などさまざまな問題が頻発 してい

る。 また,デ ジタル ・デバイ ド(情 報格差)

の問題や高い通信料金の問題 なと精 報化の阻

害要因となるさまざまな課題 も山積 してい

る。一方で,ECの 発展 ・普及 に欠かせ ない

電子署名 ・認証法については法制化が視野に

入るなど大きく前進 したほか,プ ライバ シー

保護 に向けた動 きも国内外で官民による取 り

組みが活発化 しはじめた。知的財産権に関 し

ては,ITの 進歩 に対応する形で著作権法,著

作権法施行令,不 正競争防止法が改正 され,

新たな問題 としては,中 古ゲームソフ トの著

作権問題 をめ ぐり地裁判決の見解が分かれ事

態が混沌 としたほか,今 後のECビ ジネスの

行方 を左右す る ビジネスモデル特許への動

き,関 心が高 まって きた。

3部 人材 育成 と評価

99年6月 に発表 された産業構造審議会情報

産業部会情報化人材対策小委員会の中間報告

では,新 たな情報化人材類型が示 され,ユ ー

ザー企業 においてはCSO(ChiefInformation

Officer),ITベ ンダーにおいてはITコ ンサ ル

タン トなどが提案 された。同時に情報処理技

術者試験の改善や各種情報化人材育成機関の

あり方についても提言されており,同 中間報

告 を踏 まえて通商産業省 をはじめとする関係

姻輪白⌒ 歳の翻凝r轍鋤 粧蜘藺薗畷劇薗頗繊

機関においてその具体的な方策の検討が進め

られている。民間における情報化人材育成の

動きとしては,ネ ッ トワークを活用 した遠隔

教育への取 り組みが高まっており,そ うした

研修サー ビスを手掛 けるベンダーも増えてき

た。また,情 報化人材ニーズの高 まりを背景

に情報処理技術者試験への応募も急増 してお

り,合 格者 も着実 に増えている。

4部 情 報 化 関 連政 策 と制度

99年 は経済構造改革,産 業競争力向上に政

策の重点 を置いた経済新生への取 り組みが展

開された。中期的な国家技術戦略ともなるミ

レニアム ・プロジェクトも策定され,情 報化

も柱の1つ として掲げ られ,電 子政府,教 育

の情報化,IT21(情 報通信技術21世 紀計画)

が盛 り込 まれた。規制緩和分野 においては,

NTT回 線接続料引き下げ問題が 日米規制緩和

協議の最大の懸案事項 となり,そ のコス ト算

定モデル をめ ぐる議論が終始紛糾 した。EC

をめ ぐる制度的対応 においては,各 論ベース

に焦点が移 り,個 別テーマごとに各国際機関

あるいは二国間 ・多国間協議の場において活

発な議論が展開されている。

一方
,そ の他の法制度的な動 きとして,99

年は,不 正 アクセス禁止法,通 信傍受法,住

民基本台帳改正法,情 報公開法 といった重要

な法律が成立 した。

、

V国 際 編

1部 国 際環 境 の変 化 と情 報化 の進 展

ITを あらゆる経済 ・社会活動 に活用 した新

しい経済構造はデジタルエコノ ミーと呼ば

れ,そ の進展如何が これからの国際競争力を

左右する時代になった。いち早 くIT革命 を具

現化 したアメリカの経済的繁栄は世界各国の
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刮 目の 的 となってお り,こ う した趨 勢 は世界

の情報化 の奔流 となって発展 して い くこ とは

間違 い ない。 さ らに,デ ジ タルエ コノ ミー を

体 現 す る ため,各 国 にお いて はECを 核 と し

た情 報化 の推進 に適 進 してお り,そ う した追

い風 にの って情報 産業 もまた大 き く飛 躍 して

い る。情 報 産業 の拡大 は経 済 を牽 引す る ほ ど

の成 長力 を秘 めてお り,ITが デジ タルエ コ ノ

ミーの実現 とリーデ ィング産業 としての成 長

とい う,経 済 ・産業 の両 面 にお いて好循環 を

もた らそ うと してい る。

2部 ア メ リカの情 報化 と情 報 産 業

デジタルエコノミーの効用をあますところ

なく発揮 しているアメリカ経済の好況は最長

の景気拡大期間を記録 した。EC分 野で国際

的なイニシアテ ィブを握 るアメリカが唱えた

ECに 関する関税撤廃 の恒久化はWTOの 会合

において物別れに終 わ り,米 国内において も

ECへ の課税 ・関税問題 は議論 が紛糾 してい

る。一方,新 たな課題 として懸念 されている

デジタル ・デバイドの問題について,連 邦政

府は重要な政策課題 として とらえ,そ の対応

に乗 り出 している。

情報産業分野では,全 体 として景気拡大 に

支 えられ力強い成長を示したほか,業 界再編

が続 く電子ネッ トワーク産業においては大型

のM&Aが 相次いだ。

3部 ヨ ーロ ッパ の情 報 化 と情 報 産 業

景気回復の兆候が出始めたヨーロッパにお

いてもデジタルエコノミーを指向し,ヨ ーロ

ッパのEC市 場 も今後の急成長が見込 まれて

いる。 しか し,ア メリカに比べ るとEC市 場

の発展が2年 程度遅 れているとも言 われ,国

により法制度が異なるヨーロッパにおいては

解決すべ き課題 も山積 している。このため,

欧州委員会 においては,EU全 体のEC市 場 の

発展 を図るべ くさまざまな政策指令を打ち出

している。一方,情 報産業分野では,堅 調 な

成長率で推移 しているほか,電 子 ネッ トワー

ク産業 においては競争を導入するための過渡

的規制政策から競争市場を前提 とした競争政

策へ と転換が図られつつある。

4部 ア ジア の情 報化 と情 報 産 業

97年 の通貨危機 に端 を発 し停滞 していたア

ジア経済は,99年 にはようや く回復の兆 しが

みえはじめ,な かで も情報化推進のための投

資は経済回復を牽引するとして各国において

優先的に取 り組まれている。国により進展度

の開きはあるものの,情 報 インフラ整備計画

への取 り組みが活発であり,パ ソコン普及や

インターネ ットユーザー数も着実に増えつつ

ある。また,ECを 経済再生 の トリガー と位

置づけ,そ の発展のための法的整備 にも積極

的に取 り組んでいる。一方,情 報産業分野 に

おいて も,政 府や企業の活発 な情報化投資を

追い風に堅調な成長を遂げており,潜 在成長

力の高いアジアの情報産業市場に世界の情報

産業界が注目している。

「情報化白書2000年 版」データ編のポイン ト

当協 会 が実施 した 「個 人ユーザ ーの ネ ッ ト

ワー クサ ー ビス利 用 に関 す る調 査 」 お よび

「コ ン ピュー タ利 用状 況 調査」 か らポ イ ン ト

となるデー タを以下 に紹介す る。
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◇ イ ンターネ ッ トを利 用 したサ ー ビスの今後

の利 用意 向 につ いては,行 政分 野や 医療 ・

福祉 サ ー ビス につ いて のニー ズが高 く,同

ご網繍泊臨鯛焼簾刎繍 「穀

分野の利用を促進する環境整備,特 にいっ

そ うの規制緩和 の必要性があらためて浮き

彫 りとなっている(図1)。

図1イ ンター ネッ トを利用 したサービスの利用意向

求人 ・求職活動

友人 ・仲間を見つける

地域活動等の機会を知る

相談 ・支援等のボランティア活動

フリーマーケットの利用

行政 ・企業への意見具申

住民票 ・免許証等の行政手続 き

電子投票

役所や病院等の近隣施設の地図閲覧

地域の行政情報の検索 ・閲覧

地域図書館の閲覧 ・予約

騒音等の地域の環境情報

電子メールによる行政情報の入手

子育ての情報提供や相談

幼稚園等の様子 をリアルタイムで見ること

子育てについての意見交流

市民講座 ・大学講義の受講

テレビ勉強会 ・読書会への参加

病院の予約

健康チェック

病院治療内容の情報サービス

福祉施設 ・介護についての情報サービス

病院や治療法の意見交流
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〈資料〉働日本情報処理開発協会 「個人ユーザーのネットワークサービス利用に関する調査」
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◇ 企業 にお け る年 間情 報 化 関連 支 出額 は1社

平均14.5億 円であ り,前 年度比1.5%増 で あ

っ た。一 方,情 報 化投 資 額 の3年 後 にお け

る予 想倍 率 は杜9倍 であ り,と りわけ,中

小 ・中堅規模 ユ ーザ ーお よび公務 にお ける

予想倍 率 が全体平 均 よ りも高'〈なってい る

点が 注 目され る(図2,図3)。

〉
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図2年 間情報化 関連支 出総額の分布

全体(777)
〈14億5,000万 円 〉

大 規模 ユ ーザ ー(522)
〈20億7,700万 円 〉

中小 ・中堅 規模 ユ ー ザ ー(255)
〈1億6,600万 円 〉

製 造 業(308)

〈11億6,800万 円 〉

非 製 造 業(425)

〈16億9,000万 円 〉

公務(44)
〈10億9,600万 円〉

社 数比0

■5～10億 円未満

■50～100億 円未満

■500億 円以上

■1,000～5,000万 円未満

■1～5億 円未満

■10～50億 円未満

圏100～500億 円未満

D.3

0.4

0.8

0.3

0。2

100(%)

(注)1,本 調 査では、新規システムの開発等の投資 と既存 システムのメ ンテナンス等の投資 を

合わせたものを情報化投資 と言 い、情報化関連支出とは情報化投資 と既存 システムの

運用経費 を合わせたものを指す。

2.()内 は 回答社数、 〈 〉内は1社 当た り平均額。

〈資料 〉㈱ 日本情報処理開発協会 「1999年度 コンピュー タ利用状況調査」

図3情 報化 投資額 の3年 後の予想規模分布

全体(717)
〈1.19倍〉

大 規模 ユ ー ザ ー(498)

〈1.17倍 〉

中 小 ・中堅 規 模 ユ ー ザ ー(219)
〈1.23倍 〉

製 造 業(295)

〈1.17倍 〉

非製 造 業(383)

〈1.20倍 〉

公務(39)

〈121倍 〉

社 数 比0100(%)

eeo.5倍 未満 ■1倍 未満 日変化なし(1倍)

■1.5倍 未満 ■2倍 未満 ■2.5倍 未満

■3倍 未満 ロ3倍 以上 圏 わからない

)は 回答社数、〈 〉は平均倍率。(注)(

〈資料 〉㈱ 日本情報処理開発協会 「1999年度 コンピュータ利用状況調査」
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情報化白書却00年版の概要一斑世紀情報化の展望と課題」

◇ モバ イル コ ンピューテ ィングの利用 内容 と

3年 後 の 予 定 につ い て み る と,現 況 で は

「グ ルー プ ウェ アの電 子 メール」 を84%が

利 用 してお り圧 倒 的で あ る。一 方,「 受 発

図4

ネ正数上ヒ(%)
90

80

70

60

50

40

30

20

10

0

注 デー タの処理 」,「デー タベ ース」,「画像 ,

映像 の 送受信 」 な どは利用 現 況 に比 して3

年 後 の利用 は2.5～3倍 とな ってお り,今 後

の伸 びが期待 され る(図4)。

モバイルコンピューティングの利用内容 と3年 後の予定

受
発
注
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ー
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ス
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像
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像

の
送
受
信

そ
の
他

◇ 企 業 ・消 費者 間ECお よび企 業 間ECの 総 売

上 高 に 占め る割合 分布 と3年 後 の予 定 につ

い て み る と,企 業 ・消 費者 間ECで は現 況

の平均 割合3.89%か ら3年 後 に は8 .93%に 拡

大,企 業 間ECで は 同 じ く5.43%か ら

23.97%へ と飛 躍 的 に拡 大 す る見 込 み で あ

り,ECへ の取 り組 み の高 さが うかが え る

(図5,図6)。

図5企 業 ・消費者間ECの 総売上高に占める割合分布と3年 後の予定

現況(41)
(平均割合:3.89%)

3年 後(40)
(平均 割合:8.93%)

()内 は回答社 数

0

藷

2.4 2.'

}65.9 　 12.2 　

一

蒙

藷
淫
　
甕

1

l
l

22.5 7.5 15.0

1
1

20 40 60 80100

ネ土数上ヒ(%)

口1%未 満 囚3%未 満 □5%未 満 □10%未 満■20%未 満闘30%未 満■50%未 満睡50%以

〈資料 〉働 日本情報処理開発協会 「1999年 度 コンピュータ利用状況調査」
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図6企 業間ECの 総売上高に占める割合分布と3年 後の予定

現況(200)
(平均割合:5.43%)

3年 後(67)
(平均 割合:23.97%)

()内 は回答社 数

0 20 40 60 80100

ネ工数 上ヒ(%)

口1%未 満 騒3%未 満 □5%未 満 □10%未 満■20%未 満國30%未 満■50%未 満 □50%以 上

〈資料 〉働 日本情報処理開発協会 「1999年度 コンピュータ利用状況調査」
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R」醒寅 傘1藪繁 個人ユ ーザーの ネ ッ トワー ク

サ ー ビス利用 に関す る調査結果
調査部

1.「 癒 す」 と 「遊 ぶ 」 が ネ ッ トワー クサ ービスへの期待の主役

①飛びぬけて高い医療 ・介護 ・福祉サービ スへのニーズ

特に病院 ・治療内容についての情報サービスでは9割 を超 える

②余暇生活 におけるニーズ もきわめて強い行楽地の宿泊予約,

道路混雑情報へのニーズは9割 弱

2.二 一ーズ の高 い行 政 手 続 と政 治参 加

住民票 ・免許証 ・パスポー ト等の手続,電 子投票へのニーズがそれぞれ8割 を超 える

3.ネ ッ トシ ョ ッ ピ ン グ は 多 様 な サ ー ビ ス の 中 の 一 つ

ネ ッ トシ ョッピ ングは上位15項 目中3項 目であ った。個 人 のニーズ は多様 であ り,

ネ ッ トシ ョッピ ングは必ず しもネ ッ トワー クサ ー ビスの最大 の主役 で は ない。

4.高 ま る起 業 意 識

全体で2割 強,理 系職では36%,50歳 以上で も5人 に一人がインターネッ トを使 った

起業の意思がある。

(財)日 本情報処理 開発協 会 は,日 本 商工

会議所等 の協 力 を得 て,個 人ユ ーザ ーが実際

に どの よ うな ネ ッ トワー クサ ー ビス を利用 し

て い るか,ま た望 んでい るか,10,000人 の一

般 ユ ー ザ ー を対 象 に,「 個 人 ユ ーザ ー の ネ ッ

トワー クサ ー ビス利用 に関す る調 査」 を実施

しま した。 回収率 は36%に 上 りま した。

同ア ンケー ト調査 で は,住 環境 や消費,労

働,育 児 ・教 育,医 療 ・保健 ・福祉 な ど,個

人 の生 活 場 面 で想 定 され るサ ー ビス を例 示

し,そ の利用状 況及 び意思 につ いて質問 しま

した。

その結 果,医 療 分野 での イ ンターネ ッ トの

利用 に対 す る興 味が 他 に比べ て非常 に高 く,

病院の予約,健 康チェック,病 院 ・治療内容

についての情報,福 祉施設 ・介護サービスに

ついての情報に関しては,す べて約8割 の利

用意思が示 され,特 に病院 ・治療内容につい

ての情報サービスでは9割 を超えました。

また,住 民票 ・免許証 ・パ久ポー ト等 の

手続 き(行 政手続 き)に 約8割 が利用意思 を

示 し,イ ンターネッ トを使 って 自宅や勤務先

から選挙投票を行 ういわゆる 「電子投票」に

関する利用意思も約8割 に達 しま した。

この結果は,介 護保険制度の導入など高齢

化社会を迎え,こ れ らのサー ビスに対するニ

ーズが高いであろうこともさることながら
,

医療及び行政の分野で情報サービスが比較的

遅れていることの裏返しであるとも言えるよ
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うです。

一 方
,ネ ッ トシ ョッピ ングへ のニ ー ズ は,

上 記項 目 と比べ る と相対 的 に低 く,上 位15項

日中3項 目を占め ま したが,7割 を超 えるニー

ズが あ る商 品 はあ りませ んで した。 これ は,

ネ ッ トシ ョ ッピ ングは多様 なニ ーズ の 中の1

つ に過 ぎず,必 ず しも決定 的 な もので はない

こ とを示 してい ます 。

起業 意 思 は意 外 に高 く,全 体 の2割 強が イ

ンター ネ ッ トを使 った起 業 を考 えてお り,理

系 職 に至 っては36%の 高率 とな りま した。 ま

た,若 年 層 ほ どそ の割 合が高 い の は当然 と し

て も,50歳 以上 で も2割 が起 業 意思 を持 って

い るこ とが注 目され ます。

なお,本 調査 は当協会内に設置 した 「高度

情報ネッ トワーク社会調査委員会(委 員 長

今田高俊 東京工業大学大学院教授)」 におい

て調査の企画 ・内容 ・項 目等の検討を行いま

した。集計 ・分析に当たっては東京工業大学

大学院今田高俊研究室の協力を得ました。

調査結果の概要は以下のとお りです。

個人ユーザーのネッ トワークサービス

利用に関する調査結果(概 要)

の多 くは,企 業 が消 費者(ユ ーザ ー)の ニ ー

ズ を先取 りして,ア ドホ ックにサ ー ビス提 供

を考 えてな された もので あ り,21世 紀 の ネ ッ

トワー クサー ビスの在 り方 を考 える上 で,ユ

ーザ ーの視 点 にた って
,そ のニ ーズ を体系 的

に解 明す る試み は ほ とん どな され てい ないの

が現 状 です。

情報 ネ ッ トワー ク に よるサ ー ビス提 供 は,

国民 一 人 ひ と りのニ ーズ を基礎 に して,そ の

実現 をめ ざす こ とで初 め て,地 に足 のつ いた

もの にな ります。 そ のため に も,単 に ビジ ネ

スの論理 か らのサ ー ビス だけで な く,も っ と

視 野 を広 げて,国 民生活 の充 実 とい う視 点か

らのニ ーズ把 握が 求 め られ ます。本委 員会 で

企 画 した調査 の 目的 は,こ う した意 図の もと

に,ユ ーザー に焦 点 を当 てて,求 め られ る情

報 ネ ッ トワー クサ ー ビスの実態 を明 らか にす

る こ とにあ ります 。

1.調 査 の設 計 と実施

ユーザーの情報ネットワークサービスに対

するニーズを体系的に把握するために,経 済

企画庁で整備 されて きた新 国民生活指標の指

標領域を参考にして,個 人の生活場面 を次の

8領域 に分類 しました。

本調査 で は,個 人ユ ーザーが ネ ッ トワー ク

サー ビス を利用 したか,ま た どの よ うなサ ー

ビス を望 んで い るか,そ の ニーズ として どの

ような ものが 考 え られ るか につい て,ア ンケ

ー トに よ りその実態 を把 握 しま した
。

これ まで イ ンター ネ ッ トの可 能性 につ いて

は,個 別 に検討 が加 え られ て,そ の結 果,チ

ケ ッ トの購 入,ホ ームバ ンキ ング,商 品 の購

入,電 子 雑 誌,ヴ ァー チ ャル モ ー ル な ど,

様 々な試みが なされています。 しか し,そ れら

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

(8)

住む:住 居や住環境に関するサー ビス

費やす:消 費生活に関するサービス

働 く:勤 労生活 に関するサービス

育てる:育 児や教育に関するサービス

癒す:医 療 ・介護 ・福祉 に関するサー

ビス

遊ぶ:余 暇生活に関するサービス

学ぶ:大 学 ・生涯学習に関するサービス

交わる:人 とのつ きあい ・社会参加 に

関するサービス
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これ ら生 活8領 域 に ,該 当す る提 供 可 能 な

情 報サ ー ビス を前提 と して,個 々のサ ー ビス

個人ユーザーのネットワークサービス利用に閲する殿 結果

を抽 出 し質問項 目を作成 しま した。

調査 の実施状 況 は次の とお りです。

図1生 活領域別サービス分類表

生活領域* 住 む
(住 居,住

環 境,近 隣

社会)

費やす

(収 入,支

出,資 産,

消 費生活)

働 く

(労働時間,

就業機会,労

働環境)

育 てる

(育 児,教

育)

癒 す

(医 療,保

険,福 祉 サ
ー ビス)

遊ぶ

(休 暇,余

暇)

学 ぶ

(大 学,生

涯学 習,学

習時間)

交 わる

(婚 姻,地

域 交流,社

会的活動)

生活の基本的
部分を支援

・住宅情報

・行政情報公

開

・買い物支援

情報(検 索

型,リ クエ

ス ト型,オ

ファー型)

情 報セキュリティ
・ロジスティックス

・求人・求職マッチ

ング

・人材登録 派遣

・公共サービス窓口

のネット化 塒

間化

・障 害者 支 援

・育 児 支援

(情 報,コ ミ

ュ ニ テ ィ,

相 談)
・教 育 支 援

(情 報,コ ミ

ュ ニ テ ィ ,

相 談)

・情報 リテラ

シー教育
・大学の知的

財産をネッ

トワークで

公開

・ボ ラ ンテ ィア

活動情報
・NPOネ ッ ト

ワー ク
・地域 施設予約

・政治 ・行 政へ

の住民 参加

便利 ・快適な
生活を支援

・ワンストップサービス

・ノンストップサービス

・家庭LAN

・高速アクセス回線

・インターネット通販

・コンビニや宅配と齢

した通販
・ネットトレード

・ネノトバンキング

・在 宅 勤 務

・サ テ ラ イ ト

オ フ ィス
・モ バ イ ル コ

・在宅学習

・電子ブック
健 康状態のモ
ニタリング

・日常医療のカ

ウンセリング

・デジタルコンテ

ンツの配信(音

楽,ゲ ーム,ム
ービー
,書 籍)

・TV番 組 表の 自

・オ ン ラ イ ン

講 談
・オ ン ラ イ ン

ゼ ミ

・電rメ ール

・ビデオメー戊レ

'田MLメ ール

・音声メール

・モパ イル コ ミニュケ

・ホームコントロール

(コンピュータ/サ ー

バ
,遠 隔コントロー

ル,電 子タグで身の

回りの情報を管理)

・ネットビリング

ワ リーマーケット
・電靴 コンテンツの流通

・電子マネー

冊 ヨッビングとの連動

ン ピ ュ ー テ

イ ン グ

・オン ライ ン問

診
・位 置情 報 サー

ビス

動配信 ・自動録
画設定
・ネットワークコ

ンシェルジェ

微 行,チ ケット

予約など)

・電子新聞

・ビデオオン

デマン ド講

座

一ション

塙 品位テレビ電話な

ど様 な々サービス}
・証明書類の電子カー

ド化
・(芯対応交通情報の提

供
自己表現(情

報発信)を 支

・商 品 ・サ ー

ビ ス に 対 す

・ベ ン チ ャ ー

支 援

・双方向教育 ・対 戦 ゲ ー ム ・双方向教育 ・BBS

・チ ャ ッ ト

援 る意見(顧 ・オ ン ラ イ ン ・ビ デ オ カ ン

客対応の充 広告 フ ァ レ ン ス

実) ・フ ォ ー ラ ム

・ コ ミ ュ ニ テ

イ活動
・ メ ー ル マ ガ

ジン

※生活領域の分類は,経 済企画庁新国民生活指標での分類による。

2.調 査 の 対 象 者 と調 査 方 法

イ ンターネ ッ トに習熟 してい るユ ーザ ー と

そ うで ないユ ーザ ーで利用 意思 に違 いが あ り

得 る ことが想定 され たため,情 報 システ ム部

門 に勤 務 す る個 人 ユ ーザ ー5,000人,一 般個

人ユ ーザ ー5,000人,合 計10,000人 に調 査票 を

発 送 しま した。

質問 内容 は全 く同 じですが,集 計時 に両者

を区別す るた め,企 業等 の情報 シス テム部門

に勤務 す る個人ユ ーザ ー用 と一般個 人ユ ーザ

ー用 の2種 類用 意 し
,そ れぞ れ調査 票 を送付

しま した(調 査 票 は無 記名)。

① 情 報 シ ス テ ム 部 門 に勤 務 す るユ ー ザ ー

5,000人 は,当 協会が毎年実施 している

「企業の情報化動向」に関するアンケー ト

調査対象企業等の情報システム部門担当

者に送付 し,個 人の立場で回答 を得 ま し

た。

② 一般個人ユーザー5,000人 は,日 本商工会

議所 を通 じ,全 国の商工会議所職員又 は

商工会議所会員に調査票を配布 し,個 人

の立場で回答 を得 ました。

3.調 査 期 間

調査 票 は,1月 末 に発 送 し,2月18日 を締 め

切 り と し,最 終 的 には2月 末 まで に到着 した
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もの を集計 対象 と しま した。

4.回 収 状 況

1)発 送件 数10,000件

2)回 収件 数3,602件

3)回 収 率36%

回答者 の内訳 は,

1)情 報 シス テ ム部 門 に勤 務 す るユ ーザ ー:

1,028件

2)一 般 ユ ーザ ー:2,574件

回収 され た対 象 者 の属 性 を表1に 掲 げ ます 。

この結 果か ら分 か るこ とは,対 象 者 の大 多数

が男性(約77%)で あ る こ と,全 体 の人 口構

成 と比 較 して若 い世代(20才 代 か ら40才 代)

表1回 答者の属性

(1)性 別 男 性

女性

N.A.

2768名

796名

38名

(76.8%)

(22.1%)

(1.1%)

(2)年令(年 代) 20代 以 下

30代

40代

50代

60代 以 上

N.A.

874名

1000名

1018名

607名

55名

48名

(24.3%)

(27.8%)

(28.3%)

(16.9%)

(15%)

(1.3%)

(3)居住 地(地 方) 北海道

東北

北関東

東京

南関東

東海

甲信

北陸

近畿

京阪神

中国

四国

九州 ・沖縄

N.A.

177名

232名

360名

229名

427名

321名

191名

217名

116名

438名

312名

173名

356名

53名

(4.9%)

(6.4%)

(10.0%)

(6.4%)

(11.9%)

(8.9%)

(5.3%)

(6.0%)

(3.2%)

(12.2%)

(8.7%)

(4.8%)

(9.9%)

(1.5%)

が多いことです。地域的な散らばりはそれほ

ど歪みはありません。

5.調 査 結 果 のポ イ ン ト

イ ンターネ ッ ト利用 の状 況 を見 る と,職 場,

家庭等 に限定 してい ない こ ともあ り,回 答 者

の うち約8割(男 性79.7%,女 性76.7%)が イ
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個人ユーザーのネットワークサービス利用に閲する粛査結果

口利用している

口以前は利用 していたが,今

は利用 していない

口現在利用 していないが,利 用

してみたい

[]現 在利用 していない し,今 後

も利用 した くない

イ ンター ネ ッ トを利用 す る場 所

0・4%00%

ンター ネ ッ トを利用 してい ます。今後 ,利 用

して みた い とい う対象者 を含 め る と,男 女 と

も95%強 になるので,イ ンターネ ッ トについ

ての知識 は,ほ ぼ全員が持 っている とみ なせ

ます 。

ネ ッ トワー クサ ー ビス の利用 動向調査 か ら

得 られた知見 は多岐 にわ たってい ます。

以 下 に,こ れ を生 活8領 域 につ い ての主 な

ポイ ン トを見 てみ ます 。 なお,情 報 通信 シス

テ ム部門 に勤務 す るユ ーザ ー と一般 ユ ーザ ー

の 間に顕 著 な相 違 は見 られ ませ んで した。

調査 で は,こ れか ら提 供 され る可能性 のあ

口 自宅

口 職場

口 移動中

口 その他

[]DKNA

るネ ッ トワークサ ー ビス を,各 生活領域 ご と

に合計50項 目ほ どピ ックア ップ して ,そ の利

用 ニーズ を訊 ね ま した。 表2に ぱ,そ れ らの

うち,ニ ーズ の高か った順 に15項 目を並 べ た

ものです。 この結果 をみ る と,い くつ か特 徴

的 な傾 向 が あ らわ れ て い る こ とが わか りま

す 。
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表2イ ンターネ ッ トを使 ったサ ー ビスの ニーズ 上位15項 目

積極的 どちら

回答者 に利用 とも言

したい えない数

+利 用

したい

あ ま り利

用 した く

ない+利D.K.

用 した く

ない

①病院 ・治療内容に関する情報サービス

②行楽地の宿泊予約,道 路混雑の情報

③病院の予約

④住民票 ・免許証 ・パスポート等の手続 き

⑤選挙の電子投票システム

⑥福祉施設 ・介護に関する情報サービス

⑦インターネットを使った健康診断

⑧観劇 ・コンサー ト等のチケット購入

3356

3293

3353

3218

3223

3354

3356

3273

90.16.6

89.77.3

88.17.6

82.810.7

81.9115

80.713.9

77.812.5

77.816.8

2.1

2.0

2.9

4.8

4.9

2.7

8.5

3.8

1.1

1.0

1.5

1.7

1.7

2.8

1.1

1.6

⑨ダウンロードサービス

⑩近隣施設の地図

⑪地域の行政情報の検索 ・閲覧

⑫市民講座や大学の講議の受講

⑬子育て相談や情報提供*

⑭旅行(切 符,予 約 など)

⑮書籍 ・CD

3238

3240

3242

3312

3331

3242

3241

69.518.0

68.523.2

64.526.9

63.323.7

61.222.8

61.117.1

60.322.2

10.3

5.6

5.9

10.2

8.8

10.3

15.7

2.2

2.6

2.6

2.9

7.3

1.6

1.8

注)★印の項目については,子 供がいなかったり子育てを終えているため,あ るいは働いて

いなかったりする場合があり,回 答で 「必要がない」を設けてあります。計算に際 しては,

『必要ない」 という回答を除外 して比率を求めました。

(1)「 癒す」 と 「遊ぶ」がネッ トワー

クサービスの最重点課題である

① 飛 び抜 けて 高 い医療 ・介 護 ・福 祉 サ ー ビ

スの ニーズ

調査 結 果 の際 立 った特徴 は,「 癒 す」 とい

う生活 領域 での サ ー ビス に対 す るニ ーズが,

他 の領域 と比較 して高 い こ とです。 日本 も既

に先 進 高 齢 社 会 に入 りつ つ あ り,医 療 ・介

護 ・福 祉 につ いてのサ ー ビスに関す る需 要が

高 くなる こ とを,事 前 に予想 して いたが,結

果 は予 想 を上 回る ものです。

と くに,「 病 院 ・治療 内容 に 関す る情 報 サ

ー ビス」 につ いて の利 用 意 向 は
,「 積極 的 に

利 用 したい」 と 「利用 したい」 を合 わせ る と

90%に も達 し,ニ ーズの トップです。 この ほ

か に,「 癒 す」 領域 で は,「 イ ンター ネ ッ トを

使 った病 院の予 約」が88%で2位 に,「 福祉 施

設 ・介護 に関す る情報 サ ー ビス」 が81%で5

位 に,「 イ ン ター ネ ッ トを使 っ た健 康 診 断」

が78%で6位 に入 ってい ます 。
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図4病 院 ・治療 内容 につい ての情報 サ ー ビス

35.1%■ 積 極的 に利用 したい

■ 利用 したい

口 どちらとも言えない

口 あま り利用 した くない

口 利用 したくない

■DKNA

図5イ ンターネ ッ トを使 った病 院の予約

52.4%

35.7%■ 積極 的に利用 したい

■ 利用 したい

口 どち らとも言えない

口 あまり利用 したくない

麗 利用 した くない

■DK.NA

図6福 祉 施 設 ・介 護サ ー ビス につ い ての情 報 サ ー ビス

1.2%

54.8%

25.9%
■ 積極的に利用したい

■ 利用 したい

口 どちらとも言えない

口 あまり利用したくない

■利用したくない

■DK.NA
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利 用 ニ ーズ が70%を 越 える とい うこ とは,

圧倒 的多数 がそ のサー ビス を欲 して いる こ と

です 。今 回の調査 で,70%以 上 のニ ーズが あ

る項 目は8つ で したが,そ の うち4項 目50%

が 「癒す」 こ とに関連 して い ます。

医療 機 関や医療 内容 につ いて,現 在,情 報

開示 が 極 め て 不 十 分 で あ り,イ ン フ ォー ム

ド ・コ ンセ ン トを求 め る関心 が高 まって い ま

す が,調 査結果 は これ を反 映 した もの とい え

ます。最 近,病 院 ・治療 内容 に関 して,イ ン

ター ネ ッ トを利 用 したユ ーザ ー主導 の ホー ム

ペ ージや フォー ラムが活発 になってお り,医

者選 びや病 院の評価 がお こ なわれて,好 評 を

博 してい る こ とを考 えれ ば,こ のニ ーズの高

い こ と も頷 け ます。

② 余暇生 活 にお けるニ ーズ も極 めて強 い

医 院や医療 サ ー ビス と並 んで,余 暇生 活 で

の ネ ッ トワ ー クサ ー ビス に対 す るニ ーズ も,

極 め て 強 い。 と くに,「 行 楽 地 の宿 泊 予 約,

道路 混雑 の情報 」 は90%弱 で2位 で すが,誤

差 を考慮 す れば医療 関係 と同 じとい って よい

で しょう。

また,70%以 上 の ニ ーズ項 目 と して,「 観

劇 ・コ ンサ ー ト等 のチ ケ ッ ト購 入」(78%)

が あ る。つ ま り,70%以 上 の項 目7つ の うち,

2項 目(約30%)が 「遊 ぶ」 こ とに関連 した

ネ ッ トワー クサ ー ビスです。 これ は,「 癒 す」

(4項 目)に つ ぐニーズ です。

余暇生 活 を充 実 した もの にす るに は,遊 ぶ

まえに,こ れ を効 率 的 にお こな うため の便利

さが必要 です。行 楽地 での宿 泊予約 に手 間が

かか った り,道 路状況 を知 らな くて憂 き目に

あ うと,せ っか くの楽 しみ も台無 しにな りま

す。観劇 や コ ンサ ー トに出か け よう と思 って

も,チ ケ ッ トの購 入 に手 間暇か か っては,そ

の意欲 をそが れ て しまい ます。手 間 をか けず

に,上 手 に遊 び たい とい うニ ーズ は,ネ ッ ト

ワークサー ビスの力で解決す るほかあ りません。

以上,ネ ッ トワー クサ ー ビス におけ る最重 点

課 題 は,「 癒 す」 と 「遊 ぶ」 で あ る こ とが指

摘 で きます。

図7行 楽地の宿泊予約,道 路混雑 に関する情報

1.1%

7.3。/,.・ ・9%ノ ィi.oo/,

＼

＼

59.4%

30.3% ■積極的に利用 したい

■ 利用 したい

■ どちらとも言えない

口 あまり利用したくない

■ 利用 したくない

闘DK.NA

(2)意 外にニーズの高い行政手続きと

政治参加

イ ンター ネ ッ トを使 ったネ ッ トワー クサー

ビス とい うと,消 費や余暇 に関す るサ ー ビス
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を思 い浮 かべ が ちであ るが,意 外 と高 か った

のが,「 住 民 票 ・免許 証 ・パ スポ ー ト等 の手

続 き」 と 「選挙 の投 票」 です。

① 行政 手続 きにつ いて のニー ズは,「 積 極 的

に利用 したい」 と 「利 用 したい」 を合 わせ る

と83%に 達 し,第4位 に位 置 します 。 これ ら

の手続 きはそれほ ど頻繁 に行 うわ けで はあ り

個人ユーザーのネットワークサ・■ピス利用に腐する繊 条

ませ んが,各 手続 きをす る場所 の ロケ ーシ ョ

ンが 日常生 活 と切 り離 され ていて不便 であ る

こ と。 さ らには行 政 サ ー ビスの 窓 口の多 く

が休 日に は開 かれ て い ない た め,勤 め を持

つ多 くの人 に とって手続 きに不便 を感 じてい

るこ とな どが,ネ ッ トワー クで のサー ビスニ

ーズの大 きさにつ なが って いる よ うです
。

図8住 民 票 ・免 許証 ・パ スポ ー ト等 の手続 き

(行政 手続 き)

2.2%

■ 積極的に利用 したい

■ 利用 したい

口 どちらとも言 えない

口 あまり利用 した くない

閻 利用 した くない

■DK.NA

② 意外 なのは,選 挙 の際 に,「 自宅 や勤 務先

か ら選挙 の投 票 をお こな う」 ニーズが 高 い こ

とで す。 この ニ ーズ は82%に も達 し,第5位

の高 さです 。今 日,無 党派層 が60%に も達 す

る といわ れ,国 政選挙 をは じめ投 票率 の低 さ

の根拠の一つとして指摘 されています。選挙

で投票に出かけない人が必ず しも無党派層ば

かりとは限らないが,政 治参加意欲の低 さを

あらわすことは事実です。

図9自 宅や勤務先か ら選挙投票を行 う(電 子投票)

が ぐ磯
＼`

＼

■ 積極的に利用 したい

34.3%■ 利用 したい

口 どちらとも言えない

〔1あ まり利用 した くない

鰯 利用 したくない

■DK.NA

47.6%
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仮 に電子投票 システムが完成 したら,こ の

ニーズ を持つ人たちのほ とんどが投票するこ

とが期待できるであろうから,投 票率80%も

夢ではあ りません。政治意識の低下を嘆いた

り,政 治参加の啓蒙 をするの も良いが,こ の

ニーズを実現する電子投票 システムの開発 と

制度化を早期に実現することの方が,積 極的

な取 り組みである し,効 果的であると言 える

で しょう。

(3)ネ ッ トワ ー ク サ ー ビ ス は 消 費 ニ ー

ズ を超 え て 多 様 で あ る

調 査結 果 に よれ ば,ネ ッ トワー クサー ビス

利 用 に関 して,消 費 ニ ーズが高 い とい うわけ

で は な く,「 住 ま う」 「学 ぶ」 「育 て る」 な ど

の ニーズ もか な り高 く多様 であ り,消 費項 目

もその要 因の一つ に過 ぎない こ とが 明 らかで

す。

表2の うち,波 線 で 区切 られ た第9位 以下

の項 目は,60%以 上 の 人々が ニーズ を持 って

い る7項 目です 。 これ らのなか に消 費項 目が3

つ(ダ ウ ンロー ドサ ー ビス,旅 行 の切 符 ・予

約 な ど,書 籍 ・CD)登 場 してい るが,圧 倒

的 に消費項 目が多 い わけで はあ りませ ん。 た

とえば,役 所,病 院,図 書館 な ど 「近隣施 設

の地図」 や 「地域 の行 政情 報 の検索 ・閲 覧」

に関す るサ ー ビスの ニーズ もか な り高 く,そ

れぞれ69%,65%に 達 します 。 また,イ ンタ

ーネ ッ トを使 った 「市 民講座 や大学 の講義 の

受 講」 は63%に も達 し,「 子育 て相 談 や情 報

提供 」 のニーズ も61%あ ります 。

消費項 目に関す るニーズ は高 いだ ろ う との

当初予測 か ら,ネ ッ トシ ョッピ ングが可 能 な

商 品や購 買 時の決済手段 につい てのサー ビス

を20項 目近 く用 意 しま した。 しか し,表2か

ら分 か る よ うに,「 費や す」 で60%以 上 の二

.一 ∫6
、、∂'、 ・顯 ぷ.'亀'・ ・ ㌧ ぐ ∂^

一ズ があ ったの は3項 目にす ぎませ ん。 また,

先 に検 討 した よ うに,70%を 超 え る項 目は一

つ もあ りませ ん。

た とえば,身 近 な商 品で い う と食 品(22%),

衣類 ・ア クセサ リー(25%),玩 具 ・ゲー ム

(28%)で あ り,決 済 手段 と して は プ リペ イ

ドカー ド(19%),電 子マ ネ ー(19%),ク レ

ジ ッ トカー ド(28%)と なってお り,こ れ ら

をネ ッ トワー クサ ー ビス でお こな う こ とに,

それ ほ どニ ーズが高 いわ けで はあ りませ ん。

(4)起 業 へ の 意 識

イ ンター ネ ッ トを使 っ た起 業 の意 識 で は,

全 体 の2割 強の 回答 者が事 業 を始 め る意志 を

持 って い ます 。これ をイ ンターネ ッ ト利用 者

に限 って見 る と,4分 の1の 回答 者が起 業 の

意志 を持 ってい ます。と くに,理 系 職 に従事

す る回答 者 では36%に 上 り,昨 今 のイ ンター

ネ ッ ト絡 み のベ ンチ ャー ビジネスへ の注 目度

を裏付 け る結 果 と な って い ます 。年 齢 別 で

は,若 年層 ほ どそ の割合 は高 くな るが,50

才以上 で も5人 に1人 は起業 の意志 を持 って

い るこ とが注 目され ます。
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図10イ ンターネ ッ トを使 った起業

30.0%

3.9%

＼8.6%

『
15」%

20.8%

■ 積極的に利用 したい

■ 利用 したい

[コどちらとも言えない

口 あまり利用 した くない

■ 利用 した くない

団DKNA

215%

図11イ ンターネ ッ トを使 った起 業(イ ンターネ ッ ト利用者)

3.3%

21.9%

6.0%

5%

■ そ う思 う

■ まあそ う思 う

口 どちらとも言 えない

〔コあまりそう思わない

■ 思 わない

囲DK.NA

図12イ ンターネ ッ トを使 った起 業(理 系 職)

エ

195%

19.8%

2.0%11
.9%

1■
、

24.1%

■ そう思 う
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政 府で は,中 小 ・ベ ンチ ャー企業 育成 の た

め の さま ざまな施策 を講 じて いるが,さ らに

一層積 極 的 な施策 を展 開 して い くこ とが望 ま

れ ます。 と くに,こ の ア ンケ ー トの結果 か ら

見 る と個 人の起業 意欲が 高 く,潜 在 的な ア ン

トレプ レナー予備 軍が多 く存在 す る ことが 明

らか に な っ て い ます 。こ れ ら予 備 軍 の多 く

は,現 実 には意志 と実 現 との間 に大 きなギ

ャ ップ を抱 えてい る もの と思 われ ます。

これ ら起業予備 軍 の多 くを如 何 に,起 業 家

と して世 に送 り出 し,か つ育 成 して行 くこと

がで きるか は,こ れか らの 中小 ・ベ ンチ ャー

施 策 を展 開す る上 で考慮 すべ き重要 なポイ ン

トの一 つ にな るで し ょう。

3.ま と め 一 広 が りの あ る ネ ッ トワ ー

ク サ ー ビ ス を

以上 見 て きた こ とを要約 す る と,次 の よ う

にな ります。

イ ンター ネ ッ トを利 用 した ネ ッ トワー クサ

ー ビスは
,ビ ジネスの論理 に加 えて,多 様 で

広が りの あ る生活領域 のニー ズ に応 え る よう

整備 す る必 要が あ ります 。

① い ま もっ と もニーズ の高い項 目は,「癒 す」

と 「遊 ぶ」 で あ り,な か で も前 者 は最 優

先課題 です。

② イ ン ター ネ ッ トを利用 して,医 療 機 関 や

治療 内容 に関 す る情 報 を公 開 し,開 か れ

た医療 シス テ ム を制 度 化 す る こ とが,国

民 の ニ ー ズ に もっ とも応 え る こ とに な り

ます。

③ 「癒 す」 は,ビ ジ ネス の 論 理 を超 えた,

公 共行 政 の 課 題 で し ょ う。 これ に対 し,

「遊 ぶ」 は ビジネスの論理 で,徹 底 した便

利 さの提供 が期待 され る課 題 です。単 に,

便利 さだけのサービスではなく,文 化 を

遊ぶ とい うス タイルに まで拡張する試み

が期待されます。

④ 広が りのあるサービスは,政 治参加 や行

政手続,住 環境や地域社会の情報,学 習

や子育てのための情報サ ー ビスにまで拡

張することが期待されます。

人 々のネ ッ トワー クサ ー ビス に対す るニー

ズは多様 であ り,社 会生 活 を充 実 させ よ うと

す る方 向 に向い てい ます 。 この意味 で,イ ン

ター ネ ッ トとい う情 報 イ ンフ ラは公 共財 の性

質 を もって受 け止 め られ てい ます。 この点 を

きちん と認 識 した ネ ッ トワー ク公共事 業 が重

要 です。
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] 電子署名 ・認 証セ ン ター

1.電 子署 名 ・認 証 の重 要 性

インターネッ トに代表されるオープンなネットワークを活用 した商取引である電子商取引は
,

さまざまな社会分野 に及んでいます。そうした商取引では専用線等と異なり,取 引相手(通 信相

手)が 本当にその本人か,取 引内容(通 信内容)が 途中で改 ざんされていないか どうか等を確認

することが課題 となっています。

このため,電 子商取引の安全性 ・信頼性 を保ち,健 全な取引を促進するために,現 実の商取引

で行われる手書 き署名 ・押印が果たすような取引安定化機能を,電 子商取引において も有効 とす

る手段として,電 子署名及 び認証機 関による電子認証,そ れらを支える社会的な仕組み等が重要

となっています。

2.電 子署 名 法 の成 立

電子署名及び認証業務の円滑な利用を確保 し,ネ ッ トワークを利用 した社会活動の一層の推進

を図り,私 達の生活や経済の健全 な発展 に寄与するため,郵 政省 ・通商産業省 ・法務省 を主務官

庁とする電子署名法(電 子署名及び認証業務 に関する法律)が,平 成12年5月 に成立 しました。

電子署名法では,電 子文書 に一定の電子署名が されているときは,そ の電子文書が本人の意思

に基いて作成されたものであるとする,電 子文書の真正 な成立の推定や,一 定の基準 を満 たす認

証機関の特定 された業務について,主 務大臣の認定を受けることができる任意の認定制度等が規

定され,安 心 した電子商取引への基盤整備が整えつつあります。

3.当 セ ン タ ー の 役 割

この ような社 会 的背景 を受 けて,(財)日 本情 報処理 開発協 会 では
,(財)日 本 デ ー タ通信 協会

と協力 して,平 成12年7月1日,電 子署 名 ・認証 にかか わる技術 や制度 の調 査研 究 と
s-一普及 ・啓 発

活動 を主 な 目的 とす る,電 子署 名 ・認証 セ ンター を設 置 し,活 動す るこ とと しま した。

詳 しい活動 内容 について は,今 後,Webサ イ ト等 で ご紹 介 してい く予定 です。

(連 絡 先)

東 京 都 港 区 芝 公 園3丁 目5番8号 機 械 振 興 会 館4階

TELO3-3432-0730/FAXO3-5401-1033

E-Mailinfo@ac.jipdec.or.jp
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1.理 事 会 の開 催

(1)平成12年3月27日(月)に 平成11年 度第

3回 理事 会が 開催 され,次 の議 案が 審

議 ・承認 されました。

・平成12年 度事業計画について

・特別会計の設置および廃止について

・平成12年 度収支予算 について

・平成12年 度における借入金の限度額ついて

・組織規程の変更について

・諸規程について

・役員の人事について

(2)平成12年6月15日(木)に 平成12年 度第

1回 理事 会が 開催 され,次 の議案 が審

議 ・承認 されました。

・平成11年 度事業報告書について

・平成11年 度収支計算書,正 味財産増減計算

書,

貸借対照表お よび財産 目録 について

・平成12年 度補助金の受入れお よびこれに伴

う補助事業の実施について

・評議員の交替について

(3)平成12年6月21日(水)に 平成12年 度第

2回 理事 会 が開催 され,次 の議案 が審

議 ・承認 されました。

・平成12年 度収支予算の変更 について

2.評 議 員会 の開 催

(1)平成12年3月23日(木)に 平成11年 度第

3回 評議員会が開催 され,次 の議案が審

議 ・承認されました。

・平成12年 度事業計画 について

・特別会計の設置および廃止について

・平成12年 度収支予算 について

・平成12年 度 における借入金の限度額ついて

・組織規程の変更について

・諸規程について

・役員の選任について

(2)平成12年6月21日(水)に 平成12年 度第

1回 評議員会が開催 され,次 の議案が審

議 ・承認 され ました。

・平成12年 度収支予算の変更 について

・平成12年 度補助金の受入れおよびこれに伴

う補助事業の実施について

・理事および監事の選任について

一 一企 画 室 一 一

当協会では,賛 助会員サービスの一環 とし

て,当 協会の事業成果や情報化 にかかわる最

新の動向等をテーマに取 り上げ,賛 助会員研

究会 を開催 しています。

本年度第1回 を次の とお り開催 しました。

日 時:平 成12年6月8日(月)14:00～16:00

場 所:機 械振興会館 地下3階B3-1室

一46-一



テー マ:「 パ ー ソナル コ ンピュー タお よび ビ

ン不ス ・ツールの最新動 向」

講 師:志 賀嘉 津士氏

日本 ガ ー トナ ー グ ル ー プ株 式 会 社

デ ー タ ク エ ス ト ア ナ リス ト部 門

パ ー ソナル コン ピュー ター産業 分析 部

主席 アナ リス ト

参 加者:21名

一 情報セキュリティ対策室 一 ・

1.セ キ ュ リテ ィ対策 の普 及 促 進

(1)セキュリティ対策等の調査 ・研究

情報 システムのセキュリティ ・レベルを向

上 させるための対策 を普及促進する観点か

ら,セ キュリティに関する技術 ・標準等につ

いて調査研究 しています。

セキュリティ対策を講 じるための出発点

は,情 報 システムに対するリス クを認識 し分

析することです。情報システムのリスクは,

システムの形態等の要因によって変化するた

め,各 々の情報システム毎の リスク分析が必

要です。リスク分析の分析 には,多 くの要素

を考慮 しなければな りませんが,情 報 システ

ムがネッ トワークで接続され複雑になる等情

報技術の変化に対応することが困難になるこ

とから,分 析の手法が確立 していない状況で

す。そのため,今 日の情報環境 を十分 に考慮

した リスク分析の手法を開発するための調査

研究を昨年度に引き続きリスクマネジメント

委員会(委 員長 森宮 康 明治大学商学部

教授)を 設置 して進めてい ます。

また,リ スク分析 に基づいてセキュリティ

対策を講 じる際の指針とするため,わ が国に

おいては情報 システム安全対策基準,コ ンピ

ュー タウイルス対策基準 等 が各省庁 等 か ら公

表 され てい ます 。一方,国 際 の場 におい て も

ISO/IEC等 にお いて 同様 の取組 みが な され て

い ます。 今 日で は,国 内標準 と国際標準 との

調和 が求 め られ るこ とか ら,わ が 国独 自の基

準 も国際標準 に沿 った もの とな る ようにす る

こ とが 必要 になってい ます 。 そのため
,国 内

標準 の 見直 しが検 討 され てい ます が,こ れ ら

の動 向 を踏 まえ,個 々の業務分 野 にお けるセ

キュ リテ ィの ガイ ドライ ンの策定 等 につい て

検 討 を進め てい ます 。

(2)シ ス テム監査 台帳 の作 成支援

通 商産業 省 は,シ ス テ ム監査 を実施 す る社

内体制 が整 って いない企業 に対 して システ ム

監査 を事業 と して いる企業 を紹介 す る 「シス

テ ム監査 企業 台帳 制度」 を設 けて い ます。

これ は,シ ステ ム監査 を実 施 してい る企 業

か らの申告 を受 けて台帳 を作 成す る ものです。

同 台帳 は,協 会 の ホ ー ムペ ー ジhttp:〃www .

jipdec.or.jp/security/daityo/1ist。htmで も公 表す

る等 の普 及活動 を行 ってい ます。

2.プ ラ イ バ シ ー マ ー ク 制 度 の 運 用

引 き続 きプラ イバ シーマ ー ク制度 を運用 し

てい ます。

同制 度 は,平 成10年4月 に試行 的 に運 用 を

開始 して以 来,約2年 半 が経 過 しま したが ,

個 人情報 保護 の高 ま りを受 け て,〉企 業 か らの

申請 が増加 してい ます。

平 成12年7月31日 現在,プ ライバ シ ーマ ー

ク を付与 認定 した企業 は157社 です。

なお,付 与 認定 してい る業種 の 内,情 報 サ
ー ビス 業が103社 と多 くな

って い ます が,最

近で は他 の業種 に も広 が りを見せ てい ます。

なお,最 新の状況については,当 協会のホーム

ページ坤 く ・」峻 剛 騨 輌r㎞ ㊥ ㎞ 趾

をご覧下さい。



プ ライバ シーマー ク制 度 は 日本独 自の制度

ですが,米 国 に も同様 の シス テムがBBOnline

に よって運用 されて い ます。予 て か ら,プ ラ

イバ シーマ ー ク制 度 とe間 で相 互 承 認 の話 し

合 い を重 ね て きま したが,平 成12年5月18日

に基本合 意が 出来,日 米 同時 に発 表 しま した。

これ は,プ ラ イバ シーマ ー クの認定 を受 けて

い る事業 者が米 国 向け にホームペ ー ジで情 報
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発信 す る場 合,BBBOnlinの プ ライ バ シー シ

ールを利用可能 に
,ま た逆 に,米 国のBBBOnlin

プ ライバ シー シール利用 企業 が 日本へ 情報発

信す る場合 にプ ライバ シーマー クが使 用 で き

る ようにす る ものです 。正式 ス ター トは,今

秋 を予定 して い ます。 この こ とに よって,認

定 の制度 が世界 的 な広 が りを見せ る もの と期

待 してい ます。

プライバシーマーク認定事業者数の推移

図2業 種別プライバシーマーク認定事業者数
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JPCERT/CC(=コ ン ピュー

タ緊 急対 応 セ ンタ ー)の 運 営

JPCERT/CCが 受 けた不 正 ア クセス の情 報

提供 件 数 は,平 成12年1月 か ら3月 の3ケ 月 間

で336件 で した。平成11年1月 か ら12月 末 まで

は788件 とな りま した。

JPCERT/CCで は,こ れ らの不 正 ア クセ ス情

報 の提 供 を受 け て技術 的 な対 応 策 を検 討 し,
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関連す るサ イ トへ情 報 の提 供 あるい は交換 を

行 な ってい ます。

対 応 策 は 「緊急 情 報 」 や 四 半期 毎 の 「活

動 概 要 」 に と りま とめ,JPCERT/CCの ホ

ー ムペ ー ジ に ア ラー トと して掲 載 して い ま

す ので,ネ ッ トワー ク管 理 の方 は そ ち ら も

是 非 ご覧 下 さい。 また,四 半 期 毎 の 情報 提

供 以外 に,メ ー リ ング リス トを開 設 し,タ

イ ム リー な情 報 提 供 も行 っ て い ます の で ,

http://www.jpcert.or .jp/announce.htmlで 確 認 の

上登録 して活用 して くだ さい。 なお 「活動概

要」で は提 供 していた だいた情報 を類型化 し,

頻度順 に列挙 してい ます。

JPCERT/CCは,諸 外 国の 同様 の組織 で構

成 されて い るFIRSTに 加 盟 し,国 際 連携 の た

め の活動 も行 ってい ます が,平 成12年6月 に

シ カゴで 開催 され たThe12thAnnualFIRST

Conferenceに 研 修員 を派 遣 し,わ が 国の状 況

報告 と意 見交換 を行 い ま した。

JPCERT/CCの 活動状況 や,不 正 ア クセ スに

関す る最 新 のセ キ ュ リテ ィ技術情 報 に関 して

は今後 もホームペ ージ(http:〃www .jpcert.or.jp/)

を活用 して発信 してい きますの で ご利 用 くだ

さい。

図3不 正アクセス情報提供件数
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一一 調 査 部 一一

高度情報ネ ッ トワーク社会 に関す

る調査研究

本事 業 は,ユ ーザ ーニーズ に応 えた情報 通

信サ ー ビス のあ り方 につ いて検 討す る こ とを

目的 と してい ます。11年 度 は,ネ ッ トワーク

サ ー ビス に関す るユ ーザ ーの実 際の利用 動向

につ いて ア ンケー ト調査 を実施 し,住 環境 や

消費,労 働環 境,教 育 な ど,様 々な生活領域

で需要 が見込 まれ るネ ッ トワークサ ー ビスの

姿 を探 りま した。 ほ とん どの ネ ッ トワー クサ

ー ビス に対 し
,最 低 で も30%程 度 の回答者 が

利 用 意 思 を示 しま した が,中 で も医療 ・保

健 ・福祉 に関す る情 報サ ー ビスや行 政 サ ー ビ

ス に対 して は,回 答者 の約9割 が利 用 意思 を

示 し,際 立 った結果 とな りま した。 これ は ,

介 護保 険制度 の導 入 な ど高齢化社 会 を迎 える

に当 た り,こ れ らのサ ー ビスに対 す るニ ーズ

が 高い であ ろ うこと もさるこ となが ら,こ れ

らの分野 でネ ッ トワー ク化 が比較 的遅 れて い

る こ とを如 実 に物 語 っ てい る とも言 え ます 。

12年 度 は,「 ケー タイ」 とい う言葉 に象 徴 さ
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れ る ように,社 会 イ ンフラ とな りつ つあ るモ

バ イル コ ミュニ ケー シ ョンにつ いて,多 方面

か ら検 討す る予 定です 。

2.情 報 技 術 の 活 用 と環 境 整 備 に 関 す

る調 査研究

情報通信技術(IT)が 企業等 に与える影響

お よび1青報化投資の効果や,情 報通信技術 を

活用す るにあたっての環境整備のあり方を明

らかにすることにより,日 本経済の再活性化

を促すため,慶 応義塾大学の國領二郎助教授

を委員長に,平 成10年 度からH年 度 にかけて

委員会 を開催 しました。委員会では,企 業の

ITガ バナンスの向上,情 報化による産業構造

の革新,日 米EC市 場規模 の比較,情 報化投

資 と生 産性,通 信料金問題,イ ン トラネ ッ

ト/エ クス トラネッ トの日米比較,IT革 命が

もた らす雇用構造の変化等 について検討 し,

その成果の一部 は,当 協会のホームページで

公開 したほか,様 々な機会を捉 え広 く発信 し

ました。この調査研究活動は11年 度で終了 し

ましたが,各 界にITの活用推進 を啓蒙する一

助になったものと自負 しております。

3.情 報化 白書2000年 版 の発 行

「情報化白書2000年 版」がまとまり,6月6

日プレス発表,16日 発行 に到 りま した。

2000年 版 白書の副題で もある総論テーマは

「21世紀情報化の展望 と課題」です。今回白

書の総論は,2000年 とい う節 目の時期 にあた

り,21世 紀初頭の情報化社会 を展望 して課題

をまとめています。情報技術(汀)の 革新 と

社会変化のスピー ドが急激な現況を,電 子商

取引(EC)の 本格展 開やモバイルインター

ネ ットの普及などの事象からとらえ,2005年

を想定 した情報化社会像 を,経 済…デジタル

エ コノ ミーの進展,社 会 …少子高 齢社会 を迎

えて重 要性 を増す行 政,教 育,NPO活 動 にお

ける情 報化,生 活 …離陸す る家庭 の情報 化 の

3つ の観 点 か ら検 討 しま した。 さ らに,21世

紀 の望 ま しい情報化社 会 に向 けて,大 きな変

化 の 潮 流 の 中か ら進 展 方 向 と可 能 性 を検 討

し,前 向 きな未来像 の提示 を可能 とす る情 報

化 の役 割 をま とめてい ます。

以 上 のほか,各 論 は従 来の基本構 成 を継承

しつ つ 最 近1年 の動 向 を中心 に ま とめ てお

り,そ の裏 づ け とな る統計 数値 や年表 をデ ー

タ編 に付 してい ます。

全578ペ ー ジ,5,250円(税 込 み)。 一般 書

店,政 府刊行 物 セ ンター等 でお求 め いた だけ

ます 。

(なお,詳 細 レポ ー トを21ペ ー ジ にて紹介 し

てお りますので,合 わせ て ご覧 くだ さい。)

4.主 要 国 に お け る情 報 政 策 に 関 す る調

査 研 究

平成11年 度 調査 の総 括 と して資料 「主 要国

におけ る情報 政策 に関す る調査 研 究」 に,ア

メ リカ商 務 省 発 表"TheEmergingDigital

Economyll"や,欧 州 委員 会 に よる 「域 内市

場 にお ける電 子商取 引 の法 的側面 に関す る議

会 ・理事 会指 令案」 な ど,電 子商 取引並 び に

暗号 ・電子署 名,プ ライバ シー,知 的財 産権

とい っ た テ ー マ を中 心 に,ア メ リカ,EU

(欧 州 連 合),OECD(経 済 協 力 開発 機構),

GBDe(GlobalBusinessDialogueonelectronic

commerce)のIT政 策 に 関す る調査 結 果 を と

りまとめ ま した。

平 成12年 度 は,昨 今特 に国際的 に重要 な課

題 となってい る電 子商取引 に対 す る課税 ・関

税 問題,電 子商取 引 に絡 む裁判管 轄権 の問題,

WIPO(世 界 知 的所 有権 機 関)を 中心 と した
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著作隣接権に関する議論 ,ビ ジネス ・モデ

ル ・パテン トに絡む世界的な特許政策の動向

などを中心に各国のIT政 策に関 して調査 を行

う予定です。

5.日 独 情 報 技 術 フ ォ ー ラ ム

日独情 報技術 フ ォー ラム は,高 い技 術 レベ

ル と経済 力 を有す る ドイ ツ連邦 共和 国 とわが

国が,情 報技術 分野 にお ける両 国の相互理 解

と交流 を一層深 め,活 発 な産 業,技 術 協力 の

展 開 を通 じて世界 の情報 化 に寄与 してい くこ

とを 目的 に1983年8月 ドイ ツ連 邦共 和 国研 究

技術 省(現 教 育研 究省)の ハ イ ンツ ・リー

ゼ ン フーバ ー(Dr .HeinzRiesenhuber)大 臣

(当 時)と 宇野 宗佑 通 商産 業大 臣(当 時)と

の間 で,そ の設置 が合意 され た ものです 。 当

フ ォーラムは,両 国の情報技術 分野 にお け る

第一線 の学者,研 究者 が一堂 に介 し,最 新 の

情報技術研 究 の成 果 につい て情報 交流 を行 う

と同時 に,人 的交 流 を深 め るこ とをね らい と

してい ます。

現在 は,2000年10月 に三重県 の志摩 郡磯i部

町 で開催 予定 の第13回 目独 情報技術 フォーラ

ム に向けて,日 本 側推進委員 会(議 長 菅野

卓 雄 東洋 大 学学 長)と,ド イ ツ側推 進 委員

会(議 長 デ ニ ス ・チ ヒ リチ ス(Dennis

Tsichritzis)GMD理 事 長)と で プロ グラム案

な どを作成 中です。

第13回 フ ォー ラムで は両 国の産学 共 同プ ロ

ジェ ク トの現状 対比 を行 うことに よ り,両 国

の情報技 術 に対 す る一層の理解 を深化 させ る

こ とを目的 と し,基 調 講演の テーマ を 「産学

共 同」とす る こ とに決定致 しま した。さ らに,

今 回 は特 別 講演 と して,RWCプ ロジ ェ ク ト

の研 究 活動概 要 を発 表す る予 定です 。

また,テ クニ カル ・プ ログラムで は,ITに

よる教育システム改革,電 子商取引,半 導体

技術展望 などのテーマに関して両国が研究成

果を発表する予定です。

6.情 報 化 に 関 す る 海 外 向 け 広 報 活 動

(JIQ)

わが 国の情報 通信 産業 及 び 情報 化一 般の最

新 の動 きを海外 に紹介 す るため,英 文季刊 誌

JIPDECInformatizationQuarterly(JIQ)を 発

行 してい ます。

最近 で は,No.118で,モ バ イルコ ンピュー

テ ィ ング をテ ー マ に,NTTド コモ のiモ ー ド

な ど,世 界 に先駆 けて急 速 に普及 して きてい

る携帯 電話 をベ ース に したモバ イル イ ンター

ネ ッ トの現状 お よび将来,No .119で はICカ ー

ドをテーマ に,日 本 での利 用状 況 や電子 マ ネ

ーな ど新 しい アプ リケー シ ョンでの実 用化 に

向 け た 実験 プ ロ ジ ェ ク トや研 究 開 発 状 況,

No.120で は,日 本 の情報通 信産業 をテーマ に,

情 報サ ー ビス産業,電 子機 器製造業,電 気 通

信事 業,放 送 事業 の各市 場規 模,No .121で,

情報化 人材 育成 につ いて取上 げ ま した。次号

で は,こ こ数年 の電 子商取 引推進事 業 の成 果

をと りま とめて紹 介 す る予 定です。

技術企画部

1.ネ ッ トワ ー ク エ ーxジ ェ ン トに 関 す

る 調 査 研 究(平 成12年 度 計 画)

ネ ッ トワー クエ ージ ェ ン トは,ユ ーザ の代

理 と して他 の ソフ トや 人間 と交渉 な どをす る

新 しい タイプの ソ フ トウェア として特徴付 け

られ,人 間 を取 り巻 く情報環境 が複雑 ・多様

化する今後の情報化社会において,エ ージェ

ン ト技術は人間の活動 を支援するために不可
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欠 な技術 です 。

昨平 成11年 度の調査 で は,ネ ッ トワー クエ

ー ジェ ン ト技術 が広範 なアプ リケー シ ョンへ

の 有効 な適 用 が期 待 され る こ とが 裏付 け ら

れ,ま た,エ ー ジェ ン ト構築 用 プ ラ ッ トフ ォ

ーム間の イ ンターオペ ラ ビリテ ィを図 るため

の標準化活動 につ いて も進展が み られ ま した。

平 成12年 度の調査研 究 では,昨 年度 に引 き

続 き 「ネ ッ トワー クエ ー ジェ ン ト技術 委 員会

(委員 長:西 田豊 明 東 京 大 学 大 学 院教 授)」

を設 置 し,ネ ッ トワー クエー ジェ ン ト技術 に

つ いて,次 の よ うな技 術 的側面 と産業 ・社 会

的側 面 に またが る ビジ ョン とア クシ ョンプラ

ンを提言す るこ とをめ ざ して討議 ・検討 しま

す 。

〈技 術 的側 面 〉

(1)エ ー ジェ ン ト技 術 の 有望 な フ ロ ンテ ィア

の探索

(2)エー ジェ ン ト技術体系 の明確 化

(3)エー ジェ ン トシステ ム開発 方法論

〈産業 ・社 会 的側面 〉

(1)エー ジェ ン ト技術 の適用 の ための方法論

(2)エ ー ジ ェ ン ト技 術 の標 準 化 の ため の ア ク

シ ョンプラ ン

(3)エ ー ジ ェ ン ト技 術 を活 用 した有 望 な ビ ジ

不スモ デル

また,シ ンポ ジ ウム を主催 して外 部有識者

か らの意 見収集 を行 い,海 外 の研 究動 向,標

準化動 向 を把 握す るため海外 調査 を実施 しま

す。

2.産 学 官研 究 開 発 コ ミュ ニ テ ィに関

す る構築 ・運用(平 成12年 度計 画)

電子情報通信技術 に関す る自由な情報収

集 ・提供および意見交換などを行う研究開発

情報インフラとして,WWWサ ーバーによる

産学官研 究 開発 コ ミュニテ ィの構 築 ・運 用 を

引 き続 き行 って い ます。電 子情報 通信 の分野

に関す る最新 情報 を提 供 す る 「LatestNews」

で は毎週,月 ・水 ・金 にデ ー タを更新 してお

り,ま た,研 究 開発や イベ ン ト,出 版等 諸 々

のニ ュース を提 供 す る 「BBS」,産 学 官 の研

究 交 流 に関 す る ニ ュ ー ス を提 供 す る 「Tec

hnologyMap」 も適 時 更新 を行 って い ます 。

昨年度 開発 した,ユ ーザが独 自に検 索情報

の絞 り込 みが可 能 な環境 を 自分 のマ シ ン上 に

構 築で きる高機 能 ビジ ュアル ツールキ ッ トに

つ き ま して は,4月 よ りVPS(VisualPad

SearchSystem)の 名称 で一般 に リリース して

お ります。 当 ホー ムペ ー ジ の トップの"New

Features"か ら御 利 用 い た だ け ます 。 さ らに,

非常 に高速か つ的確 な情報提 供,検 索 サ ー ビ

ス を実現 す るデ ー タベ ース シス テムへの再構

築作業 を完了 し,ま た,サ ーバ ー機 を,運 用

コス トが安価 で かつ高速 に動作 す る ものへ と

移行 して,さ らに使 い勝手 の よいサー ビス を

提供 してい ます。

本 年度 は,運 用面 で の強化充 実 を図 る一方,

全 国の産学官 共同研 究機 関 との密接 な連携 に

よる情 報交換 を行 い,産 学 官 の研 究開発 情報

の さらなる有 効活用 が実現 で きる よ うなペ ー

ジを 目指 してい く予 定 です。

また,G7の グ ローバ ル ・イ ンフ ォメ ー シ

ョン ・ソサ イエ テ ィ ・パ イロ ッ トプロジ ェク

トの1つ の プロジ ェク トで ある グローバ ル イ

ンベ ン トリ ・プ ロ ジ ェ ク ト(GIP)の 日本

(通 商産 業省)イ ンベ ン トリの運営 につ い て

は,5年 間のパ イ ロ ッ トフェーズ終 了 後 も参

加 各 国 と歩 調 を合 わせ て,こ れ まで 同様 に

G7各 国 と有 機 的 に連係 し,同 コ ミュニ テ ィ

の一つ のサ ー ビス機能 と して構築 ・運用 を行

ってい ます。
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情 報化 人材 の育成 のため に次 の研修事 業,講

本事 業の 関連 サ イ ト 査研 究事 業 お よび普 及啓蒙事 業 を実施 してい

'G7GloballnventoryProject(GIP)ま す
。

<http://www .gip.int/>1.平 成12年 度 上 期 研 修 事 業

・産学官研 究 開発 コ ミュニ テ ィ(1情 報化 人材育成研 修

〈http://www.gip.jtpdec.or.jp/〉 本研 修 は
,産 業 構 造 審 議 会 の新 た な提 言

(平成11年6月 の 中間報 告)に 基づ く,新 た な

人材 像 に沿 ったモ デル的 な研修 を実施 す る予

ヰ 央情報教育研究所 一… 定です・
本年 度 の上 期(4月 ～9月)に 開催す る研 修

中央情 報教 育研 究所(CAIT)で は,高 度 は ,表1の とお りです 。

表1情 報化人材育成研修の上期 日程

コー ス名 期 間 日 数

1.シ ス テ ム監査 関連

① システム監査総論

② システム監査実践

③ 総合的情報セキュリティ点検 とシステム監査

④ 個人情報保護 とシステム監査

6.23～7.5

8.31～9.12

5.24

6.14

7日 間

7日 間

1日 間

1日 間

2.プ ロ ジェ ク トマ ネー ジ ャ関連

① プロジェク ト管理総論

② 協力会社管理

③C/Sシ ステム開発におけるプロジェク ト管理

9.18～9.20

9.25～926

7.17～7.18

3日 間

2日 間

2日 間

9.豆1～9.12 ノノ

3.ア プ リケ ー シ ョンエ ンジニ ア関 連

① 構 造化 アプローチによるシステム設計

② デー タ中心 アプローチに よるシス テム設計

③ オブジェク ト指向によるシステム設計

7.31～8.2

8.21～8.23

9.4～9.6

3日 間

3日 間

3日 間

4.ネ ッ トワ ー ク 関 連

① ネ ッ トワーク通信技術

②LANの 要求定義 ・設計 ・構築 ・評価
6.26～6.28

7.3～7.5

3日 間

3日 間

5.デ ー タ ベ ー ス 関 連

① データベースの基礎理論 724～7.25 2日 間
② デー タベースシステムの設計 と運用 8.7～8.9 3日 間

6.個 別 テ ー マ

① 提案型設計行動力修得 7.10～7.12 3日 間
② システム営業SEの 基本 と実際 7。13～7.14 2日 間
③ 企業内教育の効果的な仕組みと進め方 7.7～7.9 3日 間

7.ヒ ュ ー マ ン ・ス キ ル 関 連

① ビジネス文書作成技法 5.17～5.18 3日 間

② 提案型SEの ためのプ レゼ ンテーシ ョン技法 5.29～5.31 3日 間

③ ネゴシエー シ ョン能力 6.14～6.16 3日 間
④ 問題発見 ・解決技法 6、19～6.21 3日 間
⑤ 顧客 ニーズ把握 インタビュー技法 6.29～6.30 2日 間
⑥ 企画 のためのアイディア発想法 75～!7.7 3日 間
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⑦ メディアを使いこな して説得力を高めるプレゼンテーション技法 620～622 3日 間

今 後 の 研 修 日程 や 内 容 の 詳 細 に つ い て は,教 務 第 二 課(TEL:03-5531-0176)

だ くか,CAITホ ー ム ペ ー ジ(http://www.cait.jipdec.or.jp)を ご 覧 くだ さ い 。

までお問い合 わせ いた

(2精 報処理技術 インス トラクタ等研修

本研修は,情 報処理教育に携わるインス ト

ラクタ等(情 報処理教育推進指導者)の さら

なる資質の向上 に向けて,毎 年継続 して実施

しています。研修コースは,情 報処理技術 イ

ンス トラクタ研修 と企業内研修 リーダ養成研

修の2種 類があ ります。前者は,情 報処理専

門学校等の教員や企業等における情報処理教

育担当者等の方々を対象に,指 導上のポイン

トや技術 ・知識の修得を,後 者 は,地 方にお

ける情報処理教育担当者等の方々を対象に,

技術 ・知識等の修得 を,主 たる目的にしてい

ます。

①情報処理技術インス トラクタ研修

本年度上期(6月 ～9月)に 開催予定の研修

は,表2の とお りです。

また,平 成10年 度 に作成 したマルチメディ

アコンテンツ教材 「情報リテラシー教育支援

者および情報リテラシー教育指導者育成教

材」(CD-ROM教 材)と,イ ンターネ ッ トを

表2

効 果 的 に統合 したマルチ メデ ィア教 育 シス テ

ム の総 仕 上 げ とな る以 下 の 「JIT(JustIn

Time)教 育 システム コース ・ス クー リング」

ア.「e－ ラー ニ ン グで学 ぶ パ ソコ ン教 育 法

コー ス」

イ.「e－ ラー ニ ン グで学 ぶ パ ソ コ ン環 境 整

備 ・運用 法 コース」

を,本 年 度 は四半 期 に1回 のペ ース で開催 す

る予 定で す。(学 習管理 システ ムへ の登 録 は,

随 時受 け付 けて い ます。)

② 企業 内研修 リー ダ養成研 修

本研 修 は,す べ て地域 ソフ トウェアセ ンタ

ー に委託 して実施 して い ます
。

本 年度 の研 修 内容 は,以 下 に示 す とお りで

す。

・シス テム開発技 法 関連 コース

・ネ ッ トワー クの構 築 ・管理技術 関連 コース

・デー タベ ース技術 関連 コース

・プ レゼ ンテー シ ョン技 法 関連 コース

・情 報処 理利活 用技術 関連 コース

情報処理技術インス トラクタ研修の上期 日程

コース名 期 間 日 数

● 教 育 エ ニ ジニ ア コース
・教 育 エ ンジニ ア～ イ ンス トラク シ ョン業 務 ～ 8.21～8.25 5日 間
・教育心理学入門 8.7～8.9 3日 間

●指導法 コース
・プ レゼ ンテ ー シ ョン実習 の指導 法 8.8～8.11 4日 間
・ビジネス文書の書 き方 とその指導法 9.11～9.12 2日 間

●JIT教 育 シ ス テ ム コ ー ス ・ス ク ー リ ン グ
・e－ ラー ニ ン グで学 ぶ パ ソコ ン教 育法 6.29～6.30 2日 間
～情報 リテラシー教 育 指導 者 教材 学 習者 向 けスクーリング 9.28～9.29 2日 間
・e－ ラーニ ン グで 学ぶ パ ソ コ ン環境 整 備 ・運 用 法 6.8～6.9 2日 間
～情報 リテラシー一教 育 支援 者教 材 学 習者 向けスクーリング 9.28～9.29 2日 間

● シス テム ア ドミニス トレー タ コース
・実 務 にす ぐに役 立 つExcelを 使 った分 析 手法 7.26～7.28 3日 間
・Accessを 使 っ た デ ー タベ ー ス の 基 礎 8.3～8.4 2日 間
～基本概念か らデー タベース構築 まで～
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● イ ン タ ー ネ ッ ト ・Web構 築 コ ー ス

・Webマ ス ター入 門 ～HTML入 門編 ～
8.17～8.18 2日 間・Webマ ス ター入 門～サ イ トデザ イ ン編 ～
9.7～9.8 2日 間・XML入 門
8.30～8.31 2日 間

・Linuxに よ る イ ン ター ネ ッ トサ ー バ 構 築

～初 め て 学 ぶLinuxに よ るSOHO向 け サーバ 構 築 ～
7.17～7.18

8.24～8.25

2日 間

2日 間・WWW環 境 で のデ ー タベ ー スサ ーバ の構 築
9.19～9.20 2日 間

～PostgreSQL/PHP/Apacheの 活 用 ～

・CSS環 境 設 定 と構 築 ・運用
8。21～8.22 2日 間

～WindowsNTサ ーバ"に よ るSOHO設 定 の 体 験 学 習 ～

● プロ グ ラ ミ ングコ ース
・VisualC++の 実 践 演 習(基 礎)

7.31～8.1 2日 間・VisualC++の 実践 演 習(応 用)

・実践 的Javaプ ログ ラ ミ ング入 門

・実践 的Javaプ ロ グ ラ ミン グ応 用

8.2～8.3

7.24～7.25

7.28～7.29

2日 間

2日 間

2日 間・ExcelVBAア プ リケー シ ョン作 成 の た めの基 礎

・C言 語 プロ グラ ミング入 門 とそ の指 導 法

・プ ロ グ ラムの部 品化 とオブ ジ
ェ ク ト指 向 プ ロ グ ラ

ミ ング入 門

8.7～8.8

7.31～8.4

7.21

2日 間

5日 間

1日 間

● プ ロ に聞 くシ リーズ
・e－ ビジネス のABC

～ ビジ ネス企 画 か ら実践 ・人材 育 成 まで ～
6.27

7.27

1日 間

1日 間

●情報処理技術者育成と指導法関連
・第二種1青報処理技術者育成のための指導 ポイ ン ト

7.31～8.1 2日 間

研 修 内 容 や研 修 時 間等 の詳細 につ い て は,教 務 第 一課(TEL:03-5531-Ol75)ま で お問 い合 わせ い た

だ くか,CAITホ ームペ ー ジ(http:〃www .caitjipdec.oLjp/)を ご覧 くだ さい。

2.調 査研 究事 業

(1)情報処理教育実態調査

わが国における情報化人材育成に関する実

態および最新の情報技術(IT)動 向等をタイ

ムリーに把握 し,公 表することにより,わ が

国の情報化人材育成施策の検討に資すること

を目的にしています。

①ITベ ンダー(情 報サービス産業等)お よび

ユーザ(情 報システム部門,利 用部門,研 修

部門等)企 業,学 校等教育機関(大 学,専 門

学校,研 修機関等)の 一部 を対象に,情 報化

人材育成の現状等 をアンケー ト調査,ヒ アリ

ング調査等による収集。

②情報化人材の能力評価(認 定)で ある情報

処理技術者試験制度への要望や情報化人材に

対するニーズの変化に対応 した人材育成方法

を中心に調査 ・分析の実施。

(2)国際化 に対応 した情報処理技術者 の育成

に関する調査研究

わが国の情報化人材類型や標準カリキュラ

ム等の情報化人材育成関連情報についてWeb

等 により積極的 に海外へ提供 する とともに,

海外の情報化人材育成の実態や日本の状況を

踏まえた国際相互認証動向等の情報を収集 ・

分析 し,わ が国の国際化 に対応する情報化人

材育成施策の検討に資することを目的にして

います。

(3情 報化人材育成に関する調査研 究

国内外における情報化人材育成を実践する

ための基盤的な調査および指針等を作成 し,

普及することにより,企 業 を中心 とした情報

化人材育成活動を支援することを目的に,本

年度は以下の事業 を実施す る予定です。

①高度情報処理技術者育成指針に関する調査
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研究

平成ll年6月 の産業構造審議会情報産業部

会情報化人材対策小委員会中間報告に対応 し

た人材育成のための制度的仕組みや方策,情

報化人材能力指標 の評価等 に関する調査研

究。

②情報化人材育成のための基盤整備

本分野で先進的な米国ならびにわが国と関

係の深い東南アジア地域コンピュータ連合

(SEARCC)諸 国等 を対象に した内外 の情報

処理教育カリキュラム等の関連資料の収集 ・

分析。

③新 しい標準カリキュラムの開発

平成11年6月 の産業構造審議会情報産業部

会情報化人材対策小委員会中間報告による情

報化人材類型に対応 した,新 しい標準 カリキ

ュラムの開発作業の実施。

(4)情報化人材育成のための応用調査研究

標準カリキュラムに沿った情報化人材教育

の普及 ・向上を図るため,こ れ まで標準 カリ

キュラムに準拠 した学習用テキス トをはじめ

とする各種マルチメディア教材,教 育手法等

の調査研究等 を行 って きました。そ して,昨

年度か ら 「情報 リテラシー教育指導者 ・支援

者」 を育成するためのマルチメディア教材

(購入等は巻末広告ペ ージを参照)と 学習管

理 システム等の試行的運用を実施し,シ ステ

ム等の維持管理,機 能強化等 を図って きてお

ります。本年度も試行的運用を実施しながら,

企業研修並びに広 く一般か らの利用を前提に

した素材データベースを構築 し,マ ルチメデ

ィア教材開発の促進を図る予定です。

(5)遠隔学習 シス テムの利用促進 に関す る調

査研究

最近サービスが開始されつつある遠隔学習

サービス(WBT等)に ついて,情 報技術 の

学習 を主体 に,そ の学習内容,制 約条件,利

用状況,利 便性等 に関す るサービス機能やコ

ンテンツ内容等に関する詳細情報を実利用調

査,資 料調査,ヒ アリング調査等によって収

集 し,中 立的な評価 を行いその結果 をWebで

公開する予定です。

このような評価情報の公開により,学 習希

望者がサービスの選択 に当たっての判断材料

を得られるとともに,提 供者のサービス改善

等にも活用されることを期待 してお ります。

3.普 及 啓 蒙 事 業

(1情 報処理 教育機 関等 に対す る普 及啓蒙

産業界 のニ ーズ に即 した情 報処理技 術者教

育 の推進 と,地 域 にお ける情 報処 理技術者 の

育 成 を活 性 化 し地 域 のITの 推 進 に資 す る た

め,情 報 処理 専 門学 校 の教 職員 や企業 にお け

る情報 処理教 育担 当者 を対 象 に した 「地域 交

流 セ ミナー」 お よび1青報化 人材育 成学科 認定

校 を対象 に した 「研究交流会」を開催す る予定

です。

(2)テキス トの普 及 ・頒布

口改訂版 システムア ドミニス トレー タテキス ト

定価:3,675円(本 体価 格3,500円+消 費税)

また,当 研 究所 が監修 した第二種共 通 テキス

トは,コ ンピュー タ ・エー ジ社 か ら出版 され,

販売 してい ます。

口購 入等 の問 い合 わせ先

調査 企画部 普及振 興課(TEL:03-5531-0177)

まで お 問 い合 わせ い た だ くか,CAITホ ー ム

ペ ー ジ(http:〃www.cait.jipdec.or.jp/)を ご覧

くだ さい。
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一情報処理技術者試験センタ

1.平 成11年 度 事業 報 告

1.1情 報処 理 技術 者 試験 の実 施

当協会 は,昭 和59年4月 に通商産業大臣 よ

り情報処理技術 者試験の実施機関に指定 さ

れ,情 報処理技術者試験 センターにおいて当

該試験を実施 しています。

試験は13の 試験区分 を次表の ように春期,

秋期 に分け,全 国59地 区で実施 しました。

なお,昨 年度 まで秋期 にのみ実施 して きた

初級 システ ムア ドミニス トレー タ試験 は,平

成11年 度 か ら第二種情報 処理技 術者試験 と同

様 に秋 期 ・春期 と もに実施 しま した。

初級 システ ム ア ドミニス トレー タ試験 の年

2回 実 施,情 報 化 の普 及 ・浸透 に ともな う情

報技 術へ の 関心 の高 ま り,資 格取 得 の気 運の

高 ま り,当 該 試験へ の信頼 ・評価 の定着等 か

ら平 成11年 度 は応 募 者 数 が704,969名,合 格

者 数が92,781名 とな り,い ず れ も過去 最高 と

な りま した。昭和44年 試験 開始以 降の合格者

数 累計 は845,305人 となって い ます。

平成11年度情報処理技術者試験 実施概要

平成11年度春期試験 平成11年度秋期試験

試験 日 平成11年4月18日(日) 平成11年10月17日(日)

試験案内書・
願書の配布

および受付期間

平成11年1月5日(火)

～

平成11年2月5日(金)

平 成11年7月1日(木)

～

平 成11年8月6日(金)

試験区分

プロジェク トマネージャ試験

システム運用管理 エ ンジニア試験

プロダクシ ョンエ ンジニア試験

デー タベーススペ シャリス ト試験

マ イコン応用 システムエ ンジニア試験

第一種情報処理技術者試験

第二種情報処理技術者試験

初級 システムア ドミニス トレータ試験

システムアナ リス ト試験

システム監査技術者試験

アプリケーシ ョンエ ンジニア試験

ネ ッ トワークスペ シャリス ト試験

第二種情報処理技術者試験

上級 システムア ドミニス トレータ試験

初級 システムア ドミニス トレー タ試験

試験地

札幌 帯広 旭川 函館 青森 盛岡 仙台 秋田

山形 郡山 水戸 宇都宮 前橋 東京 埼玉 千葉

柏 八王子 横浜 川崎 厚木 新潟 長岡 長野

甲府 静岡 岐阜 名古屋 豊橋 四日市 富山 金沢

福井 滋賀 京都 大阪 神戸 姫路 和歌山

松江(春)米 子(秋)岡 山 福山 広島 山口 徳島 高松

松山 新居浜 高知 福岡 北九州 佐賀 長崎 熊本

大分 宮崎 鹿児島 那覇

応募者数 331,300名 373,669名

受験者数 216,477名 253,066名

合格者数 38,377名 54,404名
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・平 成11年6月4日

第二種情報処理技術者試験 ・平 成11年12月14日

初級 システムア ドミニス トレータ試験 第二種情報処理技術者試験

初級 システムア ドミニス トレー タ試験
・平 成11年7月6日

合格者発表
第一種情報処理技術者試験 ・平 成12年1月31日

(官報公示) ・平 成11年7月19日 システムアナリス ト試験

プ ロ ジェ ク トマ ネー ジ ャ試験 システム監査技術者試験

システム運用管理エ ンジニア試験 アプ リケ ー シ ョンエ ン ジニ ア試験

プロダクシ ョンエ ンジニア試験 ネ ッ トワー クス ペ シ ャ リス ト試験

デ ー タベ ース スペ シ ャ リス ト試 験 上級 システムア ドミニス トレー タ試験
マイコン応用 システムエ ンジニア試験

試験区分別応募者数 ・受験者数 ・合格者数等は次表のとおりです。

試験区分別 ・応募者数 ・受験者数 ・合格者数等

試 験 区 分 応募者数 受験者数 合格者数 合格率

システムアナ リス ト試験 6,783 3,737 249 6.7%

システム監査技術者試験 4,396 2,239 164 7.3%

プ ロ ジェ ク トマ ネー ジ ャ試験 12,114 6,070 472 7.8%

ア プ リケ ー シ ョ ンエ ンジニ ア試験 24,903 12,626 920 7.3%

システム運用管理エ ンジニア試験 4,173 2,247 158 7.0%

プロダクシ ョンエ ンジニア試験 15,311 9,365 742 7.9%

ネ ッ トワー クスペ シ ャ リス ト試 験 60,088 33,731 2,413 7.2%

デ ー タベ ー スス ペ シ ャ リス ト試 験 14,807 8,433 539 6.4%

マイ コン応用 システムエ ンジニア試験 2,701 1,833 231 12.6%

第一種情報処理技術者試験 89,498 56,750 5,638 9.9%

第二種情報処理技術者試験 275,280 192,480 31,348 16.3%

上級 システムア ドミニス トレー タ試験 8,364 4,686 359 7.7%

初級 システムア ドミニス トレー タ試験 186,551 135,346 49,548 36.6%

合 計 704,969 469,543 92,781 19.8%

1.2情 報処理技術者試験評議委員

会の設置と試験制度の見直 し

平成11年6月 の産業構造審議会情報産業部

会情報化人材対策小委員会の報告を受け,当

センターに発議機関として情報処理技術者試

験評議委員会(委 員長 関澤義 富士通㈱代表

取締役会長)が 平成12年1月 に設置 され,試

験制度について大所高所か ら提案が行われる

ことになりました。第一回の評議委員会は平

成12年1月31日 に開催 され,情 報 セキュリテ

"
日

‖
.,廷
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イア ドミニス トレータ試験の創設の必要性等

について審議が行われました。

また,小 委員会報告で提案 された改善の方

向に沿った見直 しについては,昨 年夏来,試

験委員会の9つ のWGで 見直 しの詳細検討が

進み,同 様 に評議委員会の審議 を経て平成12

年3月 にパブリックコメン トの募集が行われ,

平成13年 度中の制度改定 を目指 し検討 を継続

しています。

1.3情 報 処 理 技 術 者 試 験 に 関 す る

内 外 の 調 査 と 国 際 交 流 の 推 進

①SRIG-PSの 活 動 に対 す る協 力

当協 会 中央情報 教育研 究所 が実施す る 「国

際化 に対 応 した情 報処理技 術者 の育成 に関す

る調査研 究」 に協 力 し,シ ンガポ ールで開催

さ れ た東 南 ア ジ ア地 域 コ ン ピ ュ ー タ連 合

(SEARCC)情 報 処 理 技 術 者 育 成 標 準 部 会

(SRIG-PS)に 職員 を派 遣 し,試 験 の統 計 分

析 結果 の紹介 な どを通 じSRIG-PSの 活 動 に協

力 を行 い ま した。

・派遣先:シ ンガポールSEAR㏄ ・SRIG-PS

会議

・期 間:平 成11年12月1日 ～12月5日

・派 遣者:林 佐利

(当協 会情 報 処理 技術 者 試 験 セ ン

ター総務 部企画課 長)

②CBT(Computer-BasedTesting)に 関す る

米 国調査

わが 国 にお け る情 報 処 理 技術 者 試験 の実

施 ・運営 に関す る課題 を検討 す る上 で基 礎 と

なる情 報 を得 るため,米 国 におけ るCBTの 実

施状況,運 営 体制等 に関す る調査 を行 い ま し

た。

・調査 地:ア メ リカ

・期 間:平 成12年2月12日 ～2月20日

・調査 者:富 永孝 雄

(当協 会 情 報処 理 技術 者 試験 セ ン

ター所 長)

岡本嘉 之

(INSエ ンジ ニ ア リ ング㈱ 常 務 取

締 役)

佐 藤和 彦

(NTT東 日本㈱ マ ル チ メデ ィア推

進部 担 当部長)

平 山利幸

(通 商産 業 省機 械 情 報 産業 局情 報

処 理振興 課教 育係長)

林 佐利

(当協 会情 報 処 理技 術 者 試験 セ ン

ター総務部 企画課 長)

・調 査先:ChaunceyGroupIntemational

(プ リンス トン)

ProfessionalExaminationService

(PES)(ニ ュー ヨーク)

SylvanPrometric(ボ ル チモ ア)

GaltonTechnologies(ソ ル トレイ

クシテ イ)

③ 情 報処理 技術者 育成 のため の技術 モ ジュー

ル を検討

情 報処 理技 術 者 試験 の改善 に資 す るた め,

情 報処理 技術者 育成 の ための技術 モ ジュー ル

につ いて委託調 査 を行 い ま した。

1.4高 度情報化人材育成 に対する

支援協力

当協会中央情報教育研究所が実施する高度

情報化人材育成に関する調査研究等に関する

作業に協力を行いました。
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2.平 成12年 度 事 業計 画

2.1情 報 処理 技 術 者試 験 の 実施

通商産業省の指定試験機関として当協会が

実施 している情報処理技術者試験は,情 報化

の急速な進展を反映 して,平 成11年 度は,応

募者,合 格者 とも過去最高 を記録 し,今 年度

も引 き続 き増 加が 見込 まれ てい ます。

試験 は,13区 分 を春期 ・秋期 に分 けて,全

国59地 区 にお いて実施 し,第 二種情報 処理技

術 者試験 及 び初級 システ ムア ドミニス トレー

タ試験 につ いて は年2回 実施 します。

(春期実施の試験区分) (秋期実施の試験 区分)

・プ ロ ジ ェ ク トマ ネ ー ジ ャ試 験 ・シス テム アナ リス ト試験

・システ ム運用 管理 エ ンジニ ア試験 ・システム監査技術者試験

・プロ ダク シ ョンエ ンジニ ア試験 ・ア プ リ ケ ー シ ョ ンエ ン ジ ニ ア 試 験

・デ ー タベ ー ス ス ペ シ ャ リス ト試 験 ・ネ ッ トワ ー ク ス ペ シ ャ リス ト試 験

・マ イコ ン応用 システムエ ンジニ ア試験 ・上級 システ ムア ドミニス トレー タ試験

・第一種情報処理技術者試験 ・初 級 システ ムア ドミニ ス トレー タ試験

・第二種情報処理技術者試験 ・第二種情報処理技術者試験

・初 級 システム ア ドミニス トレー タ試験

2.2情 報処理技術者試験の改革に

ついての検討

平成11年6月 の産業構造審議会情報人材対

策小委員会の中間報告を踏まえ,今 後の情報

処理技術者試験の改善を目指し,評 議委員会

及び試験委員会において具体的検討を進めま

す。

(SEARCC)等 の活動 に協 力 します 。

2.4高 度情報化人材育成に対する

支援協力

中央情報教育研究所が推進する高度情報化

人材育成を支援し,育 成に必要な調査研究に

協力します。

2.3情 報処理技術者試験に関する

内外の調査 と国際交流の推進

①産業構造審議会情報人材対策小委員会で提

案された内容に即し,情 報処理技術者試験の

実施 ・運営体制の整備 ・改善に資するため,

内外の試験実施機関について実態調査を行い

ます。

②東南アジアの情報処理技術者の育成に貢献

するため東南アジア地域コンピュータ連合

一 先端情報技術研究所一

先端情報技術研究所(AITEC)で は,平 成

11年度事業 として,情 報技術開発に関する調

査研究事業を行い,次 の8種 類の報告書 をと

りまとめ ました。

①資料 わが国が行う情報技術研究開発のあ

議
慣
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り方に関する調査研究(そ の4)一 要 旨一

②資料 わが国が行 う情報技術研究開発のあ

り方に関する調査研究(そ の4)

③資料 ハイエ ンドコンピューテ ィング技術

に関する調査研究1

④資料 人間主体の知的情報技術関する調査

研究m

⑤調査資料 米国の政府支援研究開発におけ

る効率重視のマネジメント

⑥調査資料 米国の政府支援研究開発におけ

る予算算入費目の範囲と会計原則の合理的

運用

⑦調査資料 情報先進国の情報化政策 とわが

国の情報技術開発における重点分野の選択

指針

⑧調査資料 海外技術調査報告

以 下 に,11年 度 の事業 内容 を報告 します。

情報技術開発 に関する調査研究

(1)先端情報技術 開発 に関する調査研究等

近年,各 国において情報分野における技術

開発が急速に進展 してお り,こ の成果が産業

の活性化や雇用確保に寄与 しています。この

ため,先 端的情報技術 について実効ある研究

開発 とその成果の産業における活用推進に資

することを目的に,当 協会先端情報技術研究

所 において,内 外の研究動向 とともに諸外国

の技術開発施策や制度等についての調査検討

を行っています。平成11年 度は,前 年度 に引

き続 き,「技術政策委員会」(委 員長 水野幸

男 日本電気㈱顧問)を 設置 し,情 報技術開

発 に関する調査研究方針等全体的な観点から

審議を行い,以 下のとお り調査研究 を実施 し

ました。これらの成果は,情 報産業 における

研究開発計画および政府施策の策定に活用す

るため,通 商産業省お よび会員企業 に報告す

るとともに関係方面に提供しました。

①情報技術の研究開発体制のあり方等調査研

究

国が支援する研究開発に関する仕組みにつ

いて,国 際的な競争力 を強化す る観点から,

日米の研究開発制度の比較 を中心に調査研究

を行いました。実施にあたっては,前 年度に

引 き続 き当該分野の専 門家からなる 「情報産

業の研究開発体制のあり方に関する検討作業

委員会」(委 員長 後藤滋樹 早稲 田大学理

工学部情報学科教授)を 設置 し,調 査検討 を

行いました。

本年度は,「 わが国の企業は,産 業 の技術

シーズをどこに求めるのか?」 を調査テーマ

として,

●わが国における中長期研究開発テーマのア

ウトソーシング先の育成策

●その他のシーズ技術の獲得策

●グローバルコンペティション時代に向けて

の産学官の新たな役割分担のあり方

に焦点をあて,主 に産業界側か ら見た問題点

やあり方の整理検討を行いました。

また,こ の検討 に必要な基礎資料 として,

これ までの調査研究か ら明 らかになった日米

の研究開発の仕組みや法制度の違いを事例等

により,一 層具体的な形 で示すこ とと して,

米国の国家プロジェク トにおけるマネジメン

トの事例や会計処理の実情について調査専門

会社に調査委託するとともに,米 国連邦政府

の 「コンピューティング ・情報 ・通信委員会

(CIC)が まとめている"Bluebook2000":

INFORMATIONTECHNOLOGYFRONTIERS

FORANEWMILLENNIUM(新 千年紀 に向

かっての情報技術最前線)の 日本語訳 など資

料の整備 を行いまし払
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これ らの成果 は,平 成11年 度 「資料 わが

国が行 う情報技 術研 究開発 のあ り方 に関す る

調査研 究(そ の4)」 と して取 りま とめ ま した。

この調査 に関連 して,以 下 の とお り米 国 に

調査 員 を派遣 しま した。

〔米 国〕

・期 間:平 成11年10月9日 ～16日

・調査 員:鳥 居 良春

(当協 会 先 端情 報 技術 研 究所 技 術

調査 部主任研 究員)

・派遣 先:GartnerGroupSYMPOSIUMITxpo

99(オ ー ラ ン ド)

② 諸外 国の情 報技術 の調査研 究

今 後 の情 報 産業 の戦 略 的 な情 報技 術 と し

て,ハ イエ ン ドコンピューテ ィング技術 お よ

び人間主体 の知 的情 報技術 につ いて の米国 の

研 究開発動 向 を調 査分析 す る と ともに,対 応

す る分野 の わが 国の研 究開発動 向の分析 を行

い ま した。

これ らの成 果 は,平 成11年 度 「資料 ハ イ

エ ン ドコンピューテ ィ ング技 術 に関す る調査

研 究1一 ペ タ フ ロ ップス マ シ ン を中心 に し

て 一」 お よび平 成11年 度 「資料 人間主体 の

知 的情 報技術 に関す る調査研 究 皿」 として そ

れぞれ取 りま とめ ま した。

(a)ハ イ エ ン ドコ ン ピ ュ ー テ ィ ン グ技 術 研

究動 向調査

これ まで,ペ タフロ ップス技術 を調査対 象

と し,主 に米国 の超 高性 能 コ ンピュー タ開発

計 画ASCI(AcceleratedStrategicComputing

Initiative)プ ロ グラム につ いて調査研 究 を行

って きま した。

本 年度 は,米 国連邦 政 府 のBlueBook2000

の ハ イエ ン ドコ ン ピュ ーテ ィ ング(HECC)

の項 で挙 げ られてい る① アーキテ クチ ャ,②

ハ ー ドウェ ア コ ンポー ネ ン ト,③ 基礎/ア ル

ゴ リズ ム研 究,④ ソフ トウェア,⑤ ア プ リケ

ー シ ョン
,さ らに⑥ASCI計 画,⑦ 量 子/DNA

コ ンピュー テ ィングな どの研 究開発状 況 を調

査 し,そ れぞ れの分野 にお け る現在 の 日本 の

技 術状 況や研 究内容 との比較 な どを中心 に分

析 を行 い ま した。 実施 にあ た って は,「 ハ イ

エ ン ドコンピューテ ィング技術調 査 ワー キ ン

ググ ルー プ」(主 査 山口喜教 筑 波大 学教

授)を 設置 し,調 査研 究 を行 い ま した。

この調査 に関連 して,以 下 の とお り米 国 に

調査 員 を派 遣 しま した。

〔米 国〕

・期 間:平 成11年11月13日 ～24日

・調査 員:岡 崎文夫

(当協 会 先端 情 報技 術研 究所 技 術

調査部 主任研 究員)

岡田恵太

(当協 会先 端 情 報技 術研 究所 技術

調査 部 主任研 究 員)

・派遣先:S(切:HighperfomianceNetWoriCingand

(㎞ 鱒ngConference(ポ ー トラ ン

ド),オ レゴン大学(ユ ー ジー ン)

(b)人 間 主 体 の 知 的 情 報 技 術 に 関 す る調 査

これ まで,ネ ッ トワー ク とコンピュー タを

幅広 い利 用 者 層 が 利 用 で きる よ う にす る た

め,米 国の動 向 を含 め,ネ ッ トワー クお よび

知的 ヒューマ ンイ ンタフェース に関連 した知

的情報技 術 を対象 と して,調 査研 究 を実 施 し

て きま した。

本年度 は,米 国連邦 政府 のBluebook2000で

ま とめ られ て い るHumanCenteredSystem

(HuCS)の 研 究 開 発 計 画 で実 施 され てい る

NSF,DARPA,DOEお よびNLMの 研 究開発 プロ

グ ラムについ て調 査 し,そ れぞれの研 究開発

の現状 を と りま とめ る と ともに,わ が 国 の こ

の分野 の研 究 開発動 向 として① ナ レッジマ ネ
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ジメ ン トと情 報技術,② 音声 認識 技術 の動 向

と今 後 の展 開,③ アノテー シ ョンに基づ くオ

ンライ ンコ ンテ ンツの新 しい利用 法,④ デ ジ

タル映像 に係 わ る動 向,⑤Webデ ー タ収 集 の

現 状 と課 題,⑥ 知的文書 イ ンタフェース(電

子 イ ンク),⑦ デ ィジ タル図書 館,⑧ 感性 メ

デ ィ ア技 術 の現 状 と今 後 の 課題,⑨ 情 報 収

集 ・連携 エ ージ ェ ン ト技術 について,と りま

とめ ま した。

実 施 にあ た っ て は,前 年 度 に引 き続 き,

「人 間主 体 の知 的情報技 術 調 査 ワ ーキ ング グ

ルー プ」(主 査 奥乃 博 東京 理科 大 学教

授)を 設置 し,調 査研 究 を行 い ま した。

この調査 に関連 して,以 下 の とお りフ ラン

スお よび米 国 に調査 員 を派遣 しま した。

〔フ ランス〕

・期 間:平 成11年9月21日 ～10月3日

・調査員:奥 乃 博(東 京理科 大学教 授)

北 畠重 信

(当協 会 先端 情 報技 術研 究所 技術

調査 部主任研 究員)

小林 茂

(当協 会 先 端情 報 技術 研 究所 技術

調査 部主任研 究員)

・派 遣 先:CSCWD'99(ComputerSupport

CooperativeWorkinDesign'99)他

(コ ンピェ ーニ ュ)

〔米 国〕

・期 間:平 成12年3月5日 ～3月11日(土)

・調 査員:横 田 実

(日本電気 ㈱C&Cメ デ ィア研 究 所

主任研 究員)

・派 遣先:MITMediaLab .(ボ ス トン),ゼ

ロ ックスパ ロアル ト研 究所(パ ロ

アル ト)他

2.次 世 代 電 子 情 報 基 盤 技 術 に 関 す る

調査研 究

本調査研究は,IT分 野における最新技術動

向を把握 し,い ち早 く行政に反映 させ る事 を

目的に実施 したものです。

超高速処理技術 に大きな影響を与える並列

分散処理技術は,す でに実用化段 階に到達 し

てお り,一 方,近 年の高速通信技術の発展 に

よって高速通信ネットワークを使ったクラス

ターコンピューティング,グ ローバルコンピ

ューテ ィングといった新 しい技術開発が求め

られています。

このような背景から,本 年度はネッ トワー

クアーキテクチャーに係わる高速通信技術に

重点をおいた調査を行いました。実施にあた

っては,当 該分野の専門家からなる 「超先端

電子基盤技術調査委員会」(委 員長 渕 一

博 慶雁義塾大学理工学部管理工学科教授)

を設置 し調査検討 を行いま した。個別技術分

野の検討は,ワ ーキング ・グループを設けて

実施することとし,そ の検討の一部は外部の

専門機関に再委託して実施しました。

技術開発動向では,近 年の高速通信技術の

発達によって,並 列クラス ターコンピューテ

ィングおよびグローバルコンピューティング

の研究が活発であること,ま た,PDAや 携帯

電話機 を端末 とした広域かつ大規模データベ

ースへのアクセスや広域で繋がったコンピュ

ータと相互に接続するための研究が行われて

いること,更 に,電 子デバ イスの分野では,

今後モバイル環境や家電製品への利用に対す

る要求から低消費電力やコス トパフォーマン

スを考慮 した3Dグ ラフ ィックス,動 画処理

等のマルチメディアデータを高速に処理する

ための技術開発が盛んに行われていることな

どがあげられます。

一63一



標 準 化 動 向 で は,ギ ガ ビ ッ トEthernetの 標

準 化 が 一 段 落 し,10ギ ガ ビ ッ トの 検 討 が 始 ま

っ て い る こ と,ま た,IEEE1394,IPv6等 イ

ンターネ ッ トと情報家 電 を繋 ぐ技術 につ いて

の標準化 が活 発 にな ってい るこ とな どがあ げ

られ ます。
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個汰ユーザーのネットワークサービス利用に関する調査報告書
一多様で広が りのある生活領域の二一ズー

(平成12年6月)

1.「癒す」と 「遊ぶ」がネットワークサービスへの期待の主役

①飛びぬけて高い医療 ・介護 ・福祉サービスへのニーズ特に病院 ・治療内容についての情報

サービスでは9割 を超える

②余暇生活におけるニーズもきわめて強い行楽地の宿泊予約,道 路混雑情報へのニーズは9割 弱

2,ニ ーズの高い行政手続と政治参加

住民票 ・免許証 ・パスポー ト等の手続,電 子投票へのニーズがそれぞれ8割 を超える

3,ネ ットショッピングは多様なサービスの中の一つ

ネッ トシ ョッピングは上位15項 日中3項 目であった。個人のニーズは多様であ り,ネ ッ トシ

ョッピングは必ずしもネッ トワークサービスの最大の主役ではない。

4.高 まる起業意識

全体で2割 強,理 系職では36%,50歳 以上でも5人 に一人がインターネッ トを使 った起業の

意思がある。

1.調 査の概要
1.調 査の目的
2.調 査の設計と実施

3.調 査結果のポイン ト

H、 調査結果(生 活領域内)

1住 む(住 居、住環境、近隣社会)

資料:

2
3

4
5

6
7

8

費やす(収 入、支出、資産、消費生活)

働く(労 働時間、就業機会、労働環境)
育てる(育 児、教育)

癒す(医 療、保健、福祉サービス)

遊ぶ(休 暇、余暇)
学ぶ(大 学、障害学習、学習時間)
交わる(婚 姻、地域交流、社会的活動)

1.調 査票

集計データ(全 体)2.
3.集 計 データ(情 報システム部門に勤務するユーザー)
4集 計データ(一 般ユーザー)

インターネッ トを使 った起 業(イ ンターネ ット利 用者)

28.2%

21.9%

3.3%9.1%

1
■ そう思う

16.0% ■ まあそう思う

口 どちらとも言えない

口 あまりそう思わない

■ 思わない

圃DK.NA

21.5%

当 協会 で は 、個 人 ユ ー ザー に と って

"望ましいサービス 、利用したいサービス

は何 か"と いう 、ネ ッ トワークサー ビス

を利用 する側 のニーズ を明 らか にするた

め 、住 環境 、労働 、医療 ・介護 、教育 ・

学習 、娯楽 、交流等 、個人生活の様々な

場面で想定される ネッ トワー クサー ビス

について 、その利用動 向を把握 する こと

を目的に 、アンケー ト調査 を実施 し 、そ

の集計分析結果 をとりまとめました。

アンケ ー トは 日本商工会議所 の協 力を

得 て情報 シス テム 部 門 に勤 務 す るゴ ー

ザー5,000人 と一般ユーザー5,000人 の合

計10,000人 に調査票 を送付 し13,602人

か ら回答を得ました。

A4判358頁

一般価格:FDあ り40 ,000ng

会 員価格:〃32,000m

な し8,000円

ク6,400円

(税別 ・送料別)

【申し込み先】
財団法人

調査部

日本情報処理開発協会

普及振興課

FAX:03-3432-9381

E-mail:fukyu@iipdec.or.ip

、

ノ

※会員とは、当協会の賛助会員をいいます。 一65一



企業における情報化動向に関する
● 一 唱戸 ・ ・

圭
‡
.ツ

諾 ⊂〕∈〕

一情報化投資の現状と課題一

(平 成12年3月)

1掴 査の概要

1.1コ ンピュータ利用状況調査の目的

1.2調 査の構成

1.3調 査時期、調査期間

1.4発 送回収状況

1.5調 査の内容

1.6報 告書の利用等

皿総論

2.1情 報化の重要な関連課題

2.2情 報化の投資効果

2.3ネ ッ トワーク化の現状と展望

2.4総 括

皿情報化の重要な関連課題

3.1概 要

3.2産 業 、業種別に見た情報化課題への関心

3.3企 業規模別に見た情報化課題への関心

3.4全 体的な分析

3.5ま とめ

1V情報化の投資効果

4.1情 報化投資の動向

4.2ア ウ トソーシングの状況

4.3オ ープンシステム化/ダ ウンサイジングの評価

V情 報化の新展開

5.1通 信回線サービス

5.2コ ンピュータ ・ネ・ソトワークの利用状況

5.3EC(電 子商取引)の 状況

5.4テ レワーク(T/W)の 導入状況

5.5モ バイルコンピューティング(M/C)の 動向

VI情報システム部門要員等の状況

6.1情 報システム部門要員の規模

6.2情 報システム部門要員の給与等の状況

6.3コ ンピュータ関連教育費用の状況

W集 計結果

集計表目次

1999年 度コンピュータ利用状況調査集計表

唖アンケー ト様式

情報化をめぐる環境が 、技術面 、制度面

等において大きく急速に変化してきている

中でコンピュータユーザの情報化の実態を、

継続的なデータとして把握する とともに、

その時々の情報化の新しい流れを客観的な

視点か ら的確 に捉 えるために 、毎年ア ン

ケー トにより調査を行っています。

本報告書は 、約4,700の 事業体の情報シス

テム部門を対象に実施 したアンケー ト調査

の結果をもとに、その情報処理及び情報化

の動向について集計 ・分析 を行い 、と りま

とめています。

A4判220頁

付 表 「コン ピュータ利用状況調査集計結果大要」
一般価格:4 ,000円 会 員価格:3,200円(税 別 ・送料別)

【申し込み先】
財団法人 日本情報処理開発協会

調査部 普及振興課

FAX:033432-9381

E-mail:fukyu@iipd㏄.or.jp

※会員 とは、当協会の賛助会員をいいます。
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世界情報通信年表
(平 成12年3月)

情報通信サービスは、日進月歩の勢いで進化する情

1.

1.

皿.

]V.

V、

VI.

日本の情報通信史

アメリカの情報通信史

イギ リスの情報通信史

ドイツの情報通信史

フランスの情報通信史

EU・ ヨーロッパの情報通信史

参考資料

1.El米欧の情報通信施策比較年表

2.自由化後の 日本の料金 ・サービス

◇国内サービス ◇国際サー ビス

報技術とともに進展し、提供するサービスも多彩にな

り、電話会社が電話 ・電信サービスのみを提供してい

た時代は終焉を迎えようとしています。情報通信産業

をとりまく環境も大きく変化し、公益サービスとして

独占的に提供された時代から、他の産業と同様 、激し

い競争にさらされる時代へと変わりました。そこでは

もはや事業を国内と国外とに分けて考えることはでき

ず、否応無くグローバルな規模での競争に巻き込まれ

ざるを得ない状況に至っています。本資料は、激変す

る情報通信分野の動向を整理するために、主要国の情

報通信の歴史について時系列に、各種資料をもとにと

りまとめたものです。

A4判107頁 一 般価格1,500円 会 員価格1,200円(税 別 送料別)

わガ冒におナる情報セキュリティの実態「情報セキュリティこ関する調査」集計結翼
(平成12年3月)

1.調 査の概要
/l調 査の目的
1.2調 査の対象
1.3調 査時期
1.4回 収状況
1.5回 答組織体の平均従業員数
1.6調 査項目
1.7調 査対象業種および回収状況
1.8調 査結果の概要

2.調 査結果の詳細

2.1通 称産業省の安全対策の施策について
2.2情 報システム資産について
2.3過 去の障害等の実績について
2.4セ キュリティ管理一般について
2.5災 害対策 ・障害対策について
2.6不 正アクセス対策 ・不正侵入対策について
2.7コ ンピュータウイルス対策について
28情 報 リスクマネジメン ト関連について
2.9個 人情報保護について

3.ク ロス集計結果の分析

付属資料
「情報セキュリティに関する調査」
アンケー ト調査票

わが国における情報システムのセキュ リテ

ィ対策の状況を把握するため 、「情報セキュリ

ティに関する調査」を実施いたしました。

調査は 、企業等の情報システム部門を対象

に行 い、セキュ リティ対策 の現状 と問題点の

把握および今後のセキュリティ対策の傾向を

把握することをねらいとしています。

調査にあたっては 、867組 織体から回答を得

ており、信頼できるデータを収集しています。

一般価格:3
,200円

A4判158頁

会 員価格:2,560円(税 別 ・送料別)

【申し込み先】
財団法人 日本情報処理開発協会

調査部 普及振興課

FAX:03-3432-9381"

E-maii:fukyu@lipdec.orjp

※会員とは、当協会の賛助会員をいいます。 一67一



ますます求められる情報化時代の新人材

システムア ドミニス トレー タ
　 　 　

『シス テ ム ア ドミニス トレー タテ キス ト 改 訂 版 』
【本体 価格:3,500円 】

本書は平成9年10月 に公表 された標準 カ リキュラムの改訂に準拠 して平成10年3

月に発刊 された ものです。

情報処理 システムの利用部門において情報化を推進する方々が,初 期の段階で利

用者 として習得すべ き基本的な知識と応用能力をとりまとめたものです。

また,国 家試験 である情報処理技術者試験の初級システムアドミニス トレータ試

験は上記標準カリキュラムが出題範囲となってお ります。
ぐ}ご/氾 〉

★構 成 目次

第1部

第2部

第3部

第4部

第5部

★特 長

(B5判491ペ ー ジ)

仕事 とコ ンピュー タ

基幹 業務 システム とのかか わ り

エ ン ドユ ーザ コン ピューテ ィング

シス テム環境整 備 と運用 管理

EUC推 進 の ための表現 能力

・改訂版標準カリキュラムに準拠 、,

・改訂版標準 カリキュラムに精通 した執筆陣

・従来の 「表現能力」(別 冊扱い)を 第5部 「EUC推 進のための表現能力」 として本テキス

トに収録

・インターネット,マ ルチメディア等の新技術に対応

・演習問題に試験(午 前)の 過去問題 を採用 してお り,受 験参考書 として も最適

★購 入 方 法

・通信販売でのお求めば,東 京官書普及(株)・ 通信販売課(TELO3-3292-3701)

・全国の書店 または官報販売所,政 府刊行物サービスセ ンターにてご注文 ください。

・東京都官報販売所(神 田) ,大 阪府官報販売所(肥 後橋),八 重洲 ブ ックセンター,書 泉

グランデ(神 田),書 泉 ブックタワー(秋 葉原),三 省堂本店(神 田),紀 伊國屋書店(新

宿 ・渋谷 ・大阪梅田),丸 善本店(日 本橋),芳 林堂書店(高 田馬場)で は店頭 でご購入

で きます。

◎AIT鞭 霞 ∵霧 雲
〒135-8073東 京 都 江 東 区 青 梅2-45タ イ ム24ビ ル19階

TELO3-5531-0174(普 及 振 興 課)URLhttp:/tWw.cait.jipdec.or.jp/
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職場環境の改善に、ジャストインタイム(JIT)学習でi

情報化推進担当の育成を 川}
}

一 一{、 へ「×{、 δ

」鐙撒 ぎジズ募裟墓
情報 リテラシー教育CD-ROM教 材

1
1

1

1

㌣燃 言語 禦嫌 腰 ㌧コンii
とイ ンターネ ッ トを使 用で きる環境 な らば、

いつ で も、 どこか らで も学習 が可能 です。

(Step1)CD-ROM教 材 での学習→

(Step2)イ ンターネ ッ トでの理解 度判定→

(Step3)実 践 的 なス クー リング

とい った3ス テ ップの学 習 に よ り、学 習空

間 ・時 間 を拡張 す る教育 シス テムです。

●JIT教 育 シ ステ ム教材

本教育 システムの教材として、現在、以下の

2種類 のCD-ROM教 材があ ります。

これ らの教材は、職場で情報化推進担当の役

割を果たすために必要な学習内容が収められ

ています。

①情報 リテラシー教育指導者育成教材

(学習時間:約15時 間、容量:565M)

職場での情報活用 を推進す るため、パソコ

ン利用教育等の啓蒙活動や操作指導方法等

について学習します。

②情報 リテラシー教育支援者育成教材

(学習時間:約15時 間、容量:315M)

職場での日常業務の情報化 を推進す るため、

パソコン、LAN、DB等 の整備 ・運用等につ

いて学習 します。

なお、本教材の学習に入る前に具備 してお く

条件があります。
・パソコンの操作を自分で行え、ワープロや

表計算などは日常業務の中で使える。
・情報リテラシーに関する知識 ・技術(EUC)

を有 している。

● 問 い 合 わ せ 先 ●

財 団法人 日本 情情報 処理 開発協 会

中央情報教 育研 究所(CAIT)

〒135-8073東 京都江東 区青海2-45

タイム24ビ ル19階

TEL:03-5531-0171FAX:03-5531-0170

● 本 教 材 の 動 作 環 境 ●

ロ パ ソ コ ン本 体

DOSハ/パ ソコン

ロCPU

IntelPentium133MHz以 上

ロ メモ リ

32MB以 上

ロ サ ウ ン ドカ ー ド

必 須

口CD-ROMド ラ イ ブ

2倍 速CD-ROMド ライフ"以 上

ロ デ イス プ レ イ

解 像 度800×600ド ット以 上

HighColor(16ビ ット)以 上

口OS

MicrosoftWindows95,98,NT4.0

口Webブ ラ ウザ

MicrosoftInternetExplorerVer.4.0以 上 推 奨

口 そ の 他

ス ピー カ ま た は イ ヤ ホ ン等

●JIT教 育 シ ス テ ム の ご 利 用 に つ い て ●

口(Stepl)CD-ROM教 材 で の 学 習
・本教 材 は無迷ナで す が 、教 材 発 送 費等 と して

1セ ッ ト(2枚 組)に つ き2000円 ご負 担 いた だ

きます。(限 定 、3000セ ッ ト)
・申込 み方法:郵 便局備付 けの振 込用 紙 の通信

欄 に下 記事項 を記入 し、 中央 情 報教 育研究所

(口座 番号:00130-8-409669)
へ 、発 送費等(2000円 ×セ ッ ト数)を 振 り込

んでい ただ きます。
・送付先住 所

、氏 名 、電話番号 、 セ ッ ト数
・組織 名、部署 名(個 人の場合 は不要 です)

口(Step2)イ ン タ ー ネ ッ トで の 理 解 度 判 定
・無魁(た だ し、電話 料等 の回線使用 料 は個 人

負担 です。)

口(Step3)実 践 的 な ス ク ー リ ン グ
・有料(開 催 日時等 はhttp://www .cait.jipdec.or.jp

をご覧 くだ さい。)、

1
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当協会への連絡窓ロ

本 部

東京都港 区芝公園3-5-8(〒105-OO11)

機 械 振興会館 内

総 務 部

企 画 室

情報セキュリティ対策室

調 査 部

開 発 部

技 術 企 画 部

総 務 関 係

セキュリティ関係

調 査 関 係

開 発 関 係

TEL(03)3432-9371

TEL(03)3432-9372

TEL(03)3432-9387

TEL(03)3432-9381

TEL(03)3432--9391

TEL(03)3432-9390

FAX(03)3432-9379

FAX(03)3432-9419

FAX(03)3432-9389

FAX(03)3431--4324

URLhttp:〃www.jipdec.or.jp/
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